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理念とビジョン

当社は「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」という経営理念のもと、

地球環境や社会との調和を図りながら、

人々が安心し豊かに暮らすことができる災害に強い国土の形成に尽力してまいります。

企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っていることを十分に理解し、

事業活動を通じ社会の課題解決と持続的発展に貢献してまいります。

「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」
国土の安全と安心を実現する専門技術者集団として、

新たな価値を創り出し、社会から信頼される企業を目指します。

１. 企業の社会的責任に対する社員意識の向上を促し、日々の生産活動において
 自己が行うべき責務を社員自らが判断し、責任感を持って社会の一員として
業務を行います。

２. 企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っていることを十分に理解し、
 社会に積極的に貢献するとともに地球環境の保全を行い
 グローバル企業としての責任を果たします。

３. 事業活動におけるあらゆる場面で人権を尊重するとともに、
 ステークホルダーとの対話の機会を重視し、説明責任を果たします。

2043年  創業100周年1943年 唯一無二の特殊技術事業会社として創業

中期経営計画
Raito 2027

中期経営計画
Raito 2024

中長期
ビジョン

技術×信頼×人財で、次世代の成長へ

サステナブルな社会実現に向けて、
人と技術の力で世界に貢献する

2025年～2027年

ありたい姿

創業100周年（2043年）

2022年～2024年

✓防災・減災分野のブランド力の確立と
　 社会課題解決への貢献
✓特殊土木分野における国内外でのプレゼンス拡大
✓成長分野・人財への積極的な投資
✓成長投資と株主還元の両立

✓社会やステークホルダーに幅広く信頼される会社
✓安全、安心という社会課題の解決を担う会社
✓特殊土木業界の技術革新をリードする会社
✓多様な人財が活躍する活力溢れる会社

重点テーマ

　ライト工業は1943年7月、トンネル防水工事における専門技術を有する事業者として創業しました。以来、専門土木分野で国
土の防災やインフラ整備を通じて社会に貢献し、特殊土木の最大手へと成長してきました。
　そして現在、当社は2043年の創業100周年に向けて中長期ビジョンを策定しています。この中長期ビジョンは、将来の持続可
能な社会の実現を目標として、当社グループの「ありたい姿」を定義し、新たな成長へのシナリオを描いています。ライト工業グ
ループは、これからも「新たな価値への挑戦と創造」の精神に則り、安全で良質な社会基盤の創造を通じて、社会の繁栄に貢献し
ていきます。

ライト工業グループの成長シナリオ経営理念

サステナビリティ基本方針

CSR基本方針
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1#RΛؚΉࢢ৔ධՁͷ্޲ʹͭͳ͛Δ͜ͱɻ΋͏Ұͭ͸ɺ
໨ඪ΁ͷ௅ઓΛ௨ͯࣾ͡һҰਓͻͱΓ͍ߴ ʮ͕ࣗ෼ͨͪ͸ɺ
·ͩ·ͩ΍ΕΔʯͱ࣮͠ײɺ૊৫ͷྗΛҰஈҾ্͖͛Δ͜
ͱͰ͢ɻࡒ຿ͷ੒Ռͱ૊৫ͷ੒௕Λ྆ྠͰճͯͦ͜͠ɺத
ɻ͢·࣮݁͠ʹ্޲Ձ஋ۀاը͸࣋ଓతͳܭӦܦظ

ͨɻࣾ ձʹඞཁͳٕज़Ͱ֐ࡂඃ֐Λ཈͑Δɻͦ ͪͨࢲʹ͜
ͷࣄ࢓ͷଘࡏҙ͕ٛ͋Γ·͢ɻ
ɹ΋ͪΖΜɺର͕ࡦਐΜͰ҆શ͕֬อ͞ΕΕ͹ɺকདྷతʹࢪ
ΔՄೳੑ΋͋Γ·͢ɻͩݮձ͕ػ޻ ͔Βͱ͍ͬͯࡏݱͷࢢ৔
ΛकΔ͜ͱʹऴ࢝͢ΔͷͰ͸ͳ͘ɺχʔζͷมԽΛۃݟΊɺ
৽ͨͳՁ஋Λఏ͠ڙଓ͚ͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻΠϯϑϥͷ
࿝ٺԽʹ൐͍ิमɾิڧͷॏཁੑ͸ߴ·͓ͬͯΓɺւ֎ʹ
΋౰ࣾͷٕज़Λੜ͔ͤΔࢢ৔͕͋Γ·͢ɻࢲ͸ɺւ֎ۀࣄ
ͱิमɾิڧ෼໺Λޙࠓͷ੒௕ͷ伴ͱҐஔ͚͍ͮͯ·͢ɻ
ɹத௕ظϏδϣϯͰ͸ɺ๷ࡂɾࡂݮ෼໺ʹ͓͚Δ૯߹ྗͷ
௥ٻɺಛघ౔໦෼໺ʹ͓͚Δѹ౗త஍Ґͷཱ֬ɺपลྖҬ
΁ͷਐग़ͱࢢ৔֦େɺւ֎ʹ͓͚ΔϓϨθϯεͷ্޲Λɺ
໨͢ࢦ΂͖ํੑ޲ͱͯࣔ͠͠·ͨ͠ɻ͜ Ε͸ۀࣄͷ਺Λ૿
΍ͨ͢Ίͷํ਑Ͱ͸͋Γ·ͤΜɻࣾ ձ՝୊͕มԽ͢Δͳ͔
Ͱɺ౰͕ࣾഓ͖ٕͬͯͨज़ΛͲ͜΁ల։͢Ε͹ɺࣾձతՁ
஋ͱࡁܦతՁ஋ΛΑΓେ͖͘Ͱ͖Δ͔ɻͦ ͷ໰͍Λಥ͖٧
Ίͨ݁ՌͰ͢ɻ
ɹ͓ٻ٬༷͕ΊΔՁ஋΋มΘΓͭͭ͋Γ·͢ɻ͍ ΊΒٻ·

Ε͍ͯΔͷ͸୯ͳΔ҆͞Ͱ͸ͳ͘ɺ҆શੑͱੑࡁܦΛຬͨ
ͨ͠͏͑ͰͷʮՁ֨Λ௒͑ͨ඼࣭ʯͰ͢ɻա౓ͳՁ֨ڝ૪
͔Β୤͠ɺదਖ਼ͳՁ֨Ͱड஫ͯ͠దਖ਼ͳར५Λ֬อ͢Δʹ
͸ɺٕज़Ͱ໌֬ͳࠩΛͭ͘Γɺೲಘͯ͠બΜͰ͍ͨͩ͘΄
͔͋Γ·ͤΜɻٕ ज़ͷࠩผԽΛʮՔ͙ྗʯʹ ม͑Δ͜ͱ͕ɺ
൫ʹͳΓ·͢ɻجձࣾͷ͍ڧ
ɹ੒௕ΛՃ଎͢Δखஈͱͯ͠ɺ.�A΋ॏ͍ͯ͠ࢹ·͢ɻձ
ࣾΛ͞Βʹେ͖͍ͨ͘͠ͱ͍͏͍ࢥ͸͋Γ·͕͢ɺن໛ͷ
֦େࣗମ͕໨తͰ͸͋Γ·ͤΜɻ൑அͷ࣠͸ɺ౰ࣾͱͷ૬
৐ޮՌΛ۩ମతʹඳ͚Δ͔Ͳ͏͔Ͱ͢ɻ࣌ݱ఺Ͱ͸۩ମత
ͳ੒ՌΛใ͢ࠂΔʹͯͬࢸ͸͓Γ·ͤΜɻิ मɾิڧ΍ւ
֎Λ͸͡Ίɺ໌֬ͳγφδʔ͕ࠐݟΊΔҊ݅ʹ͸ੵۃతʹ
औΓ૊Έ·͢ɻ
ɹʮRaJto202�ʯͷઌɺ࣍ظதܦظӦܭըͰ͸ɺҰஈ্ͷε
ςʔδ΋ࢹ໺ʹೖΕ͍ͯ·͢ߴɻ ͍໨ඪΛ͛ܝΔͷ͸ɺࣗ
ΒͷՄೳੑΛݱঢ়ͷԆ௕ઢ্ʹด͡ࠐΊͣɺۀࣄͱ૊৫Λ
ͱ΋ʹ੒௕ͤ͞ΔͨΊͰ͢ɻ

経営計画を、企業価値向上の実行計画にする

社会課題の解決を、次の成長機会へ

変わらない強みを土台に、変化を成長へつなげる

トップメッセージ

変わらない強みを磨き、
変えるべきものは変える。
人と技術の力を、
持続的な企業価値へ。
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ɹ੒௕ઓུͷ࣮ݱʹ͸ɺٕज़ͦͷ΋ͷͷେ͖ͳมֵ͕͔ܽ
ͤ·ͤΜɻࢲ͸ɺ20�0೥·Ͱʹ޻ࢪͷ׬શࣗಈԽΛ࣮͢ݱ
Δ͘Β͍ͷ֮ޛͰٕज़ֵ৽ʹྟΉ΂͖ͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ैདྷ�ਓͰۀ࡞͍ͨͯͬߦΛ�ਓͰ୲͏ͳͲɺۀ࡞ਓ਺Λ
�0ˋҎ্͢ݮ࡟ΔϨϕϧͷมֵͰ͢ɻԕִૢ࡞΍ϩϘοτ
ٕज़Λ૊Έ߹ΘͤΕ͹ɺݱ৔ͷແਓԽ΋࣮ݱతͳ໨ඪʹͳ
Γಘ·͢ɻ
ɹͦͷࡍɺϩϘοτ͕ਓܕͰ͋Δඞཁ͸͋Γ·ͤΜɻਓͷ
ಈ͖Λͦͷ··ػցʹஔ͖͑׵ΔͷͰ͸ͳ͘ɺݱ৔ʹ࠷΋
దͨ͠ܗΛ௥͢ٻ΂͖Ͱ͢ɻ޻๏΋ಉ༷Ͱɺطଘͷ޻๏Λ
લఏʹࣗಈԽ͢ΔͷͰ͸ͳ͘ɺػց͕͠޻ࢪ΍͍͢޻ʹܗ
๏ͦͷ΋ͷΛݟ௚͢ɻ͜ Ε͸୯ͳΔলྗԽͰ͸ͳ͘ɺ޻ࢪ
ͷલఏΛม͑ΔऔΓ૊ΈͰ͢ɻ
ɹҰํɺࣗಈԽΛਐΊΔ΄Ͳɺٕज़ͷຊ࣭Λཧղ͢Δྗ͕
ॏཁʹͳΓ·͢ɻ޻ࢪͷݱ৔ʹ͸ɺѹྗ΍ిྲྀ஋ɺτϧΫ
ͱ͍ͬͨ਺஋͔Β൑அͰ͖Δ৔໘͹͔ΓͰͳ͘ɺ਺஋͚ͩ
Ͱ͸౴͕͑ग़ͳ͍৔໘΍ɺෆଌͷࣄଶ΁ͷରԠ͕ٻΊΒΕ
Δ৔໘΋͋Γ·͢ɻ͜ ͏ͨ͠ঢ়گ൑அΛ͖ͨͯ͑ࢧͷ͸ɺ
ख़࿅ऀ͕ݧܦͷதͰ਎ʹ͚͖ͭͯͨ҉໧஌Ͱ͢ɻ
ɹ׬શࣗಈԽʹ͸ɺ͜ͷ҉໧஌Λݴ༿΍਺஋ʹஔ͖͑׵ɺ

ʮͳͥ͜ͷ͕ۀ࡞ඞཁͳͷ͔ʯʮԿΛͯݟ൑அ͢Δͷ͔ʯͱ͍
͏ࠜຊͷϩδοΫ·Ͱ੔ཧͯ͠ɺγεςϜʹམͱ͠ࠐ·ͳ
͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻϘλϯҰͭͰૢ࡞Ͱ͖ΔΑ͏ʹͳΔҰ
ํͰɺٕज़ͷத਎͕ϒϥοΫϘοΫεԽ͠ɺݱ৔ͷྗ͕ਰ
͑Δ͜ͱ͸ආ͚Δ΂͖Ͱ͢ɻਓͷݧܦΛফࣦͤ͞ΔͷͰ͸

ͳ͘ɺࣜܗ஌ͱͯ͠͠࢒ɺ࣍ ͷٕज़΁ͱͭͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ
ɹͦͷͨΊʹ͸ɺڀݚ։ൃͷਐΊํ΋ม͑·͢ɻਐߦதͷ
։ൃҊ݅Λಛʹॏཁͳ΋ͷʹߜΓࠐΈɺݱ৔ͱ։ൃͷ૒ํ
Λཧղ͢Δए͍ྗΛத৺ʹɺݻఆ؍೦ʹͱΒΘΕͳ͍ࢹ఺
ΛऔΓೖΕΔɻٕ ज़ֵ৽͸ɺػց͚ͩͰͳ͘ɺ։ൃͷ࢓૊
ΈΛม͑Δ͜ͱ͔Β࢝·Γ·͢ɻ
ɹ%9΋͜ͷྲྀΕͷதʹ͋Γ·͢ɻʮRaJto202�ʯͰ͸ʮۀ຿
վળͷྖҬΛ௒͑ͯɺ%9ͰՁ஋૑଄ΛՃ଎͢Δʯ͜ ͱΛܝ
͍͛ͯ·͢ɻ޻ࢪɺػցɺӦۀɺٕज़ʹؔ͢Δ৘ใΛҰݩ
ԽɺφϨοδԽͯ͠ݱ৔ԣஅͰ׆༻͠ɺࣄ޻৘ใͷࣗಈ࿈
·ԽΛਐΊڧ౓Խͱ৘ใɾαΠόʔηΩϡϦςΟͷߴͷܞ
͢ɻซͤͯɺ%9Λਪਐ͢Δਓࡒɺٕज़Λ୲͏ਓࡒɺ࣮ࡍʹ
ར༻͢ΔਓࡒͷεΩϧΛߴΊɺ૬ޓͷ࿈ܞΛڧΊ·͢ɻ%9
ͷຊ࣭͸γεςϜಋೖͰ͸ͳ͘ɺݱ৔Ͱഓͬͨ஌ݟΛσʔ
λͱ݁ͼ͚ͭɺ඼࣭ɺੜੑ࢈ɺͦͯ͠৽ͨͳՁ஋΁ͱม͑
൫ͮ͘Γʹ͋Γ·͢ɻجӦܦ͍ͯ͘
ɹ౰ࣾʹ͸ɺ௕೥ͷ޻ࢪͰ஝ੵ͖ͯͨ͠ݱ৔ͷ஌͕͋ݟΓ
·͢ɻݸਓ΍ݸผͷݱ৔ʹͱͲ·Γ͕ͪͩͬͨ஌ࣝΛ%9
Ͱ஝ੵɾڞ༗͠ɺ࣍ͷݱ৔΍৽ͨͳٕज़։ൃʹ͔ͤ׆Ε͹ɺ
஌ԽͱࣜܗͳΓ·͢ɻ҉໧஌ͷʹ࢈ࢿ͸ձࣾશମͷݧܦ
%9ʹΑΔφϨοδԽ͸ɺදཪҰମͷऔΓ૊ΈͰ͢ɻਓʹґ
ଘ͍ͯͨ͠ڧΈΛɺΑΓੑݱ࠶͘޿ͷڝ͍ߴ૪ྗ΁ͱస׵
͠ɺ඼࣭ͷ҆ఆɺੜੑ࢈ͷ্޲ɺऩӹྗͷڧԽʹͭͳ͛ͯ
͍͖·͢ɻ

ɹͲΕ΄Ͳ༏Εͨઓུ΍ٕज़͕͋ͬͯ΋ɺͦΕΛ࣮͠ߦɺ
͸ਓ͔ޠଓతͳ੒Ռʹม͑Δͷ͸ਓͰ͢ɻʮ͢΂ͯͷ෺ܧ
Β࢝·Δʯɻࢲ͸ͦ͏͓ͯ͑ߟΓɺਓࡒҭ੒͸ܦӦͷҰஸ໨
Ұ൪஍Ͱ͢ɻ
ɹʮRaJto202�ʯͰ΋ɺਓࡒ΁ͷੵۃ౤ࢿͱɺࣾһ͕ҙཉΛ
΋ͬͯಇ͚Δ৬৔ͮ͘ΓΛܦӦج൫ڧԽͷபʹਾ͍͑ͯ·
͢ɻਓࡒҭ੒ͱΤϯήʔδϝϯτͷڧԽɺΩϟϦΞ։ൃࢧ
ԉɺ݈ܦ߁Ӧ΍΢ΣϧϏʔΠϯάͳͲɺ੍౓໘ͷ੔උ΋ਐ
Ί·͢ɻͨ ͩ͠ɺ੍౓Λ੔͑Δ͚ͩͰਓ͕ҭͭΘ͚Ͱ͸͋
Γ·ͤΜɻ੍ ౓Λ౔୆ʹɺຊਓͷओମੑͱɺ೔ʑͷࣄ࢓ͷ
தͰͷର࿩΍௅ઓ͕ॏͳͬͯɺॳΊͯ૊৫ͷྗʹͳΓ·͢ɻ
ɹٕज़ൃදձ΍σΟεΧογϣϯͷ৔ͰएखࣾһͷൃදΛ

ฉ͘ͱɺϓϨθϯςʔγϣϯྗ΍εΩϧ͕ண࣮ʹߴ·ͬͯ
͍Δͱ͡ײ·͢ɻҰํͰɺਓ͸ձ͔ࣾΒ༩͑ΒΕΔͷΛ଴
͚ͭͩͰ͸੒௕͠·ͤΜɻ૊৫ͱͯ͠ํੑ޲Λڞ༗͠ͳ͕
ΒɺҰਓͻͱΓ͕ओମతʹֶͼɺࣗΒ੒௕ΛٻΊΔɻͦ ͷ
࢟੎͕͔ܽͤ·ͤΜɻ
ɹ͋ΔࢧళͰ͸ɺϚωʔδϟʔ͕୭ʹࣔ͞ࢦΕΔͰ΋ͳ
͘ɺ෦ԼͷධՁɾϑΥϩʔΞοϓγʔτΛಠࣗʹͭ͘Γɺ
ҭ੒ʹऔΓ૊ΜͰ͍·ͨ͠ɻࢲ͸͜͏ͨ͠औΓ૊ΈΛʮๅ
ͷࢁʯͩ ͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻຊ͕ࣾ͢΂ͯΛ͑ߟΔͷͰ͸ͳ
͘ɺݱ৔Ͱੜ·Εͨྑ͍औΓ૊ΈΛ͍ͩ͠ݟɺΦʔϓϯʹ
ͯ͠શࣾ΁͍ͯ͛͘޿ɻͦ ͷ౔୆ʹ͋Δͷ͸ର࿩Ͱ͢ɻ্
͕࢘Ұํతʹ఻͑ΔͷͰ͸ͳ͘ɺ෦Լͷ࿩ʹ΋ࣖΛ͚܏

ɹͪͨࢲ͸ɺࣾձ՝୊΁ͷݙߩͱۀاͱͯ͠ͷ੒௕ΛɺҰ
ͭͷ॥؀ͱͯ͠ଊ͍͑ͯ·͢ɻ๷ࡂɾࡂݮ΍Πϯϑϥͷҡ
৽ͱ͍ͬͨࣾձͷχʔζʹٕज़ͰԠ͑ɺͦͷٕज़Λࠩߋ࣋
ผԽ͞ΕͨՁ஋ͱ͓ͯ͠٬༷ʹఏ͠ڙɺదਖ਼ͳརӹΛੜΈ
ग़͢ɻੜΈग़ͨ͠ΩϟογϡΛਓࡒɺڀݚ։ൃɺ%9ɺ.�A
ͱ͍ͬͨ࣍ͷ੒௕ʹৼΓ͚޲Δͱಉ࣌ʹɺࢿຊޮ཰Λߴ
Ίɺద੾ͳגओؐݩΛ͍ߦɺࢢ৔ͱͷର࿩ΛਂΊΔɻ͜ ͷ
॥؀Λ͘͢ڧΔ͜ͱ͕ͦ͜ɺϥΠτۀ޻ͷՁ஋૑଄Ͱ͢ɻ
ɹͦͷى఺ʹ͋Δͷ͸ɺ௕೥ഓ͖ٕͬͯͨज़ͱɺࣾձͷ҆
શΛ͑ࢧΔͱ͍͏໋࢖Ͱ͢ɻͦ ͷՁ஋Λ࣍ͷ࣌୅ʹ߹Θͤ
ͯม͢׵Δͷ͕ٕज़ֵ৽ͱ%9Ͱ͋Γɺ࣮ ͰࡒΔͷ͕ਓ͢ߦ
͢ɻͩ ͔Βͦ͜ɺकΔ΂͖ڧΈΛຏ͖ͳ͕Βɺ޻ࢪͷ͋Γ
ํɺ։ൃͷ࢓૊ΈɺྖۀࣄҬɺࢿຊͷํ͍࢖ɺ૊৫ͷ͋Γํ
͸ม͍͖͑ͯ·͢ɻ
ɹʮRaJto202�ʯ͸ɺ͜ͷมֵΛ۩ମతͳߦಈʹམͱ͠ࠐ
ΉͨΊͷܭըͰ͢ɻॳ೥౓ͷ੒ՌΛ࣍ͷ੒௕΁ͷى఺ͱ

͠ɺऩӹྗͱࢿຊޮ཰Λ࣋ଓతʹߴΊͳ͕Βɺٕज़ɺਓࡒɺ
%9ɺ.�A΁ͷ౤ࢿΛকདྷͷڝ૪ྗʹ݁ͼ͚ͭ·͢ɻ਺ࣈ
ͷୡ੒ͰऴΘΒͤͣɺ࣍ͷ௅ઓΛੜΈग़͠ଓ͚ΔձࣾͰ͋
Δ͜ͱΛ໨͠ࢦ·͢ɻ
ɹ૑�00ۀप೥Λܴ͑Δ20��೥ʹɺ౰ࣾ͸ͲͷΑ͏ͳձ
ࣾͱͯ͠ධՁ͞Ε͍͍͔ͯͨɻ໨͢ࢦͷ͸ɺن໛ͷେ͖͞
ͰޠΒΕΔձࣾͰ͸ͳ͘ɺࣾձ΍εςʔΫϗϧμʔ͔Β৴
པ͞Εɺ҆શɾ҆৺ͱ͍͏՝୊ͷղܾʹٕज़ͰԠ͑ɺଟ༷
ͳਓྗ͕ࡒΛൃ͠شͳ͕Β৽ͨͳՁ஋ΛੜΈग़͠ଓ͚Δ
ձࣾͰ͢ɻࣾ ձ͔Βඞཁͱ͞Εଓ͚Δ͜ͱͱɺۀاͱͯ͠
࣋ଓతʹ੒௕͢Δ͜ͱΛɺಉ͡ํ޲ʹॏͶ͍ͯ͘ɻͦ ͷͨ
Ίʹɺ໨ͷલͷܭըΛண࣮ʹ࣮͢ߦΔͱಉ࣌ʹɺͦͷઌͷ
มԽΛݟਾ͑ͯखΛଧͪଓ͚·͢ɻมΘΒͳ໋͍࢖Λ౔୆
ʹɺมԽΛ੒௕΁ͭͳ͛Δɻͦ ͷੵΈॏͶʹΑͬͯɺϥΠ
τۀ޻ͷۀاՁ஋Λ௕ظʹΘͨΓߴΊͯ·͍Γ·͢ɻ

Δɻ஍ಓͳର࿩ͷ܁Γฦ͠ͳͯ͘͠ɺਓ͸ҭͪ·ͤΜɻ
ɹएखࣾһ͸ඇৗʹ༏लͰɺલ͖޲Ͱ͢ɻͩ ͔Βͦ͜ɺ஌
ࣝΛ਎ʹ͚ͭΔ͚ͩͰͳ͘ɺݱ৔ͷ࣮຿ʹ͖޲߹͍ɺݧܦ
Λ௨ٕͯ͡ज़΍൑அྗΛຏ࢟͘੎Λେ੾ʹͯ͠΄͍͠ͱߟ
͍͑ͯ·͢ɻظگ޷ͱ͍࣌͠ݫ୅ͷ૒ํΛ஌Δϕςϥϯ૚
ͷݧܦ͸ɺͦͷͨΊʹ΋େ͖ͳྗʹͳΓ·͢ɻੈ ୅Λ௒͑
ΈΛ૊৫ͷྗͱ͠ڧΛ఻͑߹͍ɺͦΕͧΕͷܙ΍஌ݧܦͯ
ɻ͢·͖͍͔ͯ͠׆ͯ
ɹঁੑ׆༂ʹ͍ͭͯ΋ɺ਺஋໨ඪͷୡ੒ࣗମ͕໨తͰ͸͋
Γ·ͤΜɻݱ৔ͷٕೳऀΛؚΊɺঁੑ͕࣮ࡍʹྗΛൃشͰ
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技術革新とDXで、施工の前提そのものを変える

人財と組織の力が、戦略を実行可能なものにする

社会に必要とされる力を、企業価値へつなげ続ける
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財務分析および経営状況

2025年度経営成績の概況 キャッシュ・フロー
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（年度） 2021 2022 2023 2024 2025

日本 107,480 109,736 106,763 110,478 123,181

北米 967 3,359 4,574 7,613 11,358

その他 1,056 1,878 5,987 3,365 4,676

合計 109,504 114,974 117,324 121,457 139,216

（年度） 2021 2022 2023 2024 2025

受注高（百万円） 109,956 117,975 126,568 131,910 143,760

売上高（百万円） 109,504 114,974 117,324 121,457 139,216

売上総利益（百万円） 23,949 23,916 23,220 25,097 30,326

　売上総利益率（%） 21.9 20.8 19.8 20.7 21.8

営業利益（百万円） 13,236 12,785 11,245 12,811 17,201

　営業利益率（%） 12.1 11.1 9.6 10.5 12.4

経常利益（百万円） 13,976 13,310 11,609 13,169 17,712

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円） 8,930 9,489 8,181 9,919 12,487

株価収益率（倍） 11.2 10.2 12.1 11.5 13.3

ROE（%） 11.4 11.5 9.4 11.1 14.0

2024年度末

総資産

122,209百万円
総資産

125,930百万円

2025年度末

流動資産
80,037

流動負債
33,660

固定負債
1,384

純資産
90,886固定資産

45,893

流動資産
78,411

流動負債
31,721

固定負債
1,813

純資産
88,674固定資産

43,798

経営成績の推移

地域ごとの売上高（百万円） 債務償還年数／インタレスト・カバレッジ・レシオの推移

˞౰ࣾͷࡏݱͷࢿຊߏ੒͓Αͼࡒ຿ઓུͱͷ਌࿨ੑΛ౿·͑ɺROICͰ͸ͳ͘RO&ʹ
ΑΓࢿຊޮ཰Λ൑அ͍ͯ͠·͢ɻ

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境
の改善を背景に、緩やかな回復基調で推移したものの、物
価上昇による足下の消費者マインドの弱含みに加え、中東
情勢の緊迫化や、米国の関税政策転換による世界経済への
影響など、わが国の景気を下押しするリスクもあり、先行
きについては依然不透明な状況が続いています。
　建設業界においては、堅調な企業収益に加え、人手不足
を背景とした省力化需要が設備投資を下支えしたことで、
民間非住宅建設投資は堅調に推移しました。また、防災・
減災、国土強靭化および将来を見据えたインフラ老朽化対
策を主軸とする政府建設投資も底堅く推移しており、引き
続き良好な受注環境が続いています。
　このような状況のもと、当社グループの受注高は、良好
な受注環境を背景に専業土木分野および建築分野ともに増
加したことにより、143,760百万円（前期比9.0％増）とな
りました。また、売上高は、当社および米国子会社におい
て手持工事の施工が順調に推移したことにより、139,216
百万円（前期比14.6％増）となりました。
　利益面では、売上高の増加に加え、工事採算性が向上し
たことにより、売上総利益は30,326百万円（前期比20.8％
増）となりました。営業利益、経常利益については、売上総
利益が増加したことにより、それぞれ17,201百万円（前期
比34.3％増）、17,712百万円（前期比34.5％増）となりま
した。親会社株主に帰属する当期純利益は、12,487百万円
（前期比25.9％増）となりました。

財政状態

　資産については、前期比で3,720百万円増加し、125,930
百万円となりました。このうち、流動資産は前期比で1,626
百万円増加し、80,037百万円となりました。これは主に、
完成工事高の増加に伴う電子記録債権の増加によるもので
す。また、固定資産は前期比で2,094百万円増加し、45,893
百万円となりました。これは主に、投資有価証券の時価増
加によるものです。
　負債については、前期比で1,509百万円増加し、35,044
百万円となりました。このうち、流動負債は前期比で1,938
百万円増加し、33,660百万円となりました。これは主に、
未払法人税等の増加によるものです。固定負債は前期比で
429百万円減少し、1,384百万円となりました。
　純資産については、前期比で2,211百万円増加し、90,886
百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する
当期純利益12,487百万円を計上したこと、株主配当金の
支払いおよび自己株式の取得によるものです。以上の結

果、当連結会計年度における自己資本比率は前期比で0.4
ポイント減少し、71.5％となりました。今後も中期経営計
画「Raito2027」の経営、財務、投資戦略に基づき、会社の
成長を支える強固な経営基盤を確立し、事業運営を行って
いきます。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、13,662百万円の
収入超過となりました。これは主に、法人税等の支払額に
よる支出を、税金等調整前当期純利益による収入が上回っ
たことによるものです。投資活動によるキャッシュ・フ
ローは、1,885百万円の支出超過となりました。これは主

に、保険積立金の払戻による収入を、有形固定資産の取得
による支出が上回ったことによるものです。財務活動によ
るキャッシュ・フローは、12,950百万円の支出超過となり
ました。これは主に、配当金の支払額および自己株式の取
得による支出によるものです。

資産の財源および資金の流動性

（1）資金需要について
　当社グループの資金需要は、営業活動では建設事業に関
する材料費、協力業者への外注費、従業員への人件費など
があります。投資活動では主に施工機械の購入や成長投
資、財務活動では株主還元を目的とした株主配当金および
自己株式の取得があります。

（2）キャッシュアロケーションについての考え方
　「持続的成長を支える成長投資と最適資本構成の実現」と
いう方針のもと、獲得したキャッシュ・フローのうち、半
分は事業の非連続成長の実現、既存事業の高付加価値化を
目的とする成長投資に充当する方針です。残りについては
最適資本構成の実現を図るため、株主還元に充当していく

方針です。
　なお、負債活用に関しては、投資効率の評価、金利水準
等を考慮したうえで実施していきます。

（3）資金調達について
　中期経営計画期間の3年間で36,000百万円の営業キャッ
シュ・フローの獲得を見込んでおり、営業活動からキャッ
シュ・フローを生み出す能力があると考えています。さらに、
期間内において、「成長への負債活用」として最大10,000
百万円の借入を想定しており、当社グループの事業活動を
継続するために将来必要な運転資金および成長投資資金を
確保することは可能と考えています。

キャッシュ・フローの推移
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価値創造の源泉

ライト工業グループのあゆみ

　ライト工業は1943年の創業以来、特殊技術の開発や導入を積極的に進め、専門土木分野において、国土の防災やインフラ整
備を通じて社会に貢献してきました。長年蓄積した豊富な経験と確かな技術で社会に貢献することを当社の使命として、将来価
値は常に新たな挑戦の中からしか生まれないとの考えに基づき、いつの時代も「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」の理念を実
践していきます。

東日本大震災、熊本地震、北海道胆振東部地震など、
2010年からの10年間に大規模な地震が発生し、甚大な
被害が発生しました。当社は被災した港湾、堤防、道路
などのインフラに対して、地盤改良工事や地すべり対策
工事などを手がけ、復旧復興事業の一翼を担いました。
そして2018年、効率的な研究開発体制の構築を目指し
R&Dセンターを創設。先駆的なICT活用技術をはじめ、
防災・減災など国土の安全・安心を実現するための新技
術、地球温暖化や土壌汚染など環境問題に対応する新技
術など、多様化する市場ニーズへの対応はもとより、新
たな市場創出も視野に研究開発を進めています。

1997年COP3で採択された京都議定書で、2020年まで
の地球温暖化対策目標が示され、環境保全への関心が世
界的に高まりました。当社は1997年、技術研究所に環
境・科学室を新設するとともに、2000年の循環型社会形
成推進基本法の制定を背景として、環境配慮型工法・技
術の開発に本格的に着手しました。
2000年には環境事業本部地盤環境部を新設し、当社が
得意とする地盤改良技術を活かして、土壌汚染対策を手
掛けるようになりました。また、2008年には建築事業に
進出。マンション建築を中心に収益を伸ばし、現在は当
社の事業の大きな柱となっています。

環境配慮型工法・技術の開発に着手し、
建築事業にも進出

大規模災害の復旧・復興と、
新たな市場創出に向けて

当時の注入工法は、強引に地盤を固める米国式であり、日
本の軟弱地盤に適さず、効果が期待できないと言われて
いました。そのような中、当社はフランスの地下鉄工事で
使われていた軟弱な地盤を固い岩盤に変えるソレタン
シュ社の画期的な工法を知り、同社と技術提携しました。
日本でソレタンシュ工法の名を一気に広めたのが「上越新
幹線中山トンネル高山立坑工事」です。地下約200ｍで
起きた出水により完成まで4年を要した歴史的難工事で威
力を発揮し、注入工法の概念を一変しました。当社はその
後もソレタンシュ社と連携し、新技術の導入や共同技術開
発を進め、特殊土木工事に新たな可能性を拡げました。

欧州の先進技術の導入や
技術の開発・改良を進め、難工事へ挑戦

1943年、上條唯雄が秋田県花輪町で
「上條防水工業所」を創業。1945年、
国鉄の老朽化したレンガ造りトンネル
の漏水問題の発生を契機に、上條が防
水業者としてトンネルの防水工事に着手しました。当
時、トンネルの漏水対策は国鉄各管理局が小さな補修を
するだけでした。専門技術を持つトンネル防水業者が現
れるのは戦後であり、ライト工業が第1号となりました。
現在、特殊土木の最大手である当社は、創業期から唯一
無二の特殊技術を有する事業者として出発し、トンネル防
水工事のパイオニアとして事業を展開してきました。

創業期より唯一無二の
特殊技術事業会社として活動

1943～ 1970～ 2010～2000～

1963 自走式  
  RGパイル機

1974 上越新幹線中山トンネル
　　　工事の注入作業

1980「プラス工法」*による
　　　横須賀プラス（管沈埋）工事

1995 北越北線鍋立山
　　　トンネル注入工事

2001「オールグリーニング工法」*による
         のり面緑化工事

2008 
岡本2丁目
マンション 2008 武蔵関マンション

2015 三陸道FFのり面保護工事

2016 中島海岸
　　　RAS地盤改良工事

2017 
長陽大橋ルート復旧工事

1943 トンネル防水工事

1950 のり面吹付作業

1951
ライト工業（株）に
社名変更

1966
地下鉄千代田線工事を
「RGパイル工法」で施工

1973
技術研究所完成

1975
ソレタンシュ社より
「プレストレスト・アンカー工法」導入

1978
地盤改良
「シリカライザー注入工法」開発

1981
ソレタンシュ社より
「プラス工法」*導入

1982
四輪ソイルセメント
柱列壁工法
「RSW工法」開発

1988
長繊維混入吹付緑化
「ロービングショット工法」
開発

1993
地盤改良
「RASコラム工法」
開発

1995
「エコサイクル
緑化工法」開発 2001

環境配慮型
吹付緑化工法
「オールグリーニング
工法」*開発

2003
高遮水性の
「EC（エコクレイ）
ウォール工法」開発

2007
建築部門設立

2010
「NEOソレタンシュ工法」開発

2015
新本社ビル
竣工

1950
セメント用急結液
「ライト液」特許登録

創業者・上條唯雄

1943 上條防水工業所創業

契約を終え握手する
佐丸社長（当時）と
ソレタンシュ社 J・アリス社長

1960
RGパイル1号機完成
（無振動・無騒音場所詰杭）

1971
ソレタンシュ社と技術提携

1997
技術研究所に環境・科学室を新設

1948
（株）ライト防水工業所設立

2021
「Automatic-Shot R
（全自動吹付システム）」
「ICT削孔管理システム」開発

ライト工業グループのあゆみと業績推移 2018
研究開発拠点
「R&Dセンター」
開設

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



土木事業 建築事業 海外事業

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

建設事業

斜面・のり面対策工事 38,075 35,485 36,535 40,310 39,288
基礎・地盤改良工事 41,268 48,693 56,297 53,293 63,603
建築工事 16,093 16,571 17,988 21,426 22,498
補修・補強工事 5,569 10,847 7,999 9,685 10,490
環境修復工事 2,139 2,540 804 2,188 2,142
一般土木・その他工事 6,810 3,836 6,943 5,006 5,738
その他 - - - - -

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

建設事業

斜面・のり面対策工事 37,324 36,585 33,922 34,706 39,348
基礎・地盤改良工事 38,625 44,570 50,103 52,487 62,689
建築工事 14,764 15,354 16,469 16,463 20,954
補修・補強工事 7,919 7,908 8,571 9,656 8,589
環境修復工事 2,405 1,018 2,550 1,284 2,322
一般土木・その他工事 8,106 9,198 5,403 6,572 5,123
その他 356 338 305 286 189

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

建設事業

斜面・のり面対策工事 14,594 13,679 16,111 21,920 21,854
基礎・地盤改良工事 22,071 26,409 32,618 33,290 34,168
建築工事 13,346 14,562 16,082 21,044 22,588
補修・補強工事 4,719 7,684 7,112 7,336 9,276
環境修復工事 936 2,458 713 1,617 1,437
一般土木・その他工事 7,908 2,111 3,817 1,985 2,604
その他 - - - - -

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

■受注高 ■売上高  （百万円）

109,956 117,975 126,568 131,910
109,504 114,974 117,324 121,457

2025年度

143,760 139,216
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価値創造の源泉

ライト工業グループの事業

　ライト工業グループは、「特殊土木のパイオニア」としての技術開発とノウハウの蓄積をベースに、土木、建築、海外、時代の
ニーズに応える独自技術で、人々の安心で安全な生活に貢献します。

事業内容（工種）

事業領域

工種別受注高推移 ʢ୯Ґɿඦສԁʣ

受注高・売上高（連結）

その他
0.1%

建築事業
(受注高）

15.6%

2025年度
受注高
1,437億円
売上高 
1,392億円

(売上高）
15.1%

(売上高）
84.8%

土木事業

84.4%
(受注高）

受注高・売上高構成比

受注高・売上高推移

環境修復工事 
1.5%

斜面・のり面
対策工事 
27.3%

基礎・地盤改良工事 
44.2%

建築工事 
15.6%

補修・
補強工事 
7.3%

一般土木・その他工事 
4.0%

2025年度
受注高

1,437億円

基礎・地盤改良工事 
45.0%

補修・
補強工事 
6.2%

環境修復工事 
1.7%

建築工事 
15.1%

斜面・のり面
対策工事 
28.3%

一般土木・その他工事 3.7%
その他 0.1%

2025年度
売上高 

1,392億円

軟弱な地盤を改良することで災害に強い都
市空間を築いています。人々の快適な生活
環境を保ち、安心できる暮らしを支えてい
ます。

「そこに暮らす人、そこで働く人、そこを訪
れる人を豊かにする」。地球との共生を図る
私たちならではの建築施設をご提案してい
きます。

斜面・のり面対策工事

人工的に形成されたのり面を降雨や表流水
等による侵食から守り、自然斜面で発生す
る落石、崩壊、地すべり等を抑止すること
で、斜面災害から人々の生活を守ります。

基礎・地盤改良工事 建築工事

今あるインフラ施設は維持管理の時代を迎え
ており、長期にわたる機能維持が求められて
います。質の高い補修・補強技術を提供し、
構造物の長寿命化に貢献しています。

長年培ってきた当社の専門土木技術を織り
込みながら、総合技術としての土木事業を
展開し、安心で安全な国土づくりに貢献し
ています。

斜面保護や地盤改良に関する豊富な知識と
技術を活かして、緑化や土壌・地下水汚染の
調査・対策等を行い、環境保全や土地の有効
活用に貢献しています。

補修・補強工事 環境修復工事 一般土木・その他工事

都市土木技術、斜面・のり面対策技術、
構造物補修・補強技術を中心として、道
路、河川、港湾など社会資本の形成や長
寿命化に貢献し、国土の安全・安心を実
現しています。

主な保有技術
● のり面保護・緑化　● 斜面安定・防災　
● 地盤改良　●地中連続壁　● 管布設　
● 薬液注入（グラウト） ● 土壌汚染対策　
● 構造物補修・補強　●調査

専門知識、技術力、マネジメント力を融
合し、マンションをはじめオフィス、商
業ビルなど、設計から施工まで付加価
値の高い提案でお客様の様々なニーズ
にお応えしています。

主な施工実績
● 集合住宅　● オフィスビル　
●ホテル　●商業ビル　
●医療福祉施設　●生産施設　
●大規模補修　●リニューアル

国内で培った豊富な経験に基づくノウ
ハウと高度な独自技術を駆使して、ア
ジア、北米など、数多くのプロジェクト
に携わり、グローバルに事業を展開し
ています。

主な施工実績
● 米国　
●香港　
● シンガポール　
● ベトナム

工種別売上高構成比工種別受注高構成比

工種別売上高推移

工種別手持工事高推移

ʢ୯Ґɿඦສԁʣ

ʢ୯Ґɿඦສԁʣ

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

■受注高 ■売上高  （百万円）

109,956 117,975 126,568 131,910
109,504 114,974 117,324 121,457

2025年度

143,760 139,216

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



ー技術×信頼×人財で、
次世代の成長へー

防災・減災分野の
ブランド力の確立と
社会課題解決への貢献

特殊土木分野における
国内外での
プレゼンス拡大

成長分野・人財への
積極的な投資

成長投資と
株主還元の両立

重点テーマ

外部環境・社会課題認識

経営理念・サステナビリティ基本方針・CSR基本方針 P04

ライト工業
グループの事業

P14-15

斜面・法面対策技術や基
礎・地盤改良技術を中心と
して道路、河川、港湾など
社会資本の形成に貢献

P36-37土木

品質の向上と顧客満足を高
めた新築・リノベーショ
ン・大規模修繕など付加価
値の高い建物の提供

P38-39建築

国内で培った豊富な経験に
基づくノウハウと高度な独
自技術を駆使してグローバ
ルに事業を展開

P40-41海外

専門性の高い多数の独自技術を有し、
時代や顧客のニーズに応える
開発・施工・創造を実現。

ライト工業の強み
従業員数 1,392名（連結）

1,028名（単体）
主な資格者数（単体）
技術士 42名
一級土木施工管理技士 601名
一級建築士 15名
一級建築施工管理技士 52名

人的資本

当社および国内子会社 11社
海外子会社 2社
非連結子会社 4社
安全衛生協力会 約400社

製造資本・社会関係資本

財務資本

自己資本 900億円
総資産 1,259億円
自己資本比率 71.5％

特許登録件数 151件
研究開発費 9.1億円

知的資本

※再エネ由来の電力使用量は除く。

自然資本

エネルギー使用量（電力）
 3,663MWh（単体）

2025年度実績

マテリアリティ P28-31

持続可能な環境配慮型社会の形成

品質の確保と技術革新の追求

労働安全衛生管理の徹底

多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現

人権尊重と公正な事業活動の推進

安全・安心を支える強靭な社会インフラの構築

6

5

4

3

2

1

人的資本

自然資本
● 事業所からのCO2排出量
原単位削減率 53.1％（2013年度比）

製造資本・社会関係資本
● 労働安全衛生の徹底
● 建設業の担い手の確保
● マルチステークホルダーとの価値共創

知的資本
● ICT技術の一層の活用による
  生産性と品質の向上
● サステナブルな成長を担う技術開発の推進
● オープンイノベーションの実現

● 仕事と生活の調和を図る
「ワークライフバランス」の実現
● 働きがいのある魅力的な職場環境の実現
● 業務効率化による長時間労働の是正
● 多様な人財の活躍促進
● 2027年度末目標女性管理職者数  
  25名（2024年度比39％増）

財務資本
● 売上高 1,392億円
● 営業利益 172億円
● 親会社株主に帰属する当期純利益 124億円
● ROE 14.0％
● 配当性向 50.3％

※ライト工業単体、2013年度の排出量は日建連によるCO2排出量
原単位を使用。

2025年度実績

中期経営計画 
Raito 2027

P26-27

土木

海外

建築

中核
事業
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価値創造の源泉

価値創造プロセス

　ライト工業は永年蓄積した豊富な経験と確かな技術のもと、様々な社会的課題の解決を通じて社会に貢献していくことを変わ
ることのない使命として認識し、新しい事業領域への挑戦や新技術の開発などにより、新たな価値創造と強く豊かな国土形成へ
の貢献を目指していきます。

INPUT BUSINESS MODEL OUTPUT OUTCOME

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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価値創造の源泉

経営資本と強み

経営資本 ライト工業グループの強み

　ライト工業グループが持続的に成長するためのマテ
リアリティの一つとして「多様な人財の育成と働きがい
のある魅力的な労働環境の実現」を掲げており、優秀な
人財の確保・育成による組織力の向上やダイバーシティ
の推進による新たな価値の創造を企業としての成長に
向けた機会と捉え、様々な取り組みを行っています。
　国籍、人種、性別などに関わらず、多様な価値観と広い
視点で物事をとらえ、グローバルに活躍できる人財を育
成するため、従業員の能力開発支援に取り組んでいます。

人的資本

　当社グループは「次世代に繋げる新技術・新工法の研究開
発、新規事業を見据えた研究開発を行う」を研究開発方針と
し、人々の暮らしと国土を守るための新技術開発、ICT活用
技術を駆使した労働環境や働き方の改善を軸に、新規事業を
見据えた研究開発に取り組んでいます。
　環境変化に柔軟に対応し、サステナブルな成長を担う次
世代に向けた技術開発を積極的に推進していきます。

　当社グループが持続的に成長するためのマテリアリティ
の一つとして「持続可能な環境配慮型社会の形成」を掲げて
おり、環境方針に基づき、あらゆる事業活動を通じて地球
環境課題の解決に貢献することで、持続的な発展を目指し
ています。
　事業活動で使用する電力・燃料などのエネルギーや排出
するCO2などの環境負荷を把握し評価・管理した上で、環
境負荷を低減するための環境保全活動を推進していきます。

知的資本 自然資本

特許登録件数

151件
研究開発費

9.1億円
エネルギー使用量（電力）

（単体）3,663MWh Τω༝དྷͷ࠶˞
ɹిྗ࢖༻ྔ͸আ͘

従業員数

（連結）1,392名 （単体）1,028名
主な資格者数（単体）

技術士  42名 一級土木施工管理技士  601名
一級建築士  15名 一級建築施工管理技士      52名

　当社グループは強固な財務基盤を基本方針とし、会社の
成長を支える強固な経営基盤を確保しながらも、持続的な
成長を見据えた先行投資を実現するため、当社グループの
企業価値の向上に資すると判断されたものに対し、資本コ
ストを意識しつつ投資を実行しています。
　戦略的な資金活用とCCC（Cash Conversion Cycle：運
転資金手持日数）の改善で適正利益と投資余力を創造し、
利益の全体最適配分と持続的な成長を見据えた先行投資を
実現していきます。

財務資本
　当社グループでは、すべてのステークホルダーとの対話
と協働を通じて信頼関係を構築し、持続可能な発展を目指
しています。お客様や株主、従業員をはじめとするすべて
のステークホルダーにとって魅力ある企業を目指しており、
オープンで公正なコミュニケーションを通じて、ステーク
ホルダーとの健全な関係の維持・発展に努めていきます。

製造資本・社会関係資本

自己資本

900億円
総資産

1,259億円
自己資本比率

71.5％

当社および国内子会社

11社
海外子会社

2社
非連結子会社

4社
安全衛生協力会

約400社

技術力
高度な特殊土木技術や独自工法による差別化と
困難な現場でも最善策を模索する探究心

　ライト工業グループの強みを支えているのは、技術と信頼
をかたちにする社員一人ひとりの存在です。長年にわたり、
技術士をはじめとした有資格者の育成に力を入れており、若
手からベテランまで幅広い人財が活躍しています。
　社内では、教育研修や技術発表会、表彰制度など、社員の
挑戦と成長を後押しする体制が整備されており、組織全体
の技術力向上と社員のモチベーション維持につながってい
ます。また、ベテランと若手が日々の業務の中で連携し、技
術の継承と共有を進めることで、組織の技術基盤の強化を
図っています。さらに最近では、DXを活用、蓄積した知見
の「見える化」や「共通言語化」を進め、技術の伝承を促進し
ています。社員一人ひとりの成長が企業としての競争力向
上と技術革新の源泉になっており、持続的な発展を支える
重要な要素となっています。

•斜面・のり面対策分野や地盤改良分野などでの、独自工法の開発と展開
•難地・急峻な地形など、高難度な施工条件にも対応できる技術力
•ICTや3D可視化技術の導入により施工効率、品質、安全性を高度化

　ライト工業は1943年の創業以来、特殊土木分野における独
自技術の開発と実践、導入を積極的に進めてきました。創業期
から唯一無二の特殊技術を有する事業者として出発し、現場の
課題や目的に合わせて技術革新を続けてきました。困難な現場
でも最善策を模索する姿勢と探究心は、当社の技術力の核と
なっています。
　また、海外の先進技術をいち早く取り入れるとともに、自社
での技術開発、改良にも力を注ぎ、さまざまな難工事に対応し
てきました。中でも、1970年代に導入したソレタンシュ工法

は、歴史的難工事として知られる「上越新幹線中山トンネル高
山立坑工事」において採用され、当社の高い技術力を広く知ら
しめる大きな契機となりました。この工法は、従来の注入工法
の常識を大きく変えるものでした。
　近年ではICT施工や3D可視化技術を活用し、現場の生産性
や安全性をさらに高めています。熟練技術者のノウハウをデジ
タル化して次世代に引き継ぐ仕組みづくりにも取り組んでお
り、少子高齢化や技術継承といった業界の課題への対応ととも
に、今後の競争力の強化にもつながると考えています。

災害復旧と社会インフラ整備に
おける長年の実績と対応力

•災害復旧やインフラ整備の豊富な実績によって
 培った社会からの信頼
•技術と経験に裏打ちされた対応力
•長年の施工品質と対応力が評価される顧客からの
継続的な受注

　長年の施工実績と社会貢献を通じて、ライト工業は、防
災・減災を軸に、社会の安全と安心を支える企業として広
く認知されています。創業以来、台風や地震、豪雨などの
自然災害が発生するたびに、社会インフラの早期復旧に尽
力してきました。東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨の
際にも、技術力、機動力、豊富な施工実績に裏打ちされた
「対応力」を発揮し、復旧復興事業の一翼を担いました。こ
うした実績により、「災害に強い企業」としての評価を確か
なものとしています。
　これらの実績は、発注者、元請企業との信頼関係を深め、
安定的な受注につながっています。加えて、平時から取り
組んでいる品質管理や安全対策、協力会社との強固なパー
トナーシップも高く評価されており、当社の持続的な事業
成長を支える基盤となっています。

高い専門性を有する人財と
組織的育成体制

•技術者の継続的な育成を支える
 多層的な人財育成制度
•資格取得支援に力を入れ、有資格者が多数在籍
•技術継承と組織文化を重視した
 持続的な人財戦略

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ɹ·ͨɺ٭ڮͷ͞ߴ΍ं͕྆ۙͮ
͚Δڑ཭ͳͲ΋͝ڮͱʹҟͳΔͨ
Ίɺ߯੡ϒϥέοτͳͲͷࡐࢿʹ
͍ͭͯ΋ɺൖೖܦ࿏΍࢖༻͢Δॏ
৔৚ݱ๏ΛͦΕͧΕͷํ޻ࢪɺػ
݅ʹ߹Θͤͯݕ౼͍ͯ͠·͢ɻ

大規模地震に備え、
高速道路の「つながる」を守る

ɹ͜͏ͨ͠എܠͷ΋ͱɺຊभ࢛ࠃ࿈བྷߴ଎ಓ࿏ࣜגձ༷ࣾ
ͷൃ஫ʹΑΓɺ౰ࣾ޻ࢪͷ΋ͱɺฌݝݿ୶࿏ࢢͷ୶࿏Πϯ
λʔνΣϯδʢICʣपลʹ͓͍ͯਐΊΒΕ͍ͯΔͷ ʮ͕୶࿏
IC 'ϥϯϓڮଞ2ڮ଱਒ิࣄ޻ڧʯͰ͢ɻ
ɹൃ஫ऀͰ͋Δຊभ࢛ࠃ࿈བྷߴ଎ಓ࿏ࣜגձ༷ࣾ͸ɺೆւ
τϥϑ஍਒ͳͲͷେن໛஍਒΁ͷඋ͑ͱͯ͠ɺ୅ସ࿏ͷͳ
͍ւڦ෦௚ۙ۠ؒΛ༏ઌͯ͠଱਒ิڧΛਐΊɺͦͷޙɺۓ
༌ૹಓ࿏ͱͯ͠ͷॏཁੑ΍஍਒ಈͷ༧ଌͳͲΛ౿·͑ɺٸ

日本は世界有数の地震大国であり、世界で発生する地震の約1割がこの国土に集中すると言われています。
将来的には南海トラフ地震や首都直下地震などの大規模震災の発生も想定されており、

災害が起きてから対応するのではなく、予め被害を防ぐ「防災」の取り組みが強く求められています。
ライト工業は、災害を未然に防ぐ防災・減災技術によって将来の震災の脅威から国土を守り、

災害に強い強靱な国土の形成に尽力しています。

ɹࠓճࣄ޻Λͭ�͏ߦͷڮ͸ɺ͍ͣΕ΋ڙ༻։͔࢝Β໿�0೥ܦա͍ͯ͠·͢ɻڮྊࣜܗ౳͕ͦΕͧΕҟͳΔͨΊɺٻΊΔੑ
ೳΛຬ଍͢ΔΑ͏ɺ֤ ɻ͢·͍ߦΛࡦରڧผʹඞཁͳ଱਒ิݸڮ

特集

Fランプ橋施工前

཮্෦ͷڮྊʹ͍ͭͯ΋ॱ࣍ɺ଱਒ิڧΛਐΊ͍ͯ·͢ɻɹɹ
ຊࣄ޻΋ɺ͜͏ͨ͠औΓ૊ΈͷҰ؀ͱ࣮ͯ͠͞ࢪΕ͍ͯ·
͢ɻେن໛஍਒ൃੜ࣌ʹߴ଎ಓ࿏Λٸۓ༌ૹಓ࿏ͱͯ͠ػ
ೳͤ͞ΔͨΊʹ͸ɺڮྊͷඃ֐Λ࠷খݶʹ཈͑Δ͜ͱ͕ॏ
ཁʹͳΓ·͢ɻ
ɹຊࣄ޻ͷର৅͸ɺਆށͱ୶࿏ౡ͓Αͼ࢛ࠃΛ݁Ϳਆށ୶
࿏໐໳ࣗಈंಓʢ&2�ʣͷ୶࿏ICपลʹ͋Δ୶࿏IC 'ϥϯϓ
ڧิ٭ڮͰ͢ɻڮ�ͷڮखચޚɺڮϥϯϓ&ࡾɺ୶࿏IC ୈڮ
ʹՃ͑ɺਫฏྗ෼୲ߏ
଄ɺམڮ๷ࢭγεςϜɺ
ڮͳͲɺ֤޻ঝվ଄ࢧ
ྊͷߏ଄΍ঢ়ଶʹԠ͡
ͨ଱਒ิڧΛ͍ߦ·͢ɻ
͜ΕΒͷରࡦʹΑͬͯɺ
େن໛஍਒ʹΑΔڮྊ
ͷඃ֐Λ཈͑ɺಓ࿏ͷ
҆શͳ௨ߦΛ͑ࢧΔ͜
ͱΛ໨తͱ͍ͯ͠·͢ɻ

ɹୈࡾ&ϥϯϓڮͰ͸ɺਫฏྗ෼୲ߏ଄޻ͱࢧঝվ଄޻Λ
଄Λઃ͚ߏɻ஍਒࣌ͷਫฏྗΛ෼୲ͯ͠ड͚࣋ͭ͢·͍ߦ
Δͱͱ΋ʹɺڮΛ͑ࢧΔࢧঝ෦෼΋վ଄͠ɺ஍਒࣌ͷඃ֐
Λ཈͑·͢ɻ

ɹޚखચڮͰ͸ɺਫฏྗ෼୲ߏ଄޻ͱམڮ๷ࢭγεςϜΛ
ઃஔ͠·͢ɻ஍਒࣌ͷਫฏྗΛ෼୲ͯ͠ड͚࣋ͭߏ଄Λઃ
͚Δͱͱ΋ʹɺڮͷେ͖ͳҠಈΛ཈͑ɺམڮͳͲͷॏେͳ
ඃ֐ʹͭͳ͕Βͳ͍Α͏ʹඋ͑·͢ɻ

ɹ'ϥϯϓڮͷ্٭ڮ෦͸͓ΘΜܕͷΑ͏ͳܗঢ়Ͱɺ಺෦
ʹ͸طઃͷమ͕ےೖ͍ͬͯ·͢ɻਫฏྗ෼୲ߏ଄ΛऔΓ෇

͚ΔΞϯΧʔͷ
ઃஔͰ͸ɺطઃమ
বΛආׯͱͷے
͚Δඞཁ͕͋Γ
·͢ɻΞϯΧʔ͸
Ґஔ͚ͩͰͳ͘ɺ
ΒऔΓ෇͚͔ޙ
Δ෦͕ࡐద੾ʹ

施工中

Fランプ橋

第三Eランプ橋 御手洗橋

南海トラフ地震に備える

3橋の特性に応じた耐震補強

現場条件に合わせた施工

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



2�RAITO Corporate Report 202622

価値創造の源泉

ɹʮਓ໋ଚॏɾ҆શୈҰʯΛجຊํ਑ʹ͛ܝɺݥةՕॴΛڞ
༗͠ͳ͕Β޻ࢪΛਐΊ͍ͯ·͢ɻಛʹຊઢ΍ݝಓͱཱମަ
ࠩ͢ΔՕॴͰ͸ɺ޻ࢪ৔ॴͷ͙͢ྡΛಓ࿏͕૸Γɺަ ௨ྔ΋
ଟ͍͜ͱ͔ΒɺམԼ෺΍స౗ɺค͡ΜͳͲʹΑΔಓ࿏ར༻ऀ
΁ͷӨڹΛ๷͙ͨΊɺ޻ࢪ৔ॴ΍ۀ࡞಺༰ʹԠͨ͡ରࡦΛ
పఈ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺ֎ࠃਓۀ࡞һ΋ଟ͍͜ͱ͔Βɺ҆શ
ʹؔ͢Δ஫ҙ߲ࣄΛϕτφϜޠ΍ΠϯυωγΞޠͳͲͰ΋
දࣔ͢ΔͳͲɺ֬ ࣮ʹ৘ใ͕఻ΘΔΑ͏޻෉͍ͯ͠·͢ɻ 
ɹ͞ΒʹɺݶΒΕͨۀ࡞εϖʔεͷதͰ҆શʹ͢޻ࢪΔͨ
Ίɺۀ࡞Ϡʔυ΁͸֎෦͔Β2ͭͷܦ࿏ͰΞϓϩʔνͰ͖
ΔΑ͏ʹ͠ɺ৔಺ͷं྆ܦ࿏ʹ͸
మ൘Λෑઃ͍ͯ͠·͢ɻޯ ഑ͷ͋
Δࣼ࿏ʹ͸͢΂ΓࢭΊՃ޻Λࢪ
͠ɺॏػ΍ं྆ͷస౗ɾεϦοϓ
Λ๷͍ͯ͠ࢭ·͢ɻ·ͨɺۀ࡞һ
ಉ͕࢜੠Λֻ͚߹͍ɺෆ҆શͳߦ
ಈΛະવʹ๷͙ݱ৔ͮ͘ΓΛਐ
Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹݱ৔Ͱॏཁͳͷ͸ɺઃܭਤͲ͓Γʹ޻ࢪΛਐΊΔ͚ͩͰ͸ͳ
͘ɺ࣮ࡍͷݱ৔Λ֬ೝ͠ɺઃܭஈ֊Ͱ͸೺Ѳ͖͠Εͳ͔ͬͨ৚
݅ʹ΋ॊೈʹରԠ͍ͯ͘͜͠ͱͰ͢ɻݱ৔ʹೖͬͯॳΊͯΘ͔
Δ৚݅ʹରͯ͠ɺͲ͏ରԠ͢Δ͔͕ॏཁͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ɹࠓճɺಛʹ೉͍͠ͷ͕'ϥϯϓڮͰ͢ɻ٭ڮ͸20NҎ্ͷߴ
͕͋͞Γɺຊઢʹ΋ඇৗʹ͍ۙͨΊɺམԼ෺͚ͩͰͳ͘ɺਫ΍
ίϯΫϦʔτͷඈࢄͳͲʹ΋ࡉ৺ͷ஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻ·ͨɺڮ
଄Λߏঢ়Λ͍ͯ͠ΔͨΊɺਫฏྗ෼୲ܗͷܕ෦͕͓ΘΜ্٭
औΓ෇͚ΔΞϯΧʔ΋ɺܾΊΒΕִͨؒͰػցతʹઃஔ͢Δ
͜ͱ͕Ͱ͖·ͤΜɻ٭ڮͷܗঢ়΍طઃమےͱͷׯবΛ֬ೝ͠
ͳ͕ΒɺΞϯΧʔͷҐஔ΍֯౓Λ�ຊͣͭݕ౼͠ɺ͔ޙΒऔΓ
෇͚ΔϒϥέοτͳͲ͕ద੾ʹೲ·ΔΑ͏͢޻ࢪΔඞཁ͕͋
Γ·͢ɻ
ɹ͜͏ͨ͠ݱ஍৚݅Λ֬ೝ͢ΔதͰɺ౰ॳͷܭըΛݟ௚ͨ͠
ྫ΋͋Γ·͢ɻ'ϥϯϓڮͷࢧอ޻Ͱ͸ɺ౰ॳઃܭͰ༧ఆ͞Ε
͍ͯͨํ๏ͷ··Ͱ͸ɺϒϥέοτͷҰ෦͕ຊઢଆʹ͸Έग़
͢Մೳੑ͕͋Δ͜ͱ͕෼͔Γ·ͨ͠ɻͦ ͏͢Δͱ࿏੍نݞͳ

ɹຊभ࢛ࠃ࿈བྷߴ଎ಓ࿏ࣜגձࣾͰ͸ɺೆւτϥϑ஍਒ͳͲ
ͷେن໛஍਒ʹඋ͑ɺւڦ෦ͷ௕େ͚ͩڮͰͳ͘ɺٸۓ༌ૹಓ
࿏ͱͯ͠ॏཁͳ཮্෦ͷڮྊʹ͍ͭͯ΋ɺॱ ࣍ɺ଱਒ิڧΛਐ
Ί͍ͯ·͢ɻਆށ୶࿏໐໳ࣗಈंಓ͸ຊभͱ࢛ࠃΛ݁Ϳॏཁ
ͳަ௨ωοτϫʔΫͰ͋Γɺ࣌֐ࡂʹ͸ٹԉ׆ಈ΍෺ࢿ༌ૹ
Λ͑ࢧΔ໾ׂ΋୲͍·͢ɻͦ ͷͨΊɺ஍਒ʹΑͬͯಓ࿏్͕த
Ͱ௨ߦͰ͖ͳ͘ͳΔʮϛογϯάϦϯΫʯΛૣظʹղফ͢Δ͜
ͱ͕ॏཁͰ͢ɻ
ɹࠓճͷࣄ޻ର৅Ͱ͋Δ୶࿏ICपล΋ɺ๷্ࡂॏཁͳ৔ॴͰ
͢ɻ୶࿏αʔϏεΤϦΞʢ4AʣΛ͸͡Ίɺཱݝ୶࿏ౡެԂ΍୶
࿏࡯ܯॺͳͲɺ๷ڌࡂ఺ͱͯ͠Ґஔ͚ͮΒΕ͍ͯΔࢪઃ͕ू
·͍ͬͯ·͢ɻ'ϥϯϓڮͱޚखચཱ͕ڮମަࠩ͢Δݝಓࠤ໺
ਔҪؠ԰ઢ͸ٸۓ༌ૹಓ࿏ʹ΋ࢦఆ͞Ε͓ͯΓɺࠓճͷڮ�ͷ
଱਒ิڧ͸ɺ࣌֐ࡂͷަ௨ωοτϫʔΫΛҡ࣋͢Δ͏͑Ͱ΋
ॏཁͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ɹҰํɺࠓճͷࣄ޻Ͱ͸ɺ଱਒ิڧʹՃ͑ɺࡏݱར༻͞Ε͍ͯ

ɹࠓճͷࣄ޻Ͱಛ௃తͳͷ͸ɺڮͷิͦڧͷ΋ͷ͚ͩͰ
͸͋Γ·ͤΜɻ୶࿏IC͸ࠓ΋ଟ͘ͷं͕ར༻͍ͯ͠ΔΠϯ
λʔνΣϯδͰ͋Γɺࣄ޻த΋ߴ଎ಓ࿏ͷϥϯϓɺݝಓɺ
Λ཈͑ڹಓ͕ͦΕͧΕར༻͞Ε͍ͯΔͨΊɺަ௨΁ͷӨࢢ
ͳ͕Β޻ࢪΛਐΊΔඞཁ͕͋Γ·͢ɻ
ɹݝಓͰ͸೔ʑͷंಓ੍نΛ͍ߦɺࢢಓͰ͸ยଆަޓ௨ߦ
ͱ͠ͳ͕Β޻ࢪΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ·ͨɺϥϯϓಓʹ͍ͭͯ
΋ɺޙࠓɺऴ೔੍نΛ༧ఆ͍ͯ͠·͢ɻ͜ ͏ͨ͠ಓ࿏੍͕ن
ಓ࿏ར༻ऀʹ༩͑ΔӨڹΛͰ͖ΔݶΓ཈͑ΒΕΔΑ͏ɺݱ
৔Ͱ͸޻ࢪͷਐΊํʹ΋഑ྀ͠ͳ͕Βࣄ޻ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺ'ϥϯϓڮͰ͸ɺݝಓɺࢢಓɺߴ଎ಓ࿏ͷϥϯϓɺ
4A؅ཧ༻ಓ࿏ͷ�ͭͷಓ࿏ͱཱମަ͍ࠩͯ͠Δ΄͔ɺߴՍ
Լͷۀ࡞εϖʔεʹ΋੍໿͕͋Γ·͢ɻ͜ ৔৚݅ݱͨ͠͏
ʹՃ͑ɺಓ࿏੍نʹ൐͏ؔؔػ܎ͱͷௐ੔߲ࣄ΋ଟ͋͘Γ
·͢ɻࣄ޻Λ҆શʹਐΊͳ͕Βɺݱ৔ͷঢ়گʹԠͯ͡޻ࢪ
ํ๏Λݕ౼͠ɺࣄ޻ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

ɹ'ϥϯϓڮͷ͏ͪɺ�Aڮ୆ʹ͍ͭͯ͸ɺরࠪͷ݁Ռɺڮ
୆෦ͷิ͕ڧඞཁͰ͋Δ͜ͱ͕෼͔Γ·ͨ͠ɻ͠ ͔͠ɺิ
Δඞཁ͕͋Γɺ۷͢࡟୆എ໘ͷ౔Λ۷ڮ৔߹͸ɺ͏ߦΛڧ
౳ʹ൐͍୶࿏αʔϏεΤϦΞʢ4Aʣͷར༻౳ʹେ͖ͳӨ࡟
ੜ͡Δ͜ͱ͕૝ఆ͞Ε·ͨ͠ɻ͕ڹ
ɹͦ͜Ͱɺڮ୆෦ͷิڧʹ୅ΘΔํ๏ͱͯ͠ɺʮϊοΫΦϑ
ɻͨ͜͠·͠༺࠾଄ΛߏʯΛඋ͑ͨਫฏྗ෼୲ߏػ ͷߏػ
͸ɺ௨ৗ࣌΍Ϩϕϧ�஍਒ಈఔ౓ҎԼͷ஍਒Ͱ͸ڮͷਫฏ
ҠಈΛ੍͠ݶɺ૝ఆ͢Δେ͖ͳਫฏྗ͕ࡍͨ͠༺࡞ʹ͸ɺ
ͦͷ੍ݶΛղআ͢Δ࢓૊ΈͰ͢ɻ
ɹҰํɺ࣮ࡍͷݱ৔Ͱ͸ɺઃܭஈ֊Ͱ͸෼͔Βͳ͔ͬͨ՝
୊΋໌Β͔ʹͳΓ·ͨ͠ɻ౰ॳͷઃܭͰ༧ఆ͍ͯͨ͠ࢧอ
͕ڹ৔Λ֬ೝ͢ΔதͰɺຊઢଆʹӨݱͷํ๏ʹ͍ͭͯɺ޻
ग़ΔՕॴ͕͋Δ͜ͱ͕෼͔Γ·ͨ͠ɻͦ ͜Ͱɺͦͷ಺༰Λ
ൃ஫ऀ༷ͱڞ༗ͨ͠͏͑Ͱɺຊઢ΁ͷӨڹΛ཈͑ΒΕΔผ
ͷํ޻ࢪ๏Λ౰͔ࣾΒఏҊ͠ɺٞ͠ڠͳ͕ΒܭըΛݟ௚͠

Ͳ͕ඞཁʹͳΔͨΊɺͦͷ՝୊Λൃ஫ऀͰ͋Δຊभ࢛ࠃ࿈བྷ
͑ࢧʹ༗͠ɺԼ͔Β্ཱͪ͛ΔΑ͏ڞʹձ༷ࣾࣜג଎ಓ࿏ߴ
Δผͷࢧอํ޻๏ΛఏҊ͠·ͨ͠ɻ
ɹࡐࢿͷൖೖʹ͍ͭͯ΋ɺݱ৔৚݅ʹ߹ΘͤͨରԠ͕ඞཁͰ
͢ɻ'ϥϯϓڮͷҰ෦΍ୈࡾ&ϥϯϓڮͰ͸ɺຊઢଆ͔Β͔͠
ΞΫηεͰ͖ͳ͍৔ॴ͕͋Γɺຊઢ੍نΛ͠ͳ͚Ε͹ۀ࡞Ͱ
͖ͳ͍Օॴ΋͋Γ·͢ɻ·ͨɺݱ৔͕͘ڱɺ౰ॳ૝ఆ͍ͯͨ͠
ΫϨʔϯΛ૊ΈཱͯΔ͜ͱ͕೉͍͠Օॴ΋͋ΔͨΊɺผͷൖ
ೖɾํ޻ࢪ๏Λݕ౼͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ҆શʹ͍ͭͯ͸ɺಓ࿏ར༻ऀ΁ͷӨڹΛ཈͑Δ͜ͱʹՃ͑ɺ
ਓࠃ֎Λ఻͑Δ͜ͱ΋ҙ͍ࣝͯ͠·͢ɻݥةʹ࣮֬ʹһۀ࡞
Ͱ΋දࣔޠࠃΛ฼߲ࣄһ΋ଟ͍ͨΊɺ҆શʹؔ͢Δ஫ҙۀ࡞
͠ɺݴ༿ͷҧ͍ʹΑΔ৘ใ఻ୡͷෆ଍͕ੜ͡ͳ͍Α͏഑ྀ͠
͍ͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺݱ৔ࣄ຿ॴͷೖޱʹ͋ΔϕϯνΛར༻͢Δ஍Ҭͷ
ํʑʹͪ͜Β͔Β੠Λֻ͚ΔͳͲɺͰ͖Δ͚ͩίϛϡχέʔ
γϣϯΛऔΔΑ͏ʹ͍ͯ͠·͢ɻࢢಓͷ૲מΓ΍ࡩͷࢬͷॲ
ཧɺ௨ֶ࿏΁ͷ഑ྀͳͲɺࣄ޻Ҏ֎ͷ෦෼Ͱ΋஍Ҭͷํ͕҆શ
ʹੜ׆Ͱ͖ΔΑ͏ҙ͍ࣝͯ͠·͢ɻ
ɹ଱਒ิڧ͸ɺීஈͷੜ׆ͷதͰ͸ޮՌ͕͔ࣄ࢓͍͘ʹ͑ݟ
΋͠Ε·ͤΜɻͦ ΕͰ΋ɺେ͖ͳ஍਒͕ൃੜͨ͠ͱ͖ʹڮͷଛ
ইΛ཈͑ɺಓ࿏Λૣ͘෮چͰ͖Δঢ়ଶʹͭͳ͛Δ͜ͱʹҙຯ
͕͋Γ·͢ɻଟ͘ͷਓ͕ར༻͢ΔࣾձΠϯϑϥΛकΔͩࣄ࢓
͔Βͦ͜ɺݱ৔ͰҰͭͻͱͭ՝୊Λղܾ͠ͳ͕Βɺ׬੒·Ͱ҆
શʹਐΊΔ͜ͱʹ΍Γ͕͍Λ͍ͯ͡ײ·͢ɻ
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本州四国連絡高速道路株式会社
神戸管理センター
工事課
課長代理

佐々木 翔大 様

Voice
発注者の声

͍ͯ·͢ɻ
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西日本支社
施工技術部 施工技術一部

川谷 知義

担当者の声

「道路を使いながら工事する」という難しさ

道路利用への影響を抑えるための技術的な工夫

安全のための取り組み

地域の安心と未来の安全を守る

大規模地震に備え、高速道路の「つながる」を守る特集

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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中長期戦略

中長期ビジョン

事業環境の見通し

中長期
ビジョン

創業100周年（2043年）

ありたい姿

1 社会やステークホルダーに幅広く信頼される会社
2 安全、安心という社会課題の解決を担う会社
3 特殊土木業界の技術革新をリードする会社
4 多様な人財が活躍する活力溢れる会社

目指すべき方向性 具体的なゴール

防災・減災分野における
総合力の追求

•国土を守るために必要な会社として社会からの認知を獲得
•独自の防災技術を追求し、顧客に選ばれる企業となる
•安全で迅速な災害復旧の確立
•安全で安心な住まいを提供する建築事業としてブランド確立
•土木・建築分野の脱炭素化をリードし、
   2050年カーボンニュートラルの実現に貢献

特殊土木分野における
圧倒的地位の確立

•特殊土木分野で圧倒的なシェアを獲得する                           
•保有技術数で業界No.1
•差別化した独自の価値を提供                                       
•他社が対応できない現場でも当社なら対応可能
•協力業者・技能労働者の提携数も業界No.1

周辺領域への進出と
市場拡大

•調査・設計や維持管理を含めた周辺領域への拡大と対応           
•地方のニーズに対応できる体制の構築
•防災・減災分野における新たな価値の提供
•材料開発やアプリケーション開発により新たな収益源を創出
•土木事業と建築事業のシナジーの創出

海外における
プレゼンスの向上

•防災・減災分野の世界最高水準技術の確立    
•高い対応力と技術力で顧客に選ばれる企業                           
•進出地域におけるシェア拡大                     
•人と技術の両面で専門分野のトップ企業として認知獲得
•国際的な技術者の育成と輩出により世界各地で貢献

多様な場面で能力を発揮する
人財の育成

•グローバルに活躍できる人財の育成
•個人の成長の促進を通じて成長する企業
•社員全員が意欲的に活動し挑戦できる場を提供
•成長を実感することが仕事の楽しみにつながる職場環境
•協力会社の技能労働人財も共に成長し活躍できる企業

サステナブルな社会実現に向けて、
人と技術の力で世界に貢献する

新たな価値に挑戦し、
創造し続ける

目指すべき方向性

1 防災・減災分野における総合力の追求
2 特殊土木分野における圧倒的地位の確立
3 周辺領域への進出と市場拡大
4 海外におけるプレゼンスの向上
5 多様な場面で能力を発揮する人財の育成

3

2

1

5

4

頻発・激甚化する自然災害
から人命・経済社会を守る
ための公共事業は、国土強
靭化基本計画の推進により
引き続き堅調に推移するこ
とが見込まれる

1. 自然災害の激甚化

高度経済成長期以降整備さ
れたインフラの老朽化が加
速度的に進行するためイン
フラの予防保全、民間マン
ション・ビルのリニューア
ルの増加が予測される

2. インフラ・建築物老朽化

建設現場のICT導入による
生産性の向上に加え、自動
化建設機械による無人施工、
VRを用いた検査の支援など
一層の技術革新が進行する

3. 技術革新・デジタル化

建設業就業者は過去20年間
で25％減少し、就業者のう
ち3割以上が55歳以上と高
齢化も進行中であり、今後
も労働力不足が見込まれる

4. 労働人口減少

土木・建築分野では、インフ
ラ・都市空間等でのゼロエ
ミッション化、建設施工にお
けるカーボンニュートラル実
現、ZEH/ZEB推進、炭素の
固定化などが求められる

5. 脱炭素社会

中長期ビジョン～創業100周年に向けた挑戦～ 目指すべき方向性と具体的なゴール

経営理念

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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中長期戦略

中期経営計画「Raito2027」

財務目標 事業戦略

グループ会社

海外

建築

土木

米国 積極的な機械投資と技術者養成による大型案件対応能力の強化・確保
ベトナム コスト競争力強化のための独自工法の早期認知度向上、技術者の育成
シンガポール 独自工法の現地仕様化による事業量の拡大・民間需要の開拓

コスト競争力向上とシェア拡大

設計部門設立とリニューアル事業強化による総合対応力の実現

経営資源の再配置による市場対応力強化

市場優位性の確立に向けた技術力と人財の強化

•積極採用と早期育成による施工体制の拡充
•新技術の開発とM&Aによる補修・補強分野の拡大
•能登半島地震復旧への積極的貢献
•ICT技術・独自工法・材料の開発による市場競争力の獲得
•施工時期の平準化を意識した受注戦略
•環境負荷低減工法の実現と普及

•積極採用と早期育成による施工体制の拡充
•リニューアル事業の強化による維持更新需要の取り込み
•設計部門設立による営業力強化と施工効率向上
•DXの活用による管理負担の軽減
•組織的営業力強化による優良顧客の拡大

積極採用と早期育成による施工体制の拡充
•海外事業を担える社員数確保のための若手向け海外研修プログ ラムの実施

現地組織体制の強化による持続的成長基盤の創出

•積極採用と早期育成による施工体制の拡充
•グループ各社の統合・再編成や本体からの幹部派遣による経営基盤の整備
•グループ間人財交流による組織対応力の向上
•M&Aを活用した市場対応力の獲得、補修・補強分野の拡大

重点施策

重点施策

重点施策

重点施策

重点テーマ

中計最終年度

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度目標

売上高 1,150億円 1,173億円 1,214億円 1,350億円
営業利益 128億円 112億円 128億円 155億円
ROE 11.5％ 9.4％ 11.1％ 12.5％以上
DOE 3.7％ 3.9％ 5.2％ 6.0％以上
配当性向 32.0％ 41.6％ 46.7％ 50％以上

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度

分野別目標

連結売上高※ 1,150億円 1,173億円 1,214億円 1,350億円
■ 土木 819億円 821億円 852億円 950億円
■ 建築 140億円 145億円 152億円 170億円
■ 海外 53億円 107億円 110億円 120億円
■ グループ会社 163億円 121億円 127億円 140億円

事業戦略

■ 土木 市場優位性の確立に向けた技術力と人財の強化

■ 建築 設計部門設立とリニューアル事業強化による総合対応力の実現

■ 海外 コスト競争力向上とシェア拡大

■ グループ会社 経営資源の再配置による市場対応力強化

事業戦略を支える
経営基盤の強化

人財戦略 人財への積極投資と社員が意欲をもって働ける職場づくり

DX戦略 業務改善の領域を超えて、DXで価値創造を加速する

M&A戦略 戦略的M&A推進による事業規模拡大と人財獲得

サステナビリティ 社会課題の解決を通じた持続的な成長

財務資本政策 成長投資と最適資本構成の実現により持続的成長を支える

※分野別売上高は内部取引を含むため、連結売上高と分野別売上高合計は一致しない

技術╳信頼╳人財で、次世代の成長へ
✓防災・減災分野のブランド力の確立と社会課題解決への貢献
✓特殊土木分野における国内外でのプレゼンス拡大
✓成長分野・人財への積極的な投資
✓成長投資と株主還元の両立

分野別目標

成長市場への積極的な経営資源の投入により、持続的な利益成長を目指す

中期経営計画
Raito 2027

2025年～2027年

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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中長期戦略

ESG マテリアリティ 中期経営計画期間に推進する取り組み 関連するSDGs

環境 持続可能な
環境配慮型社会の形成

•GHG排出量の一層の削減
•SBT認定取得
•産業廃棄物排出量の削減

社会

安全・安心を支える強靭な
社会インフラの構築

•インフラの長寿命化に向けた
   補修工事の推進
•災害発生後の復旧・復興の推進

品質の確保と
技術革新の追求

•省人化・自動化技術の開発
•DXによる品質管理システム強化

労働安全衛生管理の徹底 •多様な人財に向けた安全教育の推進
•安全パトロールのさらなる充実

多様な人財の育成と
働きがいのある魅力的な
労働環境の実現

•人財交流の活性化と
   エンゲージメント向上
•多様な人財の活躍推進

社会・
ガバナンス

人権尊重と
公正な事業活動の推進

•サプライチェーンを含めた
   人権尊重への取り組み強化
•コンプライアンス教育の一層の充実

マテリアリティと主な取り組み

　ライト工業グループは「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」の経営理念のもと、優れた技術・工法・サービスを通じて社会の
課題を解決し、サステナブルな社会の構築に貢献することで、社会から必要とされる企業グループを目指しています。
　ライト工業グループは、環境保全の取り組みをはじめとした事業の成長と社会への貢献を両立させる活動をさらに前進させる
ために、サステナビリティ基本方針のもとにサステナビリティ経営を進め、企業価値の向上に努めていきます。

•持続可能な社会の実現　•循環型社会の形成　•脱炭素社会の実現
•生物多様性　　　　　　•自然との共生

•防災・減災機能の高度化　•災害復興　•社会インフラの維持・更新

•品質の確保・向上　•労働生産性の向上

•労働者の安全衛生の確保

•ライフスタイルや価値観の多様化　•働きやすい環境整備　•人財育成

•人権の尊重　•公正公平な事業慣行　•コンプライアンス
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社
会
へ
の
影
響
度

事業にとっての重要度

大

大小

社会的課題の重要度の評価

౰ࣾάϧʔϓͷۀࣄʹத௕ظత
ʹӨڹΛ༩͑Δࣾձ՝୊Λநग़ɻ
நग़ʹ͋ͨͬͯ͸ɺ&4(΍4%(T
ͳͲੈքతͳ࿮૊Έ΍ɺΨΠυϥ
ΠϯΛՃຯ͍ͯ͠·͢ɻ

検討すべき社会的課題の
把握、整理

STEP 1 STEP 2

3
優先順位づけ・重要度が高い

課題の抽出
重要課題（マテリアリティ）の

設定

社会的課題の把握・抽出

STEP

΂͖੹຿ΛࣾһࣗΒ͕൑அ͏ߦ͕ݾ͍͓ࣗͯʹಈ׆࢈Λଅ͠ɺ೔ʑͷੜ্޲ͷࣾձత੹೚ʹର͢Δࣾһҙࣝͷۀا
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͸࣋ଓՄೳͳࣾձͷ΋ͱͰ੒Γཱ͍ͬͯΔ͜ͱΛे෼ʹཧղ͠ɺࣾࡏͷଘۀا ձʹੵۃతʹ͢ݙߩΔͱͱ΋ʹ஍ڥ؀ٿ
ͷอશΛ͍ߦάϩʔόϧۀاͱͯ͠ͷ੹೚ΛՌͨ͠·͢ɻ
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1.

2.

3.

3

　ライト工業は「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」という経営理念のもと、地球環境や社会との調和を図りながら、
人々が安心し豊かに暮らすことができる災害に強い国土の形成に尽力してまいります。企業の存在は持続可能な社会の
もとで成り立っていることを十分に理解し、事業活動を通じ社会の課題解決と持続的発展に貢献してまいります。

3

2

1

5

4

6

取締役会

経営会議

支社支店、本部、グループ会社

サステナビリティ戦略部

BCP推進委員会 危機管理委員会 コンプライアンス
推進委員会

報告

取り組み状況の
報告等

取り組みの推進と
進捗の確認・監督

監督

報告 監督　当社ではサステナビリティ戦略部を設
置し、推進のための諸施策を立案・実施し
ているほか、当社グループ内にサステナ
ビリティの取り組みの浸透を図るととも
に、情報共有と進捗の確認を行えるよう、
推進体制を構築しています。サステナビ
リティに関わる基本方針や重要事項は経
営執行における意思決定機関である経営
会議にて審議・決定するとともに、取締役
会へ適宜報告することにより取締役会の
監督が適切に図られるよう体制を整えて
います。

マテリアリティと関連するSDGs

サステナビリティ基本方針

CSR基本方針

マテリアリティ設定プロセス

推進体制
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中長期戦略

マテリアリティと主な取り組み

　ライト工業はサステナビリティを重視した経営を行っており、社会課題の解決を通じて多様なステークホルダーの期待に応
え、当社が持続的に成長するための重要課題として6つのマテリアリティを特定しました。
　マテリアリティごとの事業活動における取り組みについてKPIを策定し、KPIによるモニタリングとレビューを適宜行います。

ESG
分野

ライト工業グループの
マテリアリティ SDGsカテゴリー 施策 事業における機会・リスク

機会 ● リスク ●
主な取り組み 主なKPI 2025年度

実績

E
環境

持続可能な
環境配慮型社会の形成

事業活動による
環境負荷の低減

環境に配慮した
技術開発

●環境関連技術の開発による
  事業拡大機会の増加
●規制強化によるコスト増大
●対応の遅れによる競争力の低下

● 温室効果ガスの発生抑制
● 産業廃棄物の発生抑制・リサイクルの推進
● 資源循環・自然との共生を図る環境緑化技術の開発
● 産業廃棄物低減技術の開発
● 土壌汚染対策
● グリーン調達の推進

●CO2排出量削減率
Scope1.2.3排出量

前期比2.4％増（連結）

● 産業廃棄物排出量削減率 前期比8.3％削減

S
社会

安全・安心を支える
強靭な社会インフラの
構築

災害復旧で社会に貢献

社会インフラ整備

●災害復旧、災害対策工事の受注拡大
●社会インフラの更新・メンテナンス    
  市場での受注拡大
●災害発生による事業中断

● 防災・減災技術の普及推進
● 災害発生後の復旧・復興への貢献
● 社会インフラの長寿命化に向けた補修・補強

● 補修・補強工事の施工高 8,595百万円

● 災害対応工事の受注数 40件

品質の確保と
技術革新の追求

お客様の視点に立った
技術の提供

建設業の課題への
対応技術の開発

品質管理体制の強化

●お客様からの信用拡大・
  新規顧客獲得
●省人化技術による生産性の向上
●生産性向上による価格競争力の増大
●品質トラブルにおける社会的信用・
  受注機会の喪失、再施工等による
  費用の増大

● 省人化・省力化に向けた技術開発
● DXの推進
● 品質トラブル事例の水平展開による類似トラブルの防止
● 品質管理のための内部監査の実施
● 品質管理システム強化

● 重要な品質トラブルの発生　ゼロ 3件

● 省人化・自動化技術の採用数 69現場

労働安全衛生管理の徹底

労働安全衛生の管理

リスクアセスメントの
実施

●安全で快適な職場環境の実現による
  生産性の向上
●お客様、社会からの信頼向上
●労働災害による信用低下、
  受注機会の喪失

● 安全パトロールの実施
● 安全教育の活性化
● 労働災害発生時の正確で速やかな情報伝達
● リスクアセスメントを活用した施工計画

● 度数率0.20以下 0.95

● 死亡災害、重大災害　ゼロ 0件

多様な人財の育成と
働きがいのある
魅力的な労働環境の実現

人財の育成と活躍推進

働きやすい労働環境の
整備

●優秀な人財の確保・育成による
  組織力の向上
●ダイバーシティの推進による
  新しい価値の創造
●優秀な人財の流出、生産性の低下、
  組織の硬直化

● 資格取得支援
● 働き方改革の推進
● 経営層と社員との対話の促進
● 階層別社員研修等の充実
● 多様な人財の活躍推進
● ハラスメント防止教育の実施
● 人財交流の活性化とエンゲージメント向上

● 女性管理職者人数　25人以上 19名

● 男性の育児休業等と
  育児目的休暇の取得率 77.8%

● 入社５年後離職率 34%

S
社会

人権の尊重

コンプライアンス推進

リスクマネジメントの
強化

ガバナンスの強化

●社会的信頼の向上
●適切なリスク管理による
  事業の継続、受注機会の創出
●法令違反等による社会的信用の喪失
●人権侵害による社会的信用の喪失
●事業活動の中断・停止・再開遅延

● ライト工業グループ人権方針の策定と遵守
● 情報セキュリティの強化
● BCP（事業継続計画）の策定
● コンプライアンス教育の実施
● 腐敗防止方針の監督
● サプライチェーンを含めた人権尊重への取り組み強化

● 重大な法令違反件数 0件

● コンプライアンスに関する
  研修受講率 87%

G
ガバナンス

● 人権侵害行為の発生数 0件

人権尊重と
公正な事業活動の推進

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



最適資本構成の実現
（財務レバレッジ1.5倍）

❶株主還元
自己資本の増加抑制

❸成長原資配分
未使用分の還元（❶へ）

❷負債活用
資本構成の調整
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中長期戦略

財務戦略

常務取締役
経営管理本部長

高橋 恒歩

　当社は、経営理念「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」の具現化に向け、2025
年5月に中期経営計画「Raito2027」を公表しました。同計画では、中長期ビジョン、
目指すべき姿、進むべき方向性、具体的な目標ならびに重点戦略を明示しています。
　また、2026年2月には「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に
ついて（アップデート）」を公表し、資本政策や株主還元の考え方、バランスシート・
マネジメント、成長投資および企業価値向上への取り組みなどを示しました。今後
も、以下の戦略や施策への重点的な対応により、経営基盤の一層の強化を推進して
いきます。

株価向上戦略

　株価の基本的な構造はBPSとPBRの積であり、PBRを引
き上げるためには、資本コストを上回るROEを維持する必
要があります。この認識のもとに、株価向上への実務上の
着眼点を「ROEの向上」と「資本コストの低減」に置き、戦
略領域（事業戦略・投資戦略、資本政策、B/S・P/L・CFマ
ネジメント、ガバナンス強化、サステナビリティ、IR・SR

強化）ごとに主要施策と期間中の目標を定めて進捗を管理
しています。中期経営計画「Raito2027」の基本方針を維持
しつつ、最適資本構成への段階的移行、成長投資の具体化、
中長期戦略の開示深化の3点を重点課題と位置づけ、着実
に対応していきます。

　M&Aは、「技術と人財の強化を通じた持続的成長」や「補
修・補強をはじめとする成長市場への事業拡大」を目的とする
戦略的投資と位置づけています。中期経営計画期間中は100
億円程度の投資枠を設定し、投資規模に応じて負債を機動
的に活用しながら、機会を逃さない体制を整備しています。
　一方で、投資の「質」を担保すべく、「DCF法による評価

額が投資額を上回ること」「資本コストに案件固有のリスク
を加味したハードルレートを投資リターンが上回ること」
を判断の原則としています。投資判断にあたっては、定量・
定性・リスクの各評価を組み合わせた多面的な検討を経
て、最終的には、長期的な企業価値への貢献という観点か
ら取締役会が判断を行います。

　ROE目標の達成には、収益性の向上に加え、資本構成の
適正化が不可欠です。中期経営計画期間中は、過年度に蓄
積した資本を適切に還元し、最適資本構成（財務レバレッ
ジ1.5倍程度）への段階的移行を図ります。
　株主還元については、累進配当を堅持したうえで、配当
性向50％以上、DOE6％以上、自己株式取得150億円以

上を目標とし、当計画期間においては実質的な総還元性向
100％程度の水準を志向しています。併せて、株主還元の
先行実施やM&A投資に伴う資金需要に対し、負債を機動
的に活用し、成長投資に配分した資金のうち、次期中期経
営計画への繰越分を除く余剰分は株主還元への充当を検討
していきます。

戦略 主要施策 期間中の目標 進捗状況 備考

事業戦略・投資戦略
成長投資 投資原資の50% 厳選フェーズ M&A投資戦略

人的資本投資 エンゲージメントの向上
●パルスサーベイ試行中
●従業員RS導入検討

資本政策
株主配当金

●累進配当
●DOE6%以上（最終年度）
●配当性向50%以上

方針継続 資本構成のリバランス

自己株式の取得 150億円以上 120億円取得済 資本構成のリバランス

B/Sマネジメント

政策保有株式削減 3年間で20%削減 実行計画策定済

賃貸等不動産削減 3年間で30%削減 実行計画策定中

CCC短縮 20%短縮 5%進捗（手形流動化）

P/L・CFマネジメント 販管費率 10%維持 計画通り推進中

ガバナンス強化 取締役会構成の見直し モニタリング・ボード
移行準備 課題分析・論点整理中 2027年度以降の

段階的移行想定

サステナビリティ GHG排出量削減 SBT認定取得 申請完了 2026年度中に取得予定

IR・SR強化
●市場対話
●情報開示強化

●SR対話強化
●個人投資家拡大

●SR対話拡充
●IRフェア出展

※中期経営計画「Raito2027」の基本方針を維持

領域 対象（例示） 狙い

■ 土木 補修・補強会社
（橋梁・トンネル） 成長市場への事業拡大

■ グループ 地元建設会社 発注形態への対応力強化

■ 建築 設計会社、
リニューアル会社 総合対応力の強化

■ 海外 現地企業 海外事業基盤の構築

目的とスタンス

※土木（補修・補強）を重点領域としつつ、案件の質を踏まえて判断

目的
●技術・人財の強化による持続的成長
●成長市場（補修・補強等）への事業拡大

対象領域

投資判断の原則
●DCF法による評価を基本原則：DCF評価額≧投資額
●投資リターンがハードルレートを上回ること
●ハードルレートは資本コストを基準に案件固有のリスクを加味
●定量評価・定性評価・リスク評価を組み合わせた多面的な判断

評価
項目

●定量評価：DCF法・事業計画・シナジー効果
●定性評価：戦略適合性、事業性・経済価値
●リスク評価：DD検出事項・継続、撤退基準の設定

❶初期検討（戦略整合性・事業性の確認）
❷デューデリジェンス（財務・法務・事業面）
❸最終判断（評価、条件協議、契約締結）
❹ PMI方針策定（統合計画の策定）
❺投資後モニタリング（KPI・ガバナンス確認）

原則を踏まえた投資プロセス

基本方針
●ROE目標達成に向け、中期経営計画期間中に過年度蓄積した
資本を適切に還元し、最適資本構成（財務レバレッジ1.5倍程
度）への移行を図る

●株主還元・負債活用・成長投資の3要素を連動させ、成長の
実現度合いに応じて資本配分を最適化する

段階 内容 財務レバレッジ
目標

【第1段階】
自己資本圧縮

総還元100%相当の実施により
キャッシュポジションを適正化 1.42

【第2段階】
負債活用

運転資金需要、M&A機会に応じ
て調達 　1.50～

（参考）資本構成の段階的リバランス

ガバナンス
体制

●取締役会：長期的企業価値貢献の視点で最終判断
●執行部門：事業性評価・シナジー効果の精査
●外部専門家の活用による客観性確保

総還元性向について
●当中期経営計画期間においては、実質的総還元性向100％程
度の水準を志向

スタンス
●中期経営計画期間で100億円程度の枠を設定
●案件の質を重視し、機会を逃さない体制を整備
●投資規模に応じて負債を機動的に活用

1

M&A投資戦略2

資本構成のリバランス3

❶株主還元
●配当性向50%以上、DOE6%以上、累進配当の継続
●自己株買い150億円以上

❷負債活用
●株主還元の先行実施に伴う一時的な資金需要、および事業環
境の変化に伴う運転資金需要に対し、負債を機動的に活用

●M&A投資実行時には必要に応じて負債を活用

❸成長原資配分
●成長投資に配分した資金のうち、次期中期経営計画への繰越
分を除く余剰分は株主還元に充当

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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事業戦略

事業環境の見通し

土木事業
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建築事業

建設投資の動向・見通し

建設資材価格の動向

建設投資の推移（名目値） 建設投資の推移（実質値：2015年度基準）

出典：建設経済研究所「建設経済モデルによる建設投資の見通し（2026年7月）」

建設資材物価指数の推移（東京 2015年基準） 公共工事設計労務単価の推移（全国 全職種平均値）

建設労務単価の動向

出典：建設物価調査会「建設資材物価指数」 出典：国土交通省「令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について」

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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積極採用と早期育成による
施工体制の拡充

新技術の開発とM&Aによる
補修・補強分野の拡大

能登半島地震復旧への
積極的貢献

ICT技術・独自工法・材料の
開発による市場競争力の獲得

施工時期の平準化を意識した
受注戦略

環境負荷低減工法の
実現と普及

新技術の開発とM&Aによる
補修・補強分野の拡大

能登半島地震復旧への
積極的貢献

施工時期の平準化を意識した
受注戦略

環境負荷低減工法の
実現と普及
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事業戦略

● 国土強靭化対策や災害の頻発化で法面工事や地盤改良工事市場は緩やかに成長
● 高度成長期のインフラ老朽化に伴い補修・補強分野は引き続き伸長

2025年度施工実績

土木事業
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66.5%

国内土木事業の売上高比率受注高の推移（億円）

2023 2024 2025

979
922

年度

874

　当社は、斜面対策事業、地盤改良事業、補修・補強事業を
主とした特殊土木事業を中心に展開してきました。短期的
には、「防災・減災」「国土強靭化」「将来を見据えたインフ
ラ老朽化対策」に関連した事業が堅調に推移すると見込ま
れており、引き続き良好な受注環境が続くものと予想して
います。しかし、中長期的には少子高齢化が急速に進み、
人口減少に伴う担い手不足に対応する省人化施工や機械の
開発、効率改善を目的としたICT技術やDXの推進が急務で
あると考えています。今後も、新規開発の手を緩めること
なく、安心・安全な社会環境整備に貢献できる企業を目指
していきます。

● 特殊土木に特化した長年の技術開発と豊
富な経験と実績による信頼を有します。

● 160種類以上の工法・技術を保有し、技術開
発力を活かした機械化に取り組んでいます。

● 安全パトロールや品質パトロールを通じ
た、安全で安心な工事を提供しています。

● 能登半島地震をはじめとした災害により被
害を受けた道路、河川、海岸、港湾、上下水道
などの災害復旧工事への関与をさらに強化。

●「国土強靭化基本計画」に基づく国土強靱化
実施中期計画や、防衛関連施設の機能強化
による建設工事の増加。

● 高速道路の大規模修繕に伴う橋梁・トンネ
ルの補修・補強事業の拡大。

●技術職員および協力業者の減少に伴う施工
能力の低下（工期遅延のリスク）。

●気温上昇による作業環境の悪化。
● 熟練技能者の高齢化に伴う技術力の低下
および技術継承の問題。

946

852

2023 2024 2025年度

821

売上高の推移（億円）

558525

2023 2024 2025

454

年度

手持工事高の推移（億円）
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定量目標と実績  売上高（億円）

950■法面　
■地盤改良　
■補修補強　
■その他
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946

353

461

82
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2025 2027
（目標）

年度

隅田川（白鬚橋上流）左岸防潮堤耐震補強工事 山形県最上郡 土砂災害対策事業（防災安全・地すべり）
柳淵上部斜面対策工事

高知自動車道 南国IC～伊野IC間耐震補強Ⅰ工事
（その１）

事業の強み・機会・リスク

強み 機会 リスク

2025年度の振り返り

中期経営計画「Raito2027」の進捗状況

環境認識

常務取締役 技術営業本部長

川本 治
常務取締役 施工技術本部長

金藤 達也

重点施策

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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積極採用と早期育成による
施工体制の拡充

リニューアル事業の強化による
維持更新需要の取り込み

設計部門設立による営業力強化と
施工効率向上

DXの活用による管理負担の軽減 組織的営業力強化による優良顧客の拡大
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事業戦略

2025年度施工実績

●大都市圏を中心に、改修が必要な老朽マンション・ビルストックが急増見込み
●資材価格高騰や金利上昇の急速な進展が施主の発注状況を悪化させる可能性

建築事業

専務取締役 建築事業本部長

山本 明伸

　建築事業を取り巻く事業環境は大きな転換期を迎え、新築住宅市場は量的拡大から質的
価値を重視する市場へと変化しており、住宅に対するニーズも大きく変わりつつあります。
　当社の主力である民間共同住宅分野においては、市場環境の変化を的確に捉えながら、
お客様が求める安全性、快適性、資産価値の向上に応える高品質な建築サービスの提供に
努めてきました。その結果、当社の技術力と施工力への評価をいただき、安定した事業基
盤を築くことができています。
　一方で、今後は既存住宅ストックの維持・更新需要がさらに高まり、わが国には多く存
在する共同住宅分野は、建物の長寿命化や資産価値の維持・向上に向けた大規模修繕や改
修工事の重要性が高まっています。当社はこれまで培った施工管理能力や品質管理ノウハ
ウを活かし、この成長分野への取り組みを強化することで、新築と改修の両輪による事業
基盤の確立を進めていきます。

　2025年度は、建築事業にとって「量と質の両面で想定を
上回る成果を挙げつつ、次の成長段階への助走を始めた一
年」でした。受注高、施工高、売上高いずれも計画を大きく
上回り、選別受注、原価管理、現場運営力の積み上げが確
実に実を結んだ結果とみています。
　一方で、2025年度の特徴は、中期経営計画を見据えた基
礎構築を好環境の中で着実に進められた点です。新たな事
業領域の模索、技術・人財、協力会社のネットワークの拡
充など短期的な数字に表れにくいものの、将来の収益源を

育てる土壌づくりとして重要な意味を持ちました。
　市場環境は明らかに転換期に入っており、従来型の「量を
追う成長モデル」には限界が見え始めています。こうした状
況下において進むべき方向性として、第一に受注の質をさ
らに高める経営を目指していきます。第二に人と技術への重
点投資です。そして、第三に新たな事業領域の現実化です。
　総じて2025年度は恵まれた受注環境を活かして高収益
を実現しつつ、将来の不確実性に備えるための準備を進め
られた一年でした。

● 首都圏に絞り、集合住宅施工に特化して
多数の実績を積み重ねた結果、価格的優
位性と技術的安心を確立しました。

● 事業継続の前提条件である安全と品質の
確保がお客様に浸透し、独自のQIP計画の
継続により高い品質を維持し、信頼獲得に
つながっています。

● お客様との関係深化を常に意識した営業に
より、多くの特命工事を中心に受注できて
います。

●人口減少・世帯数減少による新設住宅の中長
期的な需要縮小と空室率上昇に伴う投資採
算性の悪化と共にデベロッパーの建築投資
抑制による受注量の減少、価格競争の激化。 

● 建設事業の需要拡大に伴う技術社員の慢
性的な不足や、若者の建設業界への敬遠。

●建設業全体の労働力不足に伴う労務費の
高騰や、資材コストの増加。

●金利上昇および不動産価格上昇による住
宅購入意欲の低下と投資利回りの低下。
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2023 2024 2025年度

155

191
152

2023 2024 2025

145

年度

190181
145

2023 2024 2025年度

建築事業の売上高比率

13.4%

受注高の推移（億円） 売上高の推移（億円） 手持工事高の推移（億円）
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環境認識

重点施策

埼玉県和光市共同住宅

191
170

■建築事業　
■リニューアル

187
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2025 2027
（目標）

年度

事業の強み・機会・リスク

神奈川県大和市中央林間共同住宅

● 設計部門の早期創設を目指し、幅広い分野
に挑戦し、営業領域の拡大を図ります。

● 住宅施工技術を活かして、リフォーム事
業や大規模改修など、建物の再利用や再
生を通じてコミュニティづくりを支援し
ます。

● ZEB/ZEH認証の推進により、省エネ・創
エネ建築物の提案や再利用提案能力を強化
し、カーボンニュートラルに向けた施工を引
き続き進めてまいります。

強み 機会 リスク

2025年度の振り返り

中期経営計画「Raito2027」の進捗状況

定量目標と実績  売上高（億円）

東京都渋谷区
共同住宅

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



　2025年度は、海外事業全体で受注・売上・利益のすべて
において計画を上回る実績となり、「Raito2027」の初年度
として順調なスタートを切ることができました。米国では
LNG関連工事をはじめとする大型案件が順調に進捗すると
ともに、新規案件の受注拡大により事業規模と収益性が大
きく向上しました。シンガポールではクロスアイランド線
関連工事を中心に施工量を拡大し、施工体制の強化による

利益率改善を実現しました。ベトナムでは大型案件の発注
遅延により計画未達となったものの、既存工事を着実に進
めるとともに、RASコラム工法のNorm登録など将来の成
長に向けた基盤整備を進めました。海外事業全体として、
各地域の特性を活かした事業運営と収益力の向上が着実に
進み、今後の持続的な利益創出につながる基盤を強化した
1年となりました。
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2023 2024 2025年度

海外事業の売上高比率

11.3%

受注高の推移（億円） 売上高の推移（億円） 手持工事高の推移（億円）

2025年度の振り返り

現地組織体制の強化による持続的成長基盤の創出積極採用と早期育成による施工体制の拡充
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事業戦略

海外事業

常務執行役員 海外事業本部長

佐藤 弘

　新中期経営計画「Raito2027」の初年度となる2025年度は、海外事業の収益基盤を一段
と強化し、持続的な成長に向けた重要な一年となりました。米国ではエネルギー関連施設
を中心とした大型地盤改良工事が順調に進捗し、海外事業全体の業績を力強く牽引しまし
た。シンガポールでは施工体制の強化やジェットグラウト工事への本格展開により収益性の
改善が進み、ベトナムでは大型案件の発注遅延の影響を受けながらも、RASコラム工法の標
準積算基準（Norm）登録など、将来の事業拡大につながる成果を得ることができました。
　一方で、世界的な物価高騰に加え、中東情勢をはじめとするリスクなど、海外事業を取
り巻く経営環境は不透明さを増しています。当社は市場環境の変化を的確に捉えながら、
各地域の競争力強化、人財育成、機械投資を着実に進め、利益を安定的に創出できる事業
基盤の構築に取り組んでいきます。

事業の強み・機会・リスク

強み 機会 リスク

● 米国：深層混合処理工事の豊富な実績に
より、現地大手ゼネコンから厚い信頼を
得ており、主要プレーヤーとしての地位
を確立。

● シンガポール：地下鉄や下水道工事にお
ける高度な薬液注入工事の実績が評価さ
れ、発注者から確かな信頼を受けている。

● ベトナム：大口径のジェットグラウトや深
層混合処理工法により現地業者との差別化
を実現し、競争優位性を確保。

● 米国：メキシコ湾沿岸地域のエネルギー
関連施設や環境分野で地盤改良工事需要
が拡大する見通し。

●シンガポール：薬液注入工事に加え、ジェッ
トグラウト工事への参入により市場拡大
の可能性が高まる。

● ベトナム：公共インフラ投資の継続的な
増加に伴い、地下鉄や港湾、空港の整備に
関連する地盤改良工事の需要拡大が期待
される。

● 資材価格の高騰に伴い、工事コストが増
加する懸念がある。

● 複数の大型案件が重なった際には、人財
や専用機械の不足が生じるリスクがある。

● 為替変動により、収益に大きな影響を及
ぼす可能性がある。
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環境認識

重点施策

120

161■米国　
■ベトナム　
■シンガポール
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年度

中期経営計画「Raito2027」の進捗状況

●米国：堅調な建設市場や現地ゼネコンとの良好な関係は継続する見通し。
　　　 政府当局による政策変更で労働力不足やコスト上昇懸念
●シンガポール：公共インフラ市場において現状規模が維持される見込み
●ベトナム：大型インフラプロジェクトの発注遅延のリスクはあるものの
                引き続き旺盛なインフラ投資需要
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࣮޻ࢪҊ݅Ͱഓͬͨܕ౓ԽΛਐΊ͍ͯ·͢ɻେߴज़ͷٕ޻ࢪͨ͠
੷Λ͔͠׆ɺ඼࣭ɾޮ޻ࢪ཰ͷ্޲ΛਤΔͱͱ΋ʹɺຽؒҊ݅΁
ͷల։΋ਐΊɺྖۀࣄҬͷ֦େͱࢢ৔ڝ૪ྗͷڧԽʹऔΓ૊ΜͰ
͍·͢ɻ

海外事業を担える社員数確保のための
若手向け海外研修プログラムの実施

積極的な機械投資と技術者養成による
大型案件対応能力の強化・確保

コスト競争力強化のための独自工法の
早期認知度向上、技術者の育成

独自工法の現地仕様化による
事業量の拡大・民間需要の開拓

米国

シンガポール ベトナム

ɹւ֎ۀࣄΛ͑ࢧΔٕज़ࣾܥһͷ֬อͱҭ੒Λ໨తʹɺ20୅ޙ
൒͔Β�0୅ͷएखࣾһΛର৅ʹ�͔݄ʙ�೥ؒͷւ֎ݱ৔ݚमΛ
Δ͜ͱͰɺͤ͞ݧܦʹ৔ӡӦΛ࣮ફతݱ؅ཧ΍޻ࢪɻ͢·͠ࢪ࣮
কདྷͷւ֎ۀࣄΛ୲͏ਓࡒΛҭ੒͠ɺ֤ڌ఺ͷ޻ࢪମ੍ڧԽͱ࣋
ଓతͳ֦ۀࣄେʹͭͳ͍͛ͯ·͢ɻ

ɹΧϦϑΥϧχΞभʹ͓͚Δఅ๷վྑࣄ޻Ͱഓٕͬͨ޻ࢪज़ͱ࣮
੷Λج൫ʹɺۙ೥͸ϝΩγί࿷Ԋ؛ͷ-/(ؔ࿈େࣄ޻ܕ΁ྖۀࣄ
ҬΛ֦େ͍ͯ͠·͢ɻػ޻ࢪցͷߋ৽ɾ૿ڧ΍ٕज़ऀҭ੒ΛਐΊ
Δ͜ͱͰɺίετڝ૪ྗͷ্޲ͱࢢ৔γΣΞͷ֦େʹऔΓ૊ΜͰ
͍·͢ɻ

現地組織体制の強化による持続的成長基盤の創出

ナトーマス・
リーチD地区
における堤防
改良工事

ハノイ地下鉄3号線トンネル・地下駅築造工事
（キンマー駅～ハノイ駅間）

2025年度施工実績

定量目標と実績  売上高（億円）

クロスアイランド線CR110埋設防護工事（コンダクションナビ）

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



ɹ஍Ҭࢢ৔ͷมಈ΍কདྷ༧ଌʹԠͨ͡ࢿຊͷ࠷దԽΛਤΔ
ͨΊɺஸೡͳʮબ୒ͱूதʯʹ औΓ૊Έଓ͚·͢ɻ͞ Βʹɺຊ
ମ͔Βͷܭըతͳװ෦೿ݣʹΑΓܦӦํ਑Λڞ༗͠ɺ࣮֬ͳ
ஙΛਪਐ͍͖ͯ͠·͢ɻߏ൫ͷجӦܦ

ɹ஍Ҭີணۀاܕͱͯ͠ϗʔϜϖʔδ΍ٻਓαΠτɺۀاઆ໌ձͳͲ
Λ௨ͯ͡Ξϐʔϧ͢Δͱͱ΋ʹɺ৬һͷਓ຺΋׆༻ͯ͠෯࠾͍޿༻ʹ
औΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ·ͨɺࣾ һΤϯήʔδϝϯτͱҭ੒ҙࣝΛߴΊɺධ
Ձͷ͑ݟΔԽʹΑͬͯ੒௕Λଅਐ͠ɺ޻ࢪମ੍ͷ֦ॆʹͭͳ͛·͢ɻ

ɹάϧʔϓձࣾؒͰͷٕज़ऀަྲྀʹΑΓଟ޻छ΁ͷରԠྗΛ
਎ʹ෇͚ɺ֤ࣾͷٕज़ྗ্޲ʹͭͳ͛·͢ɻ·ͨɺ֤ࣾͷؓ
ͷٕज़ऀधཁʹରԠͯ͠ࠃΛత֬ʹ೺Ѳ͠ɺશظɾൟ๩ظࢄ
͍͖·͢ɻ

ɹิमɾิڧ෼໺ͷ֦ۀࣄେʹ͸ɺઐऀۀͷݧܦͱωοτϫʔΫ͕ॏ
ཁͱͳΓ·͢ɻ஍Ҭʹࠜ͟͢ઐऀۀΛத৺ʹɺ۩ମతͳΰʔϧΛҙࣝ
ͨ͠ର࿩ΛॏͶɺ࿈ܞɾۀڠʹΑΓ֦ۀࣄେʹͭͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ

積極採用と早期育成による
施工体制の拡充

グループ各社の統合・再編成や
本体からの幹部派遣による経営基盤の整備

M&Aを活用した市場対応力の獲得、
補修・補強分野の拡大

グループ間人財交流による
組織対応力の向上
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事業戦略

グループ会社

● ライト工業グループの一員として、ライ
ト工業が保有する特殊技術および工法を
活用できます。

● 地域に密着した企業として、災害復旧や
インフラ整備・維持など多様な分野で地
域を支援します。

● グループ全体の連携により技術者需要に
柔軟に対応し、施工能力の平準化と効率
化を実現しています。

● 国が進める「第三次･担い手３法」に基づ
く、地域建設業の維持に向けた環境整備。

● 近年全国各地で頻発する自然災害への対
応需要。

● 今後さらに増加する地方自治体管轄の老
朽化した構造物の補修事業。

● 地方における少子高齢化の加速による技
術職員の減少。

● 各地方自治体による建設事業費の差や入
札制度の変化。

● 中小建設業者を取り巻く資金不足や継承
者不足等に伴う経営破綻リスク。

114 108
120

2023 2024 2025年度

127 125121

2023 2024 2025年度

72
6360

2023年度 2024 2025

8.8%

ɹதܦظӦܭըʮRaJto202�ʯʹ ͓͚Δάϧʔϓձࣾͷۀࣄઓུ͸ʮܦӦݯࢿͷ࠶഑ஔʹ
ΑΔࢢ৔ରԠྗڧԽʯΛجຊํ਑ʹ͍ͯ͛ܝ·͢ɻॏ఺ࡦࢪͷҰͭͰ͋Δʮάϧʔϓ֤ࣾ
ͷ౷߹ɾ࠶ฤ੒΍ຊମ͔Βͷװ෦೿ݣʹΑΔܦӦج൫ͷ੔උʯʹ ͍ͭͯ͸ࡏݱ༏ઌॱҐΛ
ܾΊ࣮ͯࢪதͰ͋Γɺޙࠓ΋ࢢ৔ରԠྗڧԽΛલఏͱͨ͠બ୒ͱूதΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ
ಉ͘͡ॏ఺ࡦࢪͰ͋ΔʮάϧʔϓؒਓྲྀަࡒʹΑΔ૊৫ରԠྗͷ্޲ʯʹ ͍ͭͯ΋ɺ֤ࣾ
ͷٕज़ऀ഑ஔঢ়گΛৗʹ೺Ѳ͠ͳ͕Βάϧʔϓ಺Ͱͷޮ཰త഑ஔʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻࠓ
Խʹ͞Βʹ஫ྗ͍͖ͯ͠·͢ɻڧ৔ରԠྗࢢͨ͠༺׆͸.�AΛޙ

竹谷災害防止対策工事：（株）東北リアライズ 県道宇島港線外１路線 明神跨線橋外１橋橋梁補修工事：
（株）九州リアライズ

緊急急傾斜地崩壊対策工事：（株）東海リアライズ

140国内建設
■小野良組以外　
■小野良組　
■国内非建設

125

52

47

26

75

50

15

2025 2027
（目標）

年度
執行役員 関連事業統括本部長

佐野 誠

　現在、ライト工業グループでは国内に建設会社を10社展開しており、当社が保有する専
門技術、これまでグループ全体で積み上げた知見を各社が強みとして発揮することで、地
域建設需要に応える重要な役割を担っています。また、当社拠点を含むグループ間の緊密
な連携により、各地域の状況に対応した効率的な事業運営に取り組んでいます。
　今後、それぞれの地域で活躍できる人財の発掘と育成、グループ間の人財交流をより活
性化させ将来を見据えた各社の体制構築を推進します。これに市場の変化に合わせた柔軟
で効率的な経営資源の配置を組み合わせることでグループ全体の成長と進化を促進しま
す。グループ会社が地域の守り手として安心・安全な生活の確保とその発展に貢献できる
よう取り組んでいきます。

事業の強み・機会・リスク

強み 機会 リスク

ɹ202�೥౓͸֤άϧʔϓձࣾͰͦΕͧΕঢ়͕گҟͳΔ΋
ͷͷɺશମతʹ͸ઐ໳ྖҬͰ͋Δಛघ౔໦ͷड஫͕௿ௐͰ
͋ͬͨ͜ͱʹΑΓɺલ೥౓ͷड஫࣮੷ΛԼճΓ·ͨ͠ɻ͜ Ε
ʹΑΓݐઃ෦໳ͷച্ߴ΋ݮগ͠·͕ͨ͠ɺൢࡐࢿച෦໳ʹ
͓͍ͯ஍൫վྑؔ࿈ͷࡐࢿച্͕େ෯ʹ૿Ճͨ͜͠ͱʹΑ
Γɺશମతͳച্ߴʹ͍ͭͯ͸֓Ͷલ೥౓ฒΈͱͳΓ·ͨ͠ɻ
ɹݐઃάϧʔϓձࣾʹ͓͚Δݩ੥ࣄ޻ͷड஫ʹ͍ͭͯ͸ɺ

ͪ͜Β΋஍Ҭ͕ࠩ͋Γड஫ֹ͸৳ͼ೰ΜͰ͍Δ෦෼͸͋Δ
΋ͷͷɺड஫݅਺ʹ͍ͭͯ͸ճ෮޲܏ʹ͋Δձ͕ࣾ૿͑ͯ
͍·͢ɻ͞ޙࠓΒʹ٬͔ސΒͷධՁ্޲ͱ৴པ֫ಘʹ஫ྗ
͢Δͱͱ΋ʹɺάϧʔϓձ͓ࣾؒΑͼάϧʔϓɾຊମؒͰͷ
ٕज़ऀͷԣஅతͳ׆༻Ͱ҆ఆͨ͠ड஫Λ֬อͰ͖ΔΑ͏औ
Γ૊ΜͰ͍͖·͢ɻ

国内グループ会社の
売上高比率

受注高の推移（億円） 売上高の推移（億円） 手持工事高の推移（億円）

2025年度の振り返り

中期経営計画「Raito2027」の進捗状況

●東北地区を中心とした各拠点地域における発注量は減少傾向
●地方の高齢化が急速に進んでおり、現場社員の高齢化も本体に比べ顕著

環境認識

重点施策

2025年度施工実績

定量目標と実績  売上高（億円）

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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環境負荷の少ない軽油代替燃料の活用　
ɹݐઃࣄ޻Ͱ͸ɺݐઃػցͷ೩ྉͰ͋Δܰ༉ͷ࢖༻ྔ͕ଟ
͘ɺ౰ࣾʹ͓͍ͯ΋ΤωϧΪʔ࢖༻ʹΑΔCO2ഉग़ྔͷ໿
�0ˋΛ઎Ί͍ͯ·͢ɻͦ ͷͨΊɺܰ༉୅ସ೩ྉ΍ిྗΛݐ
ઃثػͷΤωϧΪʔͱͯ͠࢖༻͢Δ͜ͱͰɺ࢖ʹ࣌޻ࢪ༻
͢Δܰ༉Λ͠ݮ࡟ɺCO2ഉग़ྔΛݮΒ͢औΓ૊ΈΛͯͬߦ
͍·͢ɻܰ ༉୅ସ೩ྉͱͯ͠ಋೖ͍ͯ͠Δͷ͸(T-೩ྉͰ
͢ɻ(T-೩ྉ͸ܰ༉ͱൺ΂ɺCO2Λ���ˋݮ࡟ՄೳͳఱવΨ
ε͔Β੡଄͞ΕΔ߹੒೩ྉͰ͢ɻ
ɹ·ͨɺ͚ͯ޲ʹޙࠓόΠΦϚε೩ྉͰ͋ΔR%೩ྉͷ׆༻
΋ਐΊ͍ͯ·͢ɻR%೩ྉ͸ഇ৯༉΍ಈ২෺༉౳Λݪྉͱ͠
ͯ੡଄͞Ε͓ͯΓɺϥΠ
ϑαΠΫϧΞηεϝϯτ
ϕʔεͰ໿�0ˋͷCO2

ഉग़ྔݮ࡟ʹͳΔڥ؀഑
ͷ೩ྉͰ͢ɻܕྀ

太陽光発電の活用
ɹݱ৔ܜٳॴͰ࢖༻͢ΔిྗΛଠཅޫൃిͰ࿫͏औΓ૊Έ
Λ͍ͯͬߦ·͢ɻর໌΍ྫྷଂݿɺίϯηϯτɺύτϥϯϓ
౳ͷిؾ੡඼ΛଠཅޫൃిͷిྗͰར༻͍ͯ͠·͢ɻ஝ి
ϢχοτΛ૊Έ߹ΘͤΔ͜ͱͰɺൃ ిྔͷ૿ݮʹؔΘΒͣɺ
ੜՄೳͳిྗΛ҆ఆͯ͠ར༻Ͱ͖ΔΑ͏ʹ͍ͯ͠·͢ɻ࠶

事業活動による環境負荷の低減

ɹϥΠτۀ޻ͷڥ؀Ϛωδϝϯτγ
εςϜ͸ɺ֨نࡍࠃͷʮI4O ��00�ɿ
20��ʯͷ֨نཁ͖ͮجʹ߲ࣄٻɺڥ؀
อޢɺެ֐๷ࢭɺࣾձత͓Αͼࡁܦత
ͳχʔζΛྀߟʹೖΕͳ͕Βڥ؀๏ྩ
Λ९क͠ɺ׆ۀࣄಈΛΑΓޮՌతʹ؅
ཧ͠ɺܧଓతʹվળͤ͞Δ࢓૊ΈΛߏ
ங͠׆ಈΛల։͍ͯ͠·͢ɻ

ɹϥΠτۀ޻άϧʔϓ͸ɺํڥ؀਑ʹ͍ͯ͛ܝΔʮࣗओత
ͳ؅ڥ؀ཧͷ࣮ફͱܧଓతվળʯʹ ۀࣄɺ͢΂ͯͷ͖ͮج
ෛՙͷΑΓগͳڥ഑ྀ͠ɺ؀ʹڹ΁ͷӨڥಈΛ௨ͯ͡؀׆
౳ͷ༏ઌతͳௐୡʹ౒Ί͍ͯࡐػࢿઃݐ຿༻඼͓Αͼࣄ͍
·͢ɻ

開発および設計・施工段階での取り組み
ɹ౰ࣾͰ͸ɺಠࣗ։ൃͨ͠ڥ؀ෛՙ௿ػݮೳΛٕ࣋ͭज़ʹ
͍ͭͯɺάϦʔϯߪೖ๏ͷಛఆௐୡ඼໨ͱͯ͠ೝఆ͞ΕΔ
Α͏ೝ஌׆ಈʹ౒ΊΔͱͱ΋ʹɺ޻ࢪஈ֊ʹ͓͍ͯ͸ɺ޻
·ಈΛਐΊ͍ͯ׆తʹఏҊۃͳͲ΁ੵऀܭͷൃ஫ऀ΍ઃࣄ
͢ɻ20��೥�݄ʹ׬੒ͨ͠R�%ηϯλʔ৽ஙࣄ޻Ͱ͸ɺఱ
Ҫʹ࢖༻͢ΔϩοΫ΢ʔϧԽহٵԻ൘͸͢΂ͯΤίϚʔΫ
঎඼ʢάϦʔϯߪೖ๏ద߹඼ʣΛ࢖༻͠·ͨ͠ɻ

事務用品等のグリーン調達
ɹ౰ࣾͰ͸೔ຊࠃ಺͢΂ͯͷۀࣄॴΛର৅ʹάϦʔϯௐୡ
Λਪਐ͓ͯ͠ΓɺຊࣾͰ͸ࣄ຿༻඼౳ͷߪೖ࣌ʹ͸ڥ؀ʹ
഑ྀͨ͠঎඼Λੵۃతʹબͼߪೖ͍ͯ͠·͢ɻ͜ ΕʹΑΓ
ຊࣾͷࣄ຿༻඼౳ʹ઎ΊΔάϦʔϯߪೖ๏ద߹඼౳ͷௐୡ
཰͸໿�0ˋͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

環境方針

環境マネジメントシステム

グリーン調達の推進

価値創造の基盤  環境 持続可能な環境配慮型社会の形成

自主的な環境管理の実践と継続的改善ならびに環境配
慮型技術の開発と展開を通して、持続的発展が可能な
循環型社会の構築を推進し、地球温暖化防止をはじめ
とする地球環境の維持・向上に貢献する。

１. 地球環境の維持・向上
２. 地球温暖化の防止と生物多様性の保全
３. 持続的発展が可能な循環型社会の構築

実施事項
１. 自主的な環境管理の実践と継続的改善
２. 環境配慮型技術の開発と展開
３. グリーンインフラや土壌浄化事業を
  通じた環境貢献

登録証

認 証 番 号 MSA-ES-191

認 証 日 2003年3月20日

発 効 日 2025年10月29日

有 効 期 限 2026年11月28日

認 定 範 囲 28 建設
34 エンジニアリング、研究開発

適 用 規 格 JIS Q 14001：2015 （ISO 14001：2015）

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物及び建築物の設計、施工並びに除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、
中国四国統括支店、九州統括支店

ISO 14001認証登録 ɹ౰ࣾͰ͸ܦڥ؀Ӧʹର͢Δཧղ౓্޲Λ໨తͱͯ͠ɺຊ
ࣾओ؅ͷ৽ೖࣾһڭҭͰૅجతͳڭڥ؀ҭΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·
͢ɻ౰ࣾͷํڥ؀਑͓Αͼڥ؀ϚωδϝϯτγεςϜʹର
͢ΔཧղΛਂΊΔ͜ͱͰɺࣾһҰਓͻͱΓ͕஍ڥ؀ٿ໰୊
Λೝࣝ͠ɺ՝୊ղܾʹൃ͚ࣗͯ޲తʹߦಈ͢Δ͜ͱΛଅ͠
͍ͯ·͢ɻ·ͨɺํڥ؀਑΍׆ڥ؀ಈਪਐͷࣔܝ΍ɺݺͼ
͔͚౳Λੵۃతʹ͜͏ߦͱͰɺैۀһͷڥ؀ҙࣝͷൃܒʹ
౒Ί͍ͯ·͢ɻ

環境教育・啓発

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ20�0೥ΧʔϘϯχϡʔτϥϧͷ࣮ݱ
औΓ૊ΈͷҰ؀ͱͯ͠ɺαϓϥΠνΣʔϯશମͰ͚ͨ޲ʹ
ԹࣨޮՌΨεഉग़ྔͷݮ࡟Λਪਐ͢ΔͨΊɺ4#Tʢ4DJeODe 
#aTeE TarHetTʣͷೝఆऔಘʹ͚޲ɺӡӦؔػͰ͋Δ4#T
ΠχγΞνϒʢ4#TJʣʹ ίϛοτϝϯτϨλʔΛఏग़͠·
ͨ͠ɻͦ ͷޙɺՊֶతࠜͮ͘جʹڌԹࣨޮՌΨεഉग़ྔ࡟
ɺࡏݱɻ͢·͍ͯྃ͠׬໨ඪΛઃఆ͠ɺ4#TJ΁ͷਃ੥Λݮ
ೝఆऔಘʹ͚ͨ޲खଓ͖͕ਐΊΒΕ͍ͯ·͢ɻ

SBT認定取得に向けた目標申請

施工段階における取り組み

಺෦ͷ஝ిϢχοτ஝ిϢχοτ૊ΈࠐΈܕͷଠཅޫൃి૷ஔ

GTL燃料・太陽光発電によるモノレールの活用
ɹࡐྉӡൖͷԾઃϞϊϨʔϧ͸ɺҰൠతʹΨιϦϯΛ೩ྉ
ͱ͢Δ΋ͷ͕େ൒Ͱ͕͢ɺܰ༉༷࢓ͷϞϊϨʔϧʹ(T-೩
ྉΛ׆༻͢Δ͜ͱͰCO2ഉग़ྔͷݮ࡟Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ·
ͨɺόοςϦʔΛ౥ͨ͠ࡌ
ిಈϞϊϨʔϧΛಋೖ͠ɺ
ଠཅޫൃిͰόοςϦʔ
Λॆి͢Δ͜ͱͰɺCO2ͷ
ഉग़ྔΛ͍ͯ͠ݮ࡟·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺࣾ԰಺ͷফ౮Λ͸͡ΊɺΫʔϧϏζ΍ۭௐԹ
౓ͷলΤωઃఆͳͲΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ͞ Βʹɺిؾͷ࢖
༻ঢ়گΛ֬ೝͰ͖Δύωϧ΍ɺ࢖༻ྔ͕ଟ͍ͱ৭͕มΘΔ
-&%ϥΠτ෇͖࣌ܭΛઃஔ͠ɺిؾͷ࢖༻ঢ়گͷՄࢹԽΛ
௨ͯ͡লΤω΁ͷҙࣝΛߴΊ͍ͯ·͢ɻ
ɹຊࣾࣾ԰ʹ͓͚Δ202�೥౓ͷిྗ࢖༻ྔ͸ɺ૯���0ܭ
ສL8IͱͳΓ·ͨ͠ɻܖ໿ిྗϓϥϯʹ͍ͭͯ͸ɺඇԽੴ
ূॻΛ׆༻͢Δ͜ͱͰɺ࣮࣭తʹCO2ഉग़θϩͱͳΔϓϥ
ϯΛ࠾༻͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ·ͨɺ8eCձٞͷ׆༻ʹΑΓग़ுͳͲҠಈʹ൐͏CO2ഉ
ग़ྔͷݮ࡟ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ͞ ΒʹɺഇϓϥενοΫ౳ͷ
ഇغ෺ʹ͍ͭͯ͸ɺഉग़཈੍͓Αͼݯࢿ࠶ԽͷਪਐΛࣾ಺
Ͱप஌ɾపఈ͍ͯ͠·͢ɻ

オフィスでの取り組み

Θ͔Δύωϧ͕گঢ়༺࢖ͷؾి ܭΛ஌ΒͤΔ࣌گঢ়༺࢖

2025年度の本社オフィス活動による環境負荷の全体像

INPUT OUTPUT
電力 390千kWh

ガソリン 8,292.1L

水 1,480m3

用紙 2,360kg

CO2排出量 19.0t-CO2

一般廃棄物 5.6t

水 1,480m3

਺ҰཡʢR�����ެදʣʯ͓܎ผഉग़ऀۀࣄؾলʮిڥ؀ ˞ Αͼ
ɹ ڥ؀লʮαϓϥΠνΣʔϯΛ௨ͨ͡૊৫ͷԹࣨޮՌΨεഉग़౳ͷࢉఆͷͨΊͷ
ɹ ഉग़ݪ୯Ґσʔλϕʔεʢ7er���6ʣʯΑΓࢉग़

ɹ౰ࣾ͸ɺू߹ॅ୐ͷ;&)ԽΛਪਐ͢ΔͨΊʹۀ࢈ࡁܦ
ল͕ಋೖ͍ͯ͠Δ;&)σϕϩούʔొ࿥੍౓ʹ͓͍ͯɺ
2022೥ ʮʹ;&)σϕϩούʔʢ%ొ࿥ʣʯͱͯ͠ొ࿥ܾఆ͞
Ε·ͨ͠ɻத௕ظ໨ඪͱͯ͠ɺ౰ࣾࢧࣾࢧళɺӦۀॴͳͲ
ըΛಋೖ͠ɺ;&#ϏϧσΟϯάͱܭॴʹ͓͍ͯ୤୸ૉۀࣄ
ͯ͠੔උ͢Δ͜ͱ΍ɺ༨৒༰ੵ͕͋
Δ৔߹ɺ௞ିॅ୐΍ࣄ຿ॴͱͯ͠
༗ޮ׆༻͠ɺ௞ିॅ୐ͱ͢Δ৔߹͸
ͱͯ͠ΤωϧΪʔෛՙ༷࢓.�(&;
ɻ͢·͍ͯ͛ܝΛਤΔ͜ͱΛݮܰ

ZEH・ZEBへの取り組み
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価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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TCFD提言に基づく気候関連情報の開示

ɹϥΠτۀ޻͸ɺ202�೥��݄ɺۚ༥҆ఆཧࣄձʢ'4#ʣʹ
ΑΓઃஔ͞Ε ʮͨؔީؾ࿈ࡒ຿৘ใ։ࣔλεΫϑΥʔεʢҎ
ԼɺTC'%ʣʯͷఏݴ΁ͷࢍಉΛද໌͢Δͱͱ΋ʹɺʮTC'%
ίϯιʔγΞϜʯʹ ը͠·ͨ͠ɻࢀ
ɹࡏݱɺީؾมಈʹىҼ͢Δࣗવੈ͕֐ࡂք֤஍Ͱ૿Ճ͠
͍ͯΔͱͷࢦఠ΋͋Γɺࣾձʹ༩͑ΔӨڹͱͱ΋ʹۀا౳
ʹ༩͑Δࡒ຿తӨݒ͕ڹ೦͞Ε͍ͯ·͢ɻ
ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺະདྷͷࣾձ͕๛͔Ͱ࣋ଓՄೳͳࣾձͰ
͋ΔͨΊʹɺ஍ٿɺࣾձͱͷڞੜʹΑΔ॥ࣾܕ؀ձͷ࣮ݱ

ɹީؾมಈΛ͸͡Ίͱ͢Δڥ؀՝୊ʹରͯ͠׆ۀࣄಈΛ௨
ͨ͡औΓ૊ΈΛਪਐ͢Δ؍఺͔ΒɺTC'%ఏݴͷ಺༰Λ౿
·͑ɺ͞ ΒͳΔ׆ಈͷॆ࣮ʹ͚ͯ޲औΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ
ɹ2022೥�݄ʹ͸ɺީؾมಈ΁ͷରԠΛؚΉαεςφϏϦ
ςΟ΁ͷऔΓ૊ΈΛܦӦઓུͱҰମతʹਐΊΔͨΊɺܦӦ
ըຊ෦಺ʹαεςφϏϦςΟઓུ෦Λ৽ઃ͠·ͨ͠ɻا
ɹ౰ࣾͷީؾมಈؔ࿈ʹؔ͢ΔΨόφϯεମ੍͸ɺࣾ௕Λ
ٞ௕ͱ͢ΔܦӦձٞʹ͓͍ͯɺάϧʔϓԣஅతͳࢹ఺͔Β
কདྷͷܦӦܭը౳ͷީؾมಈରԠͷ৹͓ٞΑͼ׆ಈঢ়گͷ
૯ׅɾධՁΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ·ͨɺऔక໾ձ͸ީؾมಈର
Ԡʹؔ͢Δ׆ಈঢ়گ౳ʹ͍ͭͯใࠂΛड͚Δͱͱ΋ʹɺͦ
ͷਐḿʹର͢Δ؂ಜΛ͍ߦɺରԠΛ͍ͯࣔ͠ࢦ·͢ɻ

監督

各業務所管部署

取り組み状況の報告等 取り組みを推進するための
指示・調整

執行

報告 監督

取締役会
経営の基本方針など経営戦略上特に重要な業務執行の決定等

経営会議
サステナビリティの基本方針・活動計画およびそれらの進捗状況などに関する協議・報告

当社のサステナビリティに関する企画・立案および推進

サステナビリティ戦略部

気候変動に関するガバナンス体制

気候変動のリスクおよび機会について
ɹ౰ࣾ͸ީؾมಈ͕ۀࣄʹͱͬͯॏཁͳ՝୊Ͱ͋Δͱೝࣝ
͠ɺओཁͳϏδωεͰ͋ΔݐઃۀࣄΛର৅ͱͯ͠ɺީؾม
ಈʹؔ࿈͢ΔϦεΫ͓ΑͼػձΛ୹͔ظΒ௕ظͷࢹ఺Ͱಛ
ఆ͠ɺͦͷӨڹΛධՁ͍ͯ͠·͢ɻʮۀࣄ΁ͷӨڹͱରԠ
มಈؔ࿈ͷϦεΫީؾʯද͸ɺ౰͕ࣾೝ͍ࣝͯ͠Δओͳࡦ

ͱػձͰ͢ɻ
ɹޙࠓɺ̎ˆҎԼγφϦΦ౳Λ༻͍ͯҾ͖ଓ͖෼ੳΛ࣮ࢪ
͠ɺީؾมಈʹΑΔࡒ຿తӨڹͷ͓ࢉࢼΑͼରԠࡦͷݕ౼
Λ༧ఆ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺT/'%ϑϨʔϜϫʔΫΛߟࢀʹɺ
ࣗવؔ࿈ϦεΫ͓Αͼػձͷ෼ੳʹ͍ͭͯ΋ɺ࣮͍ͯ͠ࢪ
·͢ɻ

Λ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻͦ ͷΑ͏ͳதɺଟ༷ͳ׆ۀࣄಈΛ௨͡
༷ͯʑͳࣾձ՝୊ͷղܾʹ͢ݙߩΔͨΊɺ4%(Tʢ࣋ଓՄೳ
ͳ։ൃ໨ඪʣͷୡ੒ʹ͚ͨ޲औΓ૊ΈΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ
ɹޙࠓ͸ɺީؾมಈ໰୊Λ͸͡Ίͱ͢Δࣾձ՝୊ͷղܾʹ
ɺ͜ΕΒͷऔΓ૊ΈΛΑΓҰ૚ॆ࣮͍ͤͯ͘͞ͱͱ͚ͯ޲
΋ʹɺTC'%͕ఏ͢ݴΔ։ࣔϑϨʔϜϫʔΫʢؔީؾ࿈ͷ
ϦεΫ͓Αͼػձʹؔ͢ΔΨόφϯεɺઓུɺϦεΫ؅ཧɺ
ʹඪͱ໨ඪʣࢦ Ԋͬͨ৘ใ։ࣔΛੵۃతʹਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾ͸ɺީؾมಈϦεΫΛؚΉ֤छϦεΫΛద੾ʹࣝ
ผɾධՁ͠ɺ؅ཧ͢Δ͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δͱೝ͍ࣝͯ͠·͢ɻ
݈શͳࡒ຿ߏ଄΍ऩӹߏ଄Λҡ࣋͠ɺީؾมಈϦεΫͷΑ
͏ͳத௕ظͰࡏݦԽ͠͏ΔϦεΫ΋ద੾ʹϚωδϝϯτ͢
Δ͜ͱͰɺۀاՁ஋ͷ࣋ଓతͳ্޲ΛਤΓ·͢ɻ
ɹީؾมಈʹؔ͢Δ߲ࣄΛॴ؅͢ΔαεςφϏϦςΟઓུ
෦͸ɺީؾมಈͷӨڹΛಛఆɾධՁ͢Δϓϩηεɺಛఆͨ͠
ӨڹΛ؅ཧ͢Δ࢓૊Έɺ૊৫શମͷϦεΫ؅ཧͷதʹ౷߹
͢Δ࢓૊ΈΛؚΊɺީؾมಈʹؔ͢ΔاըɾཱҊΛ͍ߦɺܦ
ӦձٞʹใࠂɾఏҊ͢Δͱͱ΋ʹɺશࣾతͳީؾมಈ΁ͷର
ԠΛਪਐ͠·͢ɻ·ͨɺಛఆͨ͠ީؾมಈͷӨڹʹ͍ͭͯɺ
ඞཁʹԠͯ͡؅ػةཧҕһձ΁ใࠂɾఏݴΛ͜͏ߦͱͰɺؾ
ީมಈͷӨڹΛશࣾϦεΫʹ౷߹͢Δ໾ׂΛ୲͍ͬͯ·͢ɻ
ɹܦӦձٞ͸ɺใࠂɾఏҊ͞ΕͨީؾมಈͷӨڹͱରԠʹͭ
͍ͯ৹ٞΛ͍ߦɺධՁ͠·͢ɻ͞ Βʹɺಛఆͨ͠ϦεΫͷ࠷খ
Խʹํ͚ͨ޲਑ɾઓུͷࡦఆɺܭըɾ༧ࢉɾ໨ඪ౳΁ͷ൓өͳ
ͲɺదԠ͍ͯͨ͘͠Ίͷ৹ ɾٞௐ੔Λ͍ߦ·͢ɻܦӦձٞͰ
৹ ɾٞௐ੔ͨ͠ϦεΫ؅ཧͷঢ়گͱରԠʹ͍ͭͯ͸ɺͦͷଞ
ͷ৹߲ٞࣄͱͱ΋ʹɺඞཁʹԠͯ͡औక໾ձʹใ͞ࠂΕ·͢ɻ
ɹ؅ػةཧҕһձ͸ɺ֤ϦεΫ؅ཧॴ؅෦ॺ͔Βͷใࠂɾ
ఏҊΛධՁ͠ɺશࣾϦεΫͷ೺Ѳͱద੾ͳରԠΛ৹ٞ͠ɺ
ͷ͍ͯͭʹڹมಈͷӨީؾɺ͕͢·͍ͯ͠ࠂӦձٞʹใܦ
ใࠂɾఏҊ͕͋ͬͨ৔߹΋ಉ༷ʹɺશࣾతͳϦεΫ؅ཧͷ
఺͔Βద੾ͳରԠΛܾఆ͠·͢ɻ؍
ɹऔక໾ձ͸ɺܦӦձ͔ٞΒީؾมಈʹؔ͢ΔϦεΫ؅ཧ
ͷঢ়گͱରԠʹ͍ͭͯใࠂΛड͚ɺ؂ಜΛ͍ߦ·͢ɻ

事業への影響と対応策
項目 事業への影響 対応策 影響度

移
行

リ
ス
ク

各種規制の強化
● 高環境負荷の建設工事に対する規制が導入され、
従来の建設機械に対する制限が強まる

● サプライチェーンとの協働による建設機械の脱炭
素・低炭素化 大

炭素税の導入
● 事業活動により排出されるCO2に対して課税さ
れ、コストが増加する

● 再生可能エネルギーの活用により施工時および
自社オフィスからのCO2排出量を削減 大

機
会

省エネルギー・
再生可能エネルギー技術の
ニーズ拡大

● 再生可能エネルギー関連の事業が拡大する
● 環境負荷低減への意識の高まりから、ZEBや省エ
ネ技術のニーズが増加する

● 再生可能エネルギー事業に関するプロジェクトへ
の対応強化

● 環境性能に優れた高付加価値建物の供給力強化
中

物
理

リ
ス
ク

夏季の平均気温上昇

● 建設現場における熱中症をはじめとする健康リス
クが増大する

● 建設現場の労働環境悪化により技能労働者の不足
が深刻化する

● ICTやAIの活用による省人化・省力化と生産性の
さらなる向上

● 働き方改革や革新的な技術による現場の就労環境
改善

小

自然災害の頻発・激甚化　

● サプライヤーの被災により資材や機械、労務等の
調達が困難になる

● 災害の増加により施工中の建設物などへの被害や
作業の中断への対応リスクが高まる

● サプライチェーンとの強固なネットワーク構築
● 施工時の防災対策強化と災害時のBCP対応力強化 中

機
会 国土強靭化政策の強化

● 防災・減災、国土強靭化のためのインフラ建設や
メンテナンス、建物リニューアル工事が増加する

● インフラ建設や整備事業の営業活動強化 大

TCFD提言への賛同

ガバナンス

戦略

リスクマネジメント

価値創造の基盤  環境 持続可能な環境配慮型社会の形成

指標と目標

ɹ౰ࣾ͸ɺํڥ؀਑ʹ͖ͮجɺ͋ΒΏΔ׆ۀࣄಈΛ௨ͯ͡
஍ڥ؀ٿ՝୊ͷղܾʹ͠ݙߩɺ࣋ଓతͳൃలΛ໨͍ͯ͠ࢦ
·͢ɻ�ͭͷओཁͳ؅ڥ؀ཧࢦඪʹؔͯ͠ɺڥ؀อશ׆ಈ

ͷਐḿɾୡ੒౓ΛධՁɾ؅ཧ͠ɺάϧʔϓશମͰ஍ٿԹஆ
Խ๷ࢭʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

環境管理指標
（KPI）

１. 温室効果ガス排出量（スコープ1、2） 
２. 2030年中期目標に対する基準年からの削減率 
３. 施工高あたりのCO2排出量（原単位） 
４. 重機、車両燃料使用量 
５. 電力使用量

中期目標
ɹ20�0೥�݄ظͷԹࣨޮՌΨεഉग़Λ20��೥�݄ظൺͰ
Δɻ͢ݮ࡟ˋ�0
長期目標
ɹ20�0೥ʹ͚ͯ޲ԹࣨޮՌΨεഉग़θϩʢΧʔϘϯχϡʔτ
ϥϧʣͷ࣮ݱΛ໨͢ࢦɻ
温室効果ガス排出量
ɹ202�೥౓ʢ2026೥�݄ظʣͷ౰ࣾͷ()(ʢCO2ʣഉग़ྔ
͸��6
2�0t�CO2Ͱɺ಺༁͸࣍ͷ௨ΓͰ͢ɻ

自社による排出（Scope1・2）

区分 排出量（t-CO2)
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

直接排出
（Scope1)※1 25,285 24,781 24,509 23,833 26,769

間接排出
（Scope2）※2 1,539 1,641 1,352 1,374 1,259

合計 26,824 26,423 25,861 25,207 28,028
˞�ɹ202�೥౓Ҏલ͸೔ຊࠃ಺ɺ202�೥౓ΑΓࠃ಺֎ͷ౰ࣾͷݐઃۀࣄͷۀ࡞ॴɺ

຿ॴɺ͓ࣄͷ༺࢖ࣾࣗ Αͼࡐػηϯλʔʹ͓͚ΔԽੴ೩ྉͷ࢖༻Λର৅ɻ֤ ೩
ྉͷ୯Ґൃ೤ྔɺ֤೩ྉͷCO2ഉग़܎਺͸ɺʮ஍ٿԹஆԽରࡦͷਪਐʹؔ͢Δ
๏཯ʯͷʮԹࣨޮՌΨεഉग़ྔͷࢉఆɾใࠂɾެ ද੍౓ʯʹ ༺࢖஋Λͮ͘ج

˞2ɹ202�೥౓Ҏલ͸೔ຊࠃ಺ɺ202�೥౓ΑΓࠃ಺֎ͷ౰ࣾͷݐઃۀࣄͷۀ࡞ॴɺ
Λର৅ɻʮ஍༺࢖ηϯλʔʹ͓͚ΔԽੴ೩ྉͷࡐػ຿ॴɺ͓Αͼࣄͷ༺࢖ࣾࣗ
܎ഉग़ޙผͷௐ੔ऀۀࣄؾͷਪਐʹؔ͢Δ๏཯ʯͰఆΊΒΕͨిࡦԹஆԽରٿ
਺ʹࢉ͖ͮجఆ

施工段階における施工高１億円あたりの原単位排出量
（kg-CO2/億円）

2013年度（基準年）2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
51,549※3 28,699 27,756 26,775 24,797 24,161

˞�ɹ೔ຊݐઃۀ࿈߹ձʹΑΔCO2ഉग़ྔݪ୯ҐΑΓࢉग़

上流および下流での排出（Scope3）

区分 算定対象
排出量（t-CO2)
2025年度

そ
の
他
の
間
接
排
出（
Ｓ
ｃ
ｏ
ｐ
ｅ
３
）※4

カ
テ
ゴ
リ
ー

1 購入した製品・サービスの資源採取、
製造、輸送 617,118

2 購入した設備などの資本財の製造、輸送 10,189

3 購入した燃料・エネルギーの資源採取、
製造、輸送※2 6,204

4 輸送・配送（上流） 8,364
5 拠点から排出した廃棄物の処理 3,691
6 従業員の出張 488
7 雇用者の通勤 123
8 賃借したリース資産の運用 対象外
9 輸送・配送（下流） 対象外
10 中間製品の加工 対象外
11 販売した製品の使用※5 71,215
12 販売した製品の廃棄時の処理※6 872
13 賃借するリース資産の運用 対象外
14 フランチャイズの運用 対象外
15 投資の運用 対象外

合計 718,262

˞�ɹ౰ࣾ୯ମͷௐୡσʔλΛ࢖༻ɻௐୡσʔλʹݪ୯ҐΛ৐ͯ͡ࢉग़ɻʮαϓϥ
ΠνΣʔϯΛ௨ͨ͡૊৫ͷԹࣨޮՌΨεഉग़౳ͷࢉఆͷͨΊͷഉग़ݪ୯Ґ
σʔλϕʔεʯʹ ༺࢖୯ҐΛݪͷࡌه

˞�ɹ౰ࣾͷͨ͠޻ࢪ৽ஙݐ෺ͷԆচ໘ੵʹഉग़ݪ୯Ґͱݐ෺ͷ଱༻೥਺Λ৐ͯ͡
ग़ࢉ

˞6ɹ౰ࣾͷ৽ஙݐ෺ݐઃʹ࢖༻ͨ͠ओཁࡐྉͷॏྔΛ΋ͱʹࢉग़

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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TNFD提言に基づく情報開示への取り組み
～自然と共生する防災・減災技術を通じて、持続可能な社会基盤を支える～

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺࣼ໘ɾͷΓ໘ରࡦɺ஍൫վྑɺߏ଄෺ิ
मɾิڧɺ౔৕ԚછରࡦͳͲͷಛघ౔໦ٕज़Λ௨ͯ͡ࠃ౔ͷ
҆શɾ҆৺Λ͓ͯ͑ࢧΓɺਫɺ౔৕ɺ஍൫ɺ৿ྛɺੜଶܥͱ
͍ͬͨࣗવࢿຊͱີ઀ʹؔΘ͍ͬͯ·͢ɻͦ ͷͨΊɺࣗવ؀
ಈʹ͓͚Δॏཁͳ੹೚Ͱ͢ɻ׆ۀࣄ΁ͷ഑ྀ͸ɺ౰ࣾͷڥ
ɹҰํͰɺ౰ࣾͷۀࣄ͸ɺ๷ࡂɾࡂݮɺ֐ࡂ෮چɺΠϯϑ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͷۀࣄ͸ɺ৿ྛɾ২ੜɾ౔৕ͱͷ͕ؔ܎ॏ
ཁͳࣼ໘ɾͷΓ໘ରࡦ΍ɺ஍࣭ɾ஍Լਫͷ೺Ѳ͕؅޻ࢪཧ
Λࠨӈ͢Δ஍൫վྑͳͲɺݱ৔͝ͱʹࣗવڥ؀ͱਂؔ͘
Θ͍ͬͯ·͢ɻ·ͨߏ଄෺ิमɾิڧʹΑΔΠϯϑϥ௕ण
໋Խ͸ɺ৽ઃࣄ޻ʹ൐͏࢖ݯࢿ༻΍ڥ؀ෛՙͷ཈੍ʹ΋ͭ
ͳ͕͍ͬͯ·͢ɻҰํͰ׆޻ࢪಈͦͷ΋ͷ͸ɺ౔஍վม΍
୙ਫɺค͡ΜɺৼಈͳͲΛ௨ͯࣗ͡વڥ؀΁ӨڹΛٴ΅͠
͏ΔͨΊɺڥ؀๏ྩͷ९क΍࣌޻ࢪͷ؅ڥ؀ཧɺഇغ෺؅
ཧͳͲʹΑΓෛՙ௿ݮʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

自然資本・事業活動・社会価値の関係

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺT/'%ఏݴΛߟࢀʹɺࣗવؔ࿈՝୊Λ
ʮΨόφϯεʯʮઓུʯʮϦεΫɾΠϯύΫτ؅ཧʯʮࢦඪͱ໨
ඪʯͷ؍఺͔Β੔ཧ͠ɺஈ֊తʹ։ࣔΛߴ౓Խ͍͖ͯ͠·
͢ɻॳ೥౓͸ɺ-&A1Ξϓϩʔνͷ-oDateʢ઀఺೺Ѳʣஈ֊
ͱͯ͠ɺओཁۀࣄͱࣗવࢿຊͱͷؔ܎Λ੔ཧ͠ɺґଘɾӨ
ձΛ؆қධՁ͠·ͨ͠ɻػɺϦεΫɾڹ

ϥ௕ण໋Խɺڥ؀म෮ͳͲΛ௨ͯ͡ɺࣗવͱ฻Β͠ͷௐ࿨
มಈʹ൐͏߽Ӎ΍౔ީؾΔଆ໘΋͍࣋ͬͯ·͢ɻ͢ݙߩʹ
ຊͷྼԽ΍ੜ෺ଟ༷ੑͷଛࢿͷܹਙԽʹՃ͑ɺࣗવ֐ࡂ࠭
ࣦͱ͍ͬͨڥ؀՝୊͕ࣾձશମͰࡏݦԽ͢Δͳ͔ɺ౰ࣾά
ϧʔϓ͸ࣗવؔ࿈ͷϦεΫͱػձΛద੾ʹ೺Ѳ͠ɺ࣋ଓత
ͳ੒௕ͱۀاՁ஋্޲ʹͭͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺT/'%ͷํ͑ߟΛ౿·͑ͯ׆ۀࣄಈͱ
ࣗવͱͷؔΘΓΛ੔ཧ͠ɺᶃࣼ໘ɾ৿ྛɾ২ੜͱͷڞੜɺᶄ
ਫɾ౔৕ɾ஍Լਫ΁ͷ഑ྀɺᶅ๷ࡂɾࡂݮʹΑΔࣗવ֐ࡂ
ϦεΫ΁ͷରԠɺᶆࡐࢿௐୡͱڥ؀ෛՙ௿ݮɺᶇڥ؀ෛՙ

自然資本・生物多様性に対する基本的な考え方

事業と自然資本との関係 TNFD提言を参考にした初年度整理

重要テーマと主な取り組み

価値創造の基盤  環境 持続可能な環境配慮型社会の形成

自然資本 当社の事業活動 創出する社会価値

水 地盤改良、土壌汚染対策、
濁水管理

水環境への配慮、
地下水・土壌環境の保全

土壌・地盤 地盤改良、斜面安定、
土壌汚染対策

地盤の安定化、安全な土地利用、
災害リスク低減

森林・植生 のり面保護、緑化、
斜面防災

斜面崩壊の防止、植生回復、
防災機能の向上

生態系 河川・山間部・沿岸部での
施工管理

自然環境への影響低減、
地域環境との調和

資源 資材調達、
建設副産物管理、リサイクル

省資源化、廃棄物削減、
循環型社会への貢献

区分 当社における整理内容

Locate
自然との接点の特定

斜面・のり面、地盤、地下水、土壌、森林・植生な
ど、主要事業と自然資本との接点を整理します

Evaluate
依存・影響の評価

施工地域の自然条件への依存、土地改変、濁水、廃
棄物、資材使用等の影響を整理します

Assess
リスク・機会の評価

豪雨・土砂災害、環境規制、調達リスク、発注者要
求の高度化、防災・減災需要等を整理します

Prepare
対応・開示

管理体制、重要テーマ、指標候補、今後のロード
マップを整理します

LEAPに基づく初年度整理

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺࣗવࢿຊɾੜ෺ଟ༷ੑʹؔ͢Δ՝୊Λɺ
ϦεΫͱػձͷ྆໘͔Βଊ͍͑ͯ·͢ɻࣗ વ֐ࡂͷܹਙԽ
΍੍نڥ؀ͷڧԽ͸׆ۀࣄಈʹӨڹΛٴ΅͢Մೳੑ͕͋Δ

自然関連リスクと機会

重要テーマ 主な対象・事業領域 具体的な取り組み・施策

① 斜面・森林・植生との共生 のり面・斜面防災工事、災害復旧 のり面緑化工法や植生回復工法の活用により、防災機能の確保と森林・植生の
保全・回復、景観への配慮を両立

② 水・土壌・地下水への配慮 地盤改良、薬液注入、土壌汚染対策 濁水・排水・薬液・掘削土等の管理徹底、土壌汚染調査・浄化により土壌・地下
水環境への影響を最小化

③ 防災・減災による
　 自然災害リスクへの対応

斜面防災、地盤改良、
インフラ補修・補強、災害復旧

気候変動に伴い激甚化する自然災害に対し、インフラの整備・補強と迅速な災
害復旧により、レジリエンスの高い安全な社会基盤づくりに貢献

④ 資材調達と環境負荷低減 資材調達、建設副産物管理、
サプライチェーン

建設副産物の削減・リサイクルや省資源工法の推進に加え、資材調達に伴う自
然関連リスクの把握とサプライヤーとの連携

⑤ 環境負荷低減工法の開発・普及 ICT施工、独自技術開発 ICT施工や独自工法の開発・普及により、CO₂排出量・資材使用量・廃棄物の低
減を図る

区分 主な内容 当社グループの対応

物理的リスク 豪雨、土砂災害、地震等による施工遅延・現場被害 現場の防災体制強化、被害復旧の迅速化

移行リスク 環境規制強化、発注者要求の高度化、許認可対応の厳格化 規制動向のモニタリング、環境管理体制の整備

調達リスク 資材価格上昇・調達制約 省資源化、代替材料・工法の検討、調達先との連携

レピュテーションリスク 環境事故や地域住民とのトラブルによる信用低下 法令遵守、環境教育、地域との情報共有、苦情対応の徹底

機会 防災・減災需要、国土強靭化、環境修復、インフラ長寿命化 特殊土木技術の高度化、環境配慮型工法の開発・普及

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺαεςφϏϦςΟઓུ෦Λத৺ʹ
ͳ͠ܞӦձٞɾऔక໾ձͱ࿈ܦɺ͍ߦͷཱҊɾਪਐΛࡦࢪ
͕ΒαεςφϏϦςΟؔ࿈ͷϦεΫɾػձΛ؅ཧ͍ͯ͠·
͢ɻੜ෺ଟ༷ੑ͓Αͼࣗવࢿຊ΁ͷରԠʹ͍ͭͯ΋ɺ͜ͷ
ମ੍ͷ΋ͱ޻ࢪɺٕज़ɺௐୡɺ҆શڥ؀ͷ֤෦໳΍άϧʔ

推進体制

ɹॳ೥౓͸ɺطଘͷؔڥ؀࿈σʔλΛ׆༻͠ɺۀ࢈ഇغ෺
ഉग़ྔɺڥ؀๏ྩҧ൓݅਺ɺڥ؀म෮ࣄ޻ͷ࣮޻ࢪ੷౳Λ
ީิͱͯ͠ɺࣗવؔ࿈ࢦඪͷઃఆΛݕ౼͍ͯ͠·͢ɻ࣌ݱ
఺Ͱ͸ࢦඪ੔උ͸్্Ͱ͕͢ɺޙࠓɺओཁ͓ۀࣄΑͼओཁ
஍ҬΛର৅ʹґଘɾӨڹɺϦεΫɾػձͷධՁΛߴ౓Խ͠ɺ
ඪͱ໨ඪΛஈ֊తʹઃఆ͍͖ͯ͠·͢ɻࢦ

指標と目標

指標 2025年度 今後の方向性
産業廃棄物排出量 1.8万t 排出量削減、再資源化の推進

産業廃棄物減量化・リサイクル率 88.29％ 一次データの把握、リサイクル推進

環境法令違反件数 0件 法令遵守の徹底

のり面保護・緑化工事件数 505件 施工面積・植生回復効果の把握

環境修復工事件数 18件 環境修復への貢献度整理

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺࠓ೥౓Λࣗવؔ࿈՝୊΁ͷରԠΛຊ֨
Խ͢Δॳ೥౓ͱҐஔ͚ͮɺT/'%ఏݴΛߟࢀʹஈ֊తͳ։

今後のロードマップ

年度 主な取り組み 目指す状態

初年度 事業と自然資本の関係性、重要テーマ、リスク・機会、指標候補を整理 TNFDに準じた初年度開示を実施

2年目 主要事業・主地域を対象に、自然への依存・影響、リスク・機会を評価 管理すべき自然関連テーマを明確化

3年目 指標・目標の設定、主要工法・事例の定量化、部門別管理の高度化 自然関連KPIの開示を開始

中期 サプライチェーンを含めた評価範囲の拡大、調達先との連携強化 TNFD開示の高度化、ネイチャーポジティブへの貢献を明確化

Ұํɺ๷ࡂɾࡂݮ΍ڥ؀഑ྀ޻ܕ๏΁ͷधཁ͸౰ࣾάϧʔ
ϓͷٕज़ྗΛ͔ͤ׆ΔػձͰ΋͋Γ·͢ɻ

ϓձࣾͱ࿈ͯ͠ܞऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻޙࠓ͸ɺαεςφϏ
ϦςΟઓུ෦͕ࣗવؔ࿈՝୊ͷ৘ใΛू໿͠ɺॏཁͳϦε
ΫɾػձΛܦӦձ͓ٞΑͼऔక໾ձ΁ใ͢ࠂΔମ੍Λ੔උ
͢Δͱͱ΋ʹɺݱ޻ࢪ৔Ͱͷ؅ڥ؀ཧ΍ௐୡ׆ಈͰͷࣗવ
ؔ࿈ϦεΫ೺ѲΛ෦໳ԣஅͰਪਐ͍͖ͯ͠·͢ɻ

௿޻ݮ๏ͷ։ൃɾීٴͷ�ͭΛॏཁςʔϚͱͯ͠ಛఆ͠·
ͨ͠ɻޙࠓ΋ٕज़ྗͷߴ౓Խͱڥ؀഑ྀ޻ܕ๏ͷීٴΛ௨
͡ɺࣗવͱڞੜ͢Δ࣋ଓՄೳͳࣾձج൫ͮ͘Γʹͯ͠ݙߩ
͍͖·͢ɻ

౓ԽΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻߴࣔ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺதܦظӦܭըʮRaJto 202�ʯͷجຊํ
਑ʮٕज़º৴པºਓࡒͰɺ࣍ੈ୅ͷ੒௕΁ʯͷ΋ͱɺಛघ౔໦
෼໺Ͱഓٕͬͨज़ྗΛ͔͠׆ɺࣗવࣗ͘ڧʹ֐ࡂવͱڞੜ
͢Δࣾձج൫ͮ͘Γʹ͖͍ͯ͠ݙߩ·͢ɻࣗ વࢿຊɾੜ෺

ଟ༷ੑ΁ͷରԠ͸ɺڥ؀อશʹͱͲ·ΒͣϦεΫ؅ཧɺٕ
ज़։ൃɺௐୡ׆ಈɺۀاՁ஋্޲ʹؔΘΔॏཁςʔϚͱ͠
ͯɺஈ֊తʹऔΓ૊ΈΛߴ౓Խ͍͖ͯ͠·͢ɻ

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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環境に配慮した技術の開発

ɹͷΓ໘޻ʹ͓͚Δڥ؀഑ྀػ޻ࢪܕցͱ
͠ ʮͯΫϦʔϯυϦϧ(9ʯΛ։ൃ͠·ͨ͠ɻ
ຊػ͸ओʹࣼ໘ิڧ౔޻ʹ༻͍ɺੑ޻ࢪೳ
ΛैདྷػҎ্ʹ্ͭͭ͠޲ɺCO⒪ഉग़ྔΛ
Δ͜ͱ͕ՄೳͰ͢ɻ͢ݮ࡟ˋେ60࠷
ɹޙࠓ͸লਓԽɺࣗಈԽΛݟਾ͑ͯϚγ
ϯΨΠμϯεػೳͷ௥ՃΛ༧ఆ͓ͯ͠Γɺ
ICTٕज़ʹ΋ରԠͨ࣍͠ੈ୅ػ޸࡟ܕͰ͢ɻ

ɹݐઃۀࣄͰ͸ɺݩͷ஍ܗΛվม͢Δ͜ͱ΋͋ΓɺͦΕʹ൐͍ࣦΘΕͨ྘
Λ෮͢ݩΔࣄ޻Λख͕͚͍ͯ·͢ɻݐઃ࣌ʹൃੜ͢Δെ࠾໦Λνοϓ΍ଯ
ංԽ෺ʹͯ͠༗ޮར༻͢ΔͨΊɺݯࢿ॥؀ɾࣗવͱͷڞੜΛਤΔڥ؀഑ྀ
ͷٕज़Ͱ͢ɻܕ

マルチ法面工法
ɹ଱ਁ৯ੑ͕͍ߴϞϧλϧਧ෇޻ͱੑ؍ܠͷ͍ߴ২ੜ޻Λ༥
߹ͤͨ͞๷ࡂɾػڥ؀ೳʹ༏ΕͨͷΓ໘อ޻ޢͰ͢ɻύϧϓ
Ϟ΢ϧυͱิۚڧ໢ɺమےɺͷΓ࿮౳ͷ૊Έ߹ΘͤʹΑΓɺ
෩Խਁ৯๷ࢭɺͷΓ໘྘Խɺද૚่յͷ๷ࢭͳͲ༷ʑͳݱ৔
৚݅΁ͷରԠ͕ՄೳͰ͢ɻ·ͨɺআ૲ͳͲޙ޻ࢪͷҡ࣋؅ཧ
Λྀ͠ߟɺ෦෼྘Խɾશ໘྘Խͷબ୒΋ՄೳͰ͢ɻ

CO2排出量を最大60％削減する
次世代型削孔機を開発

災害に強く環境に優しい、新たなのり面保護工法

価値創造の基盤  環境 持続可能な環境配慮型社会の形成

ɹ200�೥ʹ౔৕ԚછͷରࡦʹؔΘΔ๏
཯ͱͯ͠ɺ౔৕Ԛછରࡦ๏͕͞ߦࢪΕɺଟ
͘ͷ஍ҬͰ৚ྫ౳΋͞ߦࢪΕ͍ͯ·͢ɻ
ɹ౰ࣾ͸ɺ౔৕Ԛછௐࠪʹؔ͢Δௐࠪܭ
ըͷཱҊ͔Βௐࠪͷ࣮ࢪɺ݁Ռͷղੳ·
Ͱ͍ͯͬߦ·͢ɻ͞ ΒʹɺͦͷޙͷධՁɺ
ΛؚΊͯ૯޻ࢪͷཱҊɺࡦదͳড়Խର࠷
߹తʹ͏ߦ౔৕Ԛછରٕࡦज़Λ։ൃɾอ
༗͍ͯ͠·͢ɻ

総合的な土壌汚染対策技術

エコサイクル緑化工法
ɹെ࠾໦΍ൈࠜͷคࡅ෺ͳͲͷݐઃ෭࢈෺Λ͸͡Ίͱ͢Δ༷ʑͳഇغ෺ΛͷΓ
໘྘Խࣄ޻༻ͷੜҭج൫ࡐͷҰ෦ͱͯ͠༗ޮར༻͠ɺ྘Խɾࣗ વճ෮Λ͏ߦϦ
αΠΫϧ྘Խ޻๏Ͱ͢ɻ

グリーン購入法 特定調達品目登録

生育基盤材として再資源化した実績

˞ ༻్ผʹס૩ɺଯංԽɺ;Δ͍෼͚ɺࠞ ߹ͱ͍ͬͨ޻ఔΛͯܦ༗ޮར༻͠·͢ɻ

分類 リサイクル材として利用可能な廃棄物

有機質系 伐採木、抜根の生チップまたは堆肥化物、
刈草・剪定枝、解体木材（木炭）、下水汚泥（造粒物）、畜産廃棄物など

無機質系 アスファルト破砕物、コンクリート破砕物、貝殻破砕物、ガラスビン破砕物、
浄水場の汚泥、石炭の焼成殻、パルプスラッジなど

െ࠾໦ɾൈࠜ

ղମ໦ࡐ ཆ৩֋֪

施工後全景断面模式図平面模式図

ΫϦʔϯυϦϧ(9

資源循環・自然との共生を図る環境緑化技術

汚染物質 浄化対策技術 汚染物質 浄化対策技術

重金属類 原位置不溶化 油分 化学酸化分解法

揮発性有機化合物
● 鉄粉還元浄化工法　● 化学酸化分解工法　● 原位置バイオレメディエーション
● ホットソイル工法　● 揚水バッキ　● 土壌ガス吸引　● エアースパージング すべての汚染物質

● 原位置封じ込め　
● 掘削除去

ද૚౔৕ɺ౔৕Ψε౳ͷฏ໘తͳԚછঢ়گௐࠪͷ݁Ռ
Λ΋ͱʹɺਂ Λௐࠪ͠·͢ɻگͷԚછঢ়޲ํ͞ ড়Խରٕࡦज़

ライト工業の土壌汚染浄化対策技術

ɹ͜Ε·ͰɺͷΓ໘Λอ͢ޢΔํ๏ͱͯ͠ɺϞϧλϧਧ෇
ଟ͘༻͍ΒΕ͖ͯ·ͨ͠ɻϞϧλϧਧ෇͚͸ɺ෩Խɾ͕޻
ਁ৯ͷ๷ࢭΛ໨తͱͯ͠༻͍ΒΕɺ๷ਫػೳ͕ཁ͞ٻΕ·
͢ɻطઃਧ෇Ϟϧλϧ͸ɺܦ೥มԽʹΑΓਧ෇Ϟϧλϧࣗ
ମͷྼԽ΍ͻͼׂΕɺണ཭ɺ஍Լਫ౳ͷӨڹʹΑΔ஍൫ͷ
෩ԽɾۭಎԽ͕ੜ͍ͯ͡·͢ɻ౰ࣾ͸ͦͷิमɾิڧͷࡍ
Δٕज़Λอ༗ͯ͢͠ݮ࡟Λ༺࢖෺΍Ϟϧλϧͷغഇۀ࢈ʹ
͍·͢ɻ

のリフレッシュ工法
ɹैདྷ͸ɺطઃਧ෇ϞϧλϧΛऔΓআ͖ɺ৽͘͠࡞Γସ͑
ΔͨΊେྔͷۀ࢈ഇغ෺͕ൃੜ͍ͯ͠·ͨ͠ɻͷϦϑϨο

産業廃棄物を減らす補修・補強技術

施工手順

確認調査工2のり面
水洗い清掃工1 樹脂吹付工3 空隙充填工4

थࢷਧ෇޻ τοϓίʔτਧ෇޻ લ޻ࢪ ʣܠʢۙޙ޻ࢪ

施工後

トップコート
吹付工5

γϡ޻๏͸ɺطઃϞϧλϧͷ্͔Β͞ΒʹϞϧλϧΛਧ෇
͚ΔͨΊɺ࿝ٺԽͨ͠طઃਧ෇ϞϧλϧΛऔΓյ ʢࣺͯ͢
Δʣ͜ ͱͳ͘ɺطઃͷΓ໘Λิमɺิ ޻Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δ͢ڧ
๏Ͱ͢ɻ
ɹϞϧλϧʹ͸୹ણҡΛࠞೖ͢ΔͨΊɺ͛͡ۂΜੑ্͕޲
͠ɺਧ෇͚ް͞Λ௨ৗΑΓ΋௿͢ݮΔ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻͦ
ͷͨΊϞϧλϧͷ࢖༻ྔΛ͠ݮ࡟ɺڥ؀ෛՙͷ௿ݮʹͭͳ
͕Γ·͢ɻ·ͨɺϞϧλϧͷܰඍͳଛইʹ͍ͭͯ͸ɺथࢷ
ਧ෇͚λΠϓΛ࠾༻͢Δ͜ͱͰɺ؆қʹิम͕Ͱ͖·͢ɻ
ϞϧλϧΛ࢖༻͠ͳ͍ͨΊɺϞϧλϧͷ͸ͶฦΓʹΑΔϩ
ε͕ൃੜ͠·ͤΜɻ͞ Βʹɺػ༺࢖ց΋খن໛Ͱ͋ΔͨΊɺ
ɻ͢·͠ݙߩ΋ʹݮ࡟தʹൃੜ͢ΔCO2ͷ޻ࢪ

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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災害復旧で社会に貢献
価値創造の基盤  社会 安全・安心を支える強靭な社会インフラの構築

ɹ202�೥6݄୆෩2߸ͷ߽ӍʹΑΓɺࠃಓ�6߸ീԦࢠό
ΠύεͷͷΓ໘่͕མ͠ɺ౔࠭ൃ͕֐ࡂੜ͠·ͨ͠ɻͷΓ
໘่͕མͨ͠Օॴ͸Ԇ௕�6̼ʹٴͼɺṹਫΠϯλʔ͔Βࡔ
Լަࠩ఺ͷ্͕۠ؒԼઢͰҰ࣌௨ࢭߦΊͱͳΓ·ͨ͠ɻ౦
Ίʹͳͬࢭߦಓ�6߸ઢ͕શ໘௨ࠃΛ݁Ϳࢢͷओཁ౎߫ۙژ
ͨӨڹͰɺपลಓ࿏ͷࠞ૿͕ࡶେ͠ɺ෺ྲྀ΍ٸٹ౳ࢢຽੜ
ΊΒΕ·ͨ͠ɻٻ͕چ΋ૣ͍෮ࠁ͸େ͖͘ɺҰڹ΁ͷӨ׆
ɹ౰ࣾ͸ൃ֐ࡂੜͷཌே͔Βݱ৔ʹೖΓɺૣظͷ௨ࢭߦΊ
ͷղফʹ͠ݙߩ·ͨ͠ɻ

R5八王子バイパス災害復旧工事
ɹ౰ࣾ͸ɺീԦࢠόΠύε֐ࡂ෮چϓϩδΣΫτʹࢀը
͠ɺҰࠁ΋ૣ͍ീԦࢠόΠύε௨ࢭߦΊͷ׬શղফΛ໨ࢦ
͠ɺͷΓ໘่མՕॴͷम෮ʹऔΓ૊Έ·ͨ͠ɻຊ֨తʹͷ
Γ໘म෮ࣄ޻Λ͏ߦલʹɺ่མޙͷͷΓ໘͕͞Βʹ่Εͯ
ೋ͖࣍ى͕֐ࡂͳ͍Α͏ʹ҆ఆͤ͞ΔͨΊɺԾ෮ۀ࡞چͷ
Ұ؀ͱͯ͠ͷΓ໘่མՕॴ΁ͷϞϧλϧਧ෇ͱϩοΫϘϧ
τ޻ʹΑΔ޻ࢪΛ͍ߦ·ͨ͠ɻ
ɹ่མޙͷͷΓ໘ʹ͸ෆ҆ఆͳ౔մ͕࢒Γɺͦͷ··ۀ࡞
һ͕ͷΓ໘ʹೖΔͱ͞Βʹണམ౳͕ൃੜ͢ΔͳͲͷ͕ݥة
͋ΔͨΊɺͷΓ໘ʹϞϧλϧਧ͖෇͚Λ͍ߦɺਓ͕ೖΕΔ
Α͏ʹ͠·ͨ͠ɻͦ ͷϞϧλϧΛਧ͖෇͚Δࡍ͸ɺۀ࡞һ
ͷ҆શΛ֬อ͢ΔͨΊɺRoCo�4Iot TZpe�(Λಋೖ͠ɺ௻
Լ͛ࣜਧ෇ػʹΑΔԕִૢ࡞Ͱ͍ߦ·ͨ͠ɻ͜ ΕʹΑΓ׬
શʹ҆ఆ͸͠ͳ͍·Ͱ΋ɺۀ࡞һཱ͕ͪೖͬͯ͢޻ࢪΔ͜
ͱ͕Ͱ͖ΔΑ͏ʹͳΓɺ௻Լ͛ࣜͷεΧΠυϦϧΛ༻͍ͯ
ϩοΫϘϧτ޻Λ͍ߦɺͷΓ໘ͷ่མΛ๷͠ࢭ·ͨ͠ɻ
ɹൃ֐ࡂੜޙͷԠٸ෮ࣄ޻چͱͯͨͬ͠ߦ౔࠭๷ޢนͱɺ
ͷΓ໘อ޻ޢʹΑΓಓ࿏ຊઢ͓Αͼۀ࡞Օॴͷ҆શ͸֬อ
͞Ε·͕ͨ͠ɺࠓࡢͷީؾมಈͷӨ͔ڹΒ૝ఆ֎ͷେӍͳ
Ͳ͕ൃੜ͢Δ͜ͱ΋ྀ͠ߟͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻͦ ͷͨΊɺ
ຊ෮ࣄ޻چͷ׬੒ʹ͚ͯ޲ɺݱ৔͚ͩͰ͸ͳ͘ɺपลͷಓ
࿏΍Ո԰·ͰؚΊͨສશͷ҆શ؅ཧମ੍Ͱ͠޻ࢪ·ͨ͠ɻ

   202�೥�݄̍೔ɺੴ઒ݝೳొ஍ํʹ͓͍ͯϚάχνϡʔ
υ��6ͷ஍਒͕ൃੜ͠ɺࢤլொ͓ΑͼྠౡࢢͰ਒౓�Λ؍ଌ
ͨ͠΄͔ɺೳొ஍ํͷൣ͍޿ғͰ਒౓6Ҏ্ͷ༳ΕΛ؍ଌ
͠·ͨ͠ɻ͜ ͷ஍਒ʹΑΓɺಓ࿏ɺమಓɺۭ ࿏ͱ͍ͬͨަ௨
໢͕Ұ࣌ෆ௨ͱͳΔͳͲɺ஍Ҭࣾձʹେ͖ͳඃ֐ͱӨڹΛ
΋ͨΒ͠·ͨ͠ɻೳొ൒ౡͷւԊ͍Λ݁Ϳࠃಓ2��߸ͷ͏
ͪɺྠౡ͔ࢢΒचऱࢢʹ͔͚ͯͷ໿��LNʹ͓ΑͿ۠ؒ͸
ೳొ൒ౡ஍਒ͱԞೳొ߽ӍʹΑΓɺͷΓ໘่མ΍ಓ࿏ͷؕ
຅ͳͲେ͖ͳඃ֐Λड͚·ͨ͠ɻ
ɹ౰ࣾ͸ɺचऱࢢͷʮେ୩τϯωϧɾϧʔϓ۠޻ڮʯʹ ͓͍
ͯɺͷΓ໘෮ܞʹࣄ޻چΘΓ·ͨ͠ɻ஍਒ͱ߽ӍʹΑΓେ͖
͘ଛইͨࣼ͠໘ͷ҆ఆԽΛਤΔ͜ͱͰɺࠃಓ2��߸ͷ҆શ
ͳ௨ߦͷ֬อͱ஍Ҭॅຽͷੜ׆ͷૣظճ෮ʹ͠ݙߩ·ͨ͠ɻ

R6 249号珠洲地区法面復旧その１工事
ɹ౰ࣾ͸ɺʮR6 2��߸चऱ஍۠๏໘෮ͦچͷ̍ࣄ޻ʯʹ ܞ
ΘΓɺ่མͨ͠ͷΓ໘ͷૣظ෮چͱࠃಓ2��߸ͷ҆શ֬อ
ʹऔΓ૊Έ·ͨ͠ɻຊࣄ޻஍Ҭ͸ɺೳొ൒ౡ஍਒ʹΑΓ஍
൫͕ਂࠁͳଛইΛड͚ͨ͏͑ɺԞೳొ߽ӍʹΑΓਫ͕ਁಁ
ͯ͠͞ΒͳΔ౔࠭֐ࡂΛҾ͖͜͠ىɺඃ֦͕֐େͨ͠஍Ҭ
Ͱ͢ɻࣼ ໘͸ඇৗʹෆ҆ఆͳঢ়ଶʹ͋ΓɺେӍ͕߱Δͱ౔
͕࠭ਫͱͱ΋ʹಓ࿏΁ྲྀग़͢Δ͕͋ݥةΓ·ͨ͠ɻ͜ ͷͨ
ΊɺԾઃͷམੴ๷ࢭωοτ΍౔೯Λઃஔ͢Δ͜ͱͰ౔࠭ͷ
ྲྀग़Λ཈͑ɺ̓ શʹ഑ྀͯ͠޻ࢪΛਐΊ·ͨ͠ɻ
ɹͷΓ໘ͷຊ֨తͳ෮چʹ͸ɺ஍ڧิࢁ౔޻๏Ͱ͋Δʮ%C
ωοτ޻๏ʯʹ ΑΓ޻ࢪΛ͍ߦ·ͨ͠ɻʮ%Cωοτ޻๏ʯ͸ɺ
ࣼ໘ʹิࡐڧʢϩοΫϘϧτʣΛૠೖͯ҆͠ఆԽͨ͠ͷͪɺ
ࣼ໘શମʹෑઃͨ͠ڧ౓ͷ͍ۚߴ໢ʢΤΫγʔυωοτʣͱ
ϩοΫϘϧτ಄෦Λͭͳ͙έʔϒϧʹΑΓࣼ໘ͷද૚่յ
ͱิؒࡐڧதൈ่͚յΛ๷͢ࢭΔ޻๏Ͱ͢ɻج൫อ࣋ޮՌ
ͱൺ޻ͷ཈੍ʹ༏ΕΔ΄͔ɺैདྷͷ๏࿮ܗɺࣼ໘ม͘ߴ͕
΂͕ظ޻୹͘ɺૣ ՄೳͰ͢ɻ͕چͷ෮ظ
ɹ͜ΕʹΑΓɺࠃಓ2��߸ͷૣظͷ҆શ֬อΛਤΔͱͱ΋
ʹɺ஍Ҭॅຽͷ҆৺ɾ҆શͳ฻Β͠ͷճ෮ʹ͠ݙߩ·ͨ͠ɻ

ࢠՕॴ ౰ॳͷ༷֐ಓ2��߸ઢඃࠃ

RoCo�4Iot TZpe�(ʹΑΔϞϧλϧਧ෇ ௻Լ͛ࣜεΧΠυϦϧʹΑΔϩοΫϘϧτ޻

گͷঢ়֐ࡂ Ծ෮޻ࢪچத

ɹݝ࡚ٶ೔ೆࢢʹ͋Δ༉௡ߓ͸෩ޫ໌ᇪͳ೔ೆւ؛ʹҐஔ
͢ΔఱવͷྑߓͰ͢ɻ࣌ށߐ୅ᰣංʢ͓ͼʣൡओʹΑΔງ઒
ӡՏͷ։ޙ࡟ɺ໦ࡐͷൖग़͕ൃ׆ͱͳΓɺ����೥ʹ͸ޙഎ
஍ͷాޗ஍۠Ͱ੡޻ࢴ৔͕૑͠ۀŊ ���2೥ॏཁߓ࿷ʹࢦ
ఆ͞Ε͍ͯ·͢ɻ����೥ߓ࿷ܭըͷࡦఆޙŊ ๷೾అ΍ཹ܎
ઃͳͲͷ੔උ͕ॱ࣍ਐΊΒΕŊࢪ ����೥ͷ౦෈಄ڙ༻։࢝
ೆ஍Ҭͷ෺ྲྀݝ࿏͕։ઃ͞Εɺߤίϯςφࡍࠃ಺ɾࠃ͸ɺޙ
఺ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻڌ

高難度の100m超グラウンドアンカー施工工事
ɹ͜ͷ༉௡ߓͰɺʮୈ�0؛น଱਒ิࣄ޻ڧʯͷ޻ࢪΛ͍ߦ
·ͨ͠ɻ͜ ͷࣄ޻Ͱ͸ɺέʔιϯΛ࢖༻ͨ͠ॏྗࣜ؛นʹ
ରͯ͠ɺάϥ΢ϯυΞϯΧʔΛ༻͍ͯ஍਒࣌ͷ׈ಈ΍มҐ
Λ཈੍͢Δ଱਒ิ޻ڧ๏ʹΑΔ޻ࢪΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ͜ ͷ
ϓϨετϨεྗΛ݁͠ۓ๏͸έʔιϯͷ಄෦ͱ஍൫ͱΛ޻
༩͑Δ΋ͷͰɺ׬શೋॏ๷৯ͷҾுࡐΛ༻͍ͯ௕҆ظఆత
ͳޮՌΛൃ͢شΔ͜ͱ΍ڥ؀ෛՙ͕গͳ͍͜ͱ͕ಛ௃Ͱ
͢ɻ·ͨɺ޻ࢪϠʔυ໘ੵ͕ൺֱతগͳ͘ɺࢪઃΛڙ༻͠
ͳ͕Β޻ࢪͰ͖Δ͜ͱ΋ಛ௃ͷҰͭͰ͢ɻ
ɹຊݱ৔͸ఆண૚ͷਂ౓͕ਂ͘ɺ໿�00Nͷ͕޸࡟ඞཁͱ
ͳΔ೉౓ͷࣄ޻͍ߴͰ͢ɻ௨ৗͷάϥ΢ϯυΞϯΧʔͷࢪ
ݴ௕ͱ޸࡟͸�0Nఔ౓·Ͱ͕ଟ͘ɺ�0NͰ΋͔ͳΓ௕͍޻
͑·͢ɻ�00NΛ௒͑Δྫࣄ͸શࠃతʹͯݟ΋رগͰɺ௨
ৗͷΞϯΧʔઃܭ༻ͷιϑτͰ͸ରԠ͍ͯ͠ͳ͍΄ͲͰ
͢ɻάϥ΢ϯυΞϯΧʔ͸���NִؒͰଧઃ͞ΕΔͨΊɺྡ
઀ΞϯΧʔͱͷׯবΛ๷͙ͨΊʹߴਫ਼౓Ͱͷٻ͕޸࡟ΊΒ
Ε·͢ɻ·ͨɺఆண૚΁ͷ࣮֬ͳ౸ୡͷ֬ೝ΋ॏཁͳ՝୊
ͷҰͭͰͨ͠ɻ

新型削孔機を開発し安定的な削孔を実現
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社会インフラ整備

豪雨災害による八王子バイパスの災害復旧 能登半島地震による国道249号の災害復旧 日南市油津港の岸壁耐震補強工事 茅ヶ崎JCT-茅ヶ崎西IC間の橋脚耐震補強工事

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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品質マネジメント
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ライトDXビジョンの継続 体制構築

自然との共生を基本とする高度な建設技術の開発と丁
寧な運用を通して、当社品質への信頼性を高め、人々
が安心して暮らせる社会の発展に貢献する。

１. 安心して暮らせる社会の構築
２. 自然との共生
３. 品質への信頼性確保

実施事項
１. 高度な建設技術の開発と活用
２. 丁寧な技術運用
３. 技術の高度化に伴う品質水準を確保するための
    人材教育
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認 証 番 号 MSA-QS-200

認 証 日 1999年3月18日

発 効 日 2025年10月29日

有 効 期 限 2028年11月28日

認 定 範 囲 28 建設
34 エンジニアリング、研究開発

適 用 規 格 JIS Q 9001：2015 （ISO 9001：2015）

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物及び建築物の設計、施工並びに除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、
中国四国統括支店、九州統括支店

ISO 9001認証登録

2025年度の主な受賞

ライトDXビジョン推進の取り組み

品質方針

品質マネジメントシステム

各種表彰の受賞

価値創造の基盤  社会 品質の確保と技術革新の追求

表彰団体 表彰名 受賞対象

国土交通省　
北陸地方整備局

令和6年度完成　
優良工事における
下請負者等表彰 局長表彰

令和5・6年度
黒川渡法面対策工
工事

国土交通省　
関東地方整備局

令和6年度　
安全管理優良受注者表彰 橋梁補修工事

国土交通省　
近畿地方整備局

令和7年度　
国土交通行政関係功労者表彰
優良工事等施工者（安全対策）
局長表彰

大滝ダム
右岸下流法面補強
工事

東北農政局

令和7年度
東北農政局所管農業農村整備
事業等優良工事等の受注者等
の表彰
東北農政局長表彰

国営施設応急対策
事業角田地区　
江尻排水機場
管理用道路
法面保護工事

国土交通省　
近畿地方整備局　
大阪国道事務所

令和7年度　
国土交通行政関係功労者表彰
優良工事等施工者
事務所長表彰

国道25号
国分東条町地区
災害復旧工事

国土交通省　
九州地方整備局　
熊本河川国道事務所

令和7年度　
優良工事における下請業者
事務所長表彰

令和5年度　
岩野地区
法面処理外工事

国土交通省　
九州地方整備局　
八代河川国道事務所

令和7年度　
優良施工業者（工事部門）に
おける下請負者 事務所長表彰

熊本57号
城塚地区改良
24期外工事

国土交通省　
関東地方整備局　
高崎河川国道事務所

令和6年度　
難工事功労表彰　
事務所長表彰

Ｒ5国道17号三坂大
橋橋梁補修工事、Ｒ
5前橋・桐生管内橋
梁・横断歩道橋補
修工事、Ｒ5沼田管
内橋梁補修工事

国土交通省　
東北地方整備局　
郡山国道事務所

令和7年度　
国土交通行政関係功労者表彰
優良工事・優良技術者　
事務所長表彰

湯野上滝ノ上地区
法面工事
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品質向上への取り組み
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DXの取り組み3本柱

重要情報を共有できる
基幹環境の整備

全社員が主体的に
DXに取り組める体制

社員の成長が企業成長に
つながる人財育成

情報共有

体制構築

人財育成
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DX推進委員会

DX推進室（開発）

DX推進室（建築）

DXワーキンググループ

DX推進グループ

DX全社プロジェクト 各本部 各支社・支店

DX推進者

営業
工事

管理
設計

ɹ৬һؒͷ৘ใڞ༗ͱۀ຿ޮ཰ԽΛ໨తʹɺ৘ใثػɺڞ
༗πʔϧͷ׆༻ଅਐ΍௨৴ڥ؀ͷ੔උɺΫϥ΢υ׆༻ʹΑ
Δۀ຿ڥ؀ͷߴ౓ԽΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ͞ ΒʹɺAIࢧԉܕ
φϨοδϚωδϝϯτπʔϧ΍ࣾ಺஫ҙىשΞϓϦʮϥΠ
τ҆શφϏʯΛ׆༻͠ɺ஌ࣝ΍҆શ৘ใͷ஝ੵɾڞ༗Λ௨
ͯ͡ɺੜ্޲ੑ࢈ͱ҆શͳ৬৔ڥ؀ͷ࣮ݱʹऔΓ૊ΜͰ͍
·͢ɻ؅ཧ෦໳Ͱ͸ɺۀ຿γεςϜͷվળ͓ΑͼγεςϜ
ؒ࿈ܞɾ౷߹ΛਐΊΔ͜ͱͰɺۀࣄશମͷޮ཰ԽΛՃ଎͠ɺ
૊৫ͷڝ૪ྗ্޲Λ໨͠ࢦ·͢ɻ

情報共有

ɹ͜Ε·Ͱɺ%9ͷૅج஌্ࣝ޲ΛਤΔ໨తͰɺ֤ڌ఺ͷ
%9ਪਐ୲౰ऀΛ௨ͨ͡ݱ৔ݚमΛશ৬һର৅ʹ࣮ͯ͠ࢪ
͖·ͨ͠ɻ
ɹ͞ΒʹɺίΞਓࡒҭ੒Λ໨తʹɺۀ࢈ࡁܦল͕ࡦఆͨ͠
σδλϧεΩϧඪ४ʢ%44ʣʹ ଓతʹల։͠ܧमΛݚͮ͘ج
͍ͯ·͢ɻ
ɹࠓ೥౓͸ɺٕ ज़ܥ৬һΛର৅ʹɺσʔλ׆༻ೳྗͷ্޲Λ
ਤΓɺ؍٬తͳࠜͮ͘جʹڌ൑அͱ՝୊ղܾೳྗͷڧԽΛ
ਐΊ·͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺݱ৔Ͱൃੜ͢Δ՝୊΁ͷରԠྗΛ
ͳ͍͖͛ͯ·͢ɻͭʹ্޲ੑ࢈຿վળͱੜۀଓతͳܧΊɺߴ

人財育成

ઌਐٕज़Λڮͨ͠༺׆ྊิमۀ࡞ͷ༷ࢠ ʮؔ౦Πϯϑϥ%9େ৆ʯදজঢ়

TOPIC❶「関東インフラDX大賞」受賞　橋梁補修工事におけるDX推進事例

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ɹ౰ࣾͷװجγεςϜ͸ɺΦϦδφϧ։ൃʹΑΔʮ౔໦ɾݐ
ஙۀࣄΛ͑ࢧΔ౷߹؅ཧͷ࢓૊ΈɾγεςϜʯͰɺۀװج຿
ͷ઒্͔Β઒Լ·ͰΛརศੑࢧ͘ߴԉ͢ΔػೳΛ༗͍ͯ͠
·͢ɻ·ͨɺ֤ػೳΛਵ࣌࡮৽͢Δ͜ͱͰɺ౰ࣾͷܧଓత
ͳ%9ͷૅͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹװجγεςϜΛத৺ʹɺ�෼ྨͷαϒγεςϜ͕࿈ͯ͠ܞ
͓Γɺͦ ΕΒશମ͕౰ࣾͷ׆ۀࣄಈΛ͍ͯ͑ࢧ·͢ɻ·ͨɺج
༗ʹΑΓɺαϒγεςϜͰѻ͏σʔڞγεςϜͱͷσʔλװ
λͷ࣮֬ੑ΍Ұؾ௨؏ʹΑΔۀ຿ޮ཰Λ࣮͍ͯ͠ݱ·͢ɻ

ライト工業の基幹システム 基幹システムの代表的な機能

DXに向けた基幹システム構築の取り組み
価値創造の基盤  社会 品質の確保と技術革新の追求

ライトDXビジョン推進の取り組み

ɹ2022೥�0݄ɺʮ%9ೝఆऀۀࣄʯʹ ೝఆ͞Εɺ2026೥�0
݄ʹ2ճ໨ͷೝఆߋ৽͕͞Ε·ͨ͠ɻޙࠓ΋ೝఆߋ৽ʹ޲
͚ɺதܦظӦܭըʮRaJto202�ʯʹ Δ%9ઓ͛ܝ ʮུۀ຿վ
ળͷྖҬΛ௒͑ͯɺ%9ͰՁ஋૑଄ΛՃ଎͢Δʯʹ Ԋͬͯɺ

DX認定事業者の認定・更新

ɹ࠷৽ٕज़ͷਐల΍ٸ଎ʹมԽ͢Δڥ؀ۀࣄʹରԠ͢Δͨ
Ίɺ%9ϩʔυϚοϓΛఆظతʹݟ௚͠ͳ͕Βɺ֤ஈ֊Ͱಘ
ΒΕͨ੒ՌΛண࣮ʹੵΈ্͛ɺ࣋ଓతͳۀࣄ੒௕ͷ࣮ݱΛ
໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ
ɹͦͷத֩ͱͳΔࡦࢪͱͯ͠ɺੜ੒AIΛؚΉAIٕज़΍ઌਐ
σδλϧٕज़Λੵۃతʹ׆༻͠ɺۀ຿ϓϩηε΍։ൃϓϩ
ηεͷมֵΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺੜ্޲ੑ࢈΍
඼্࣭޲ɺ৽ͨͳՁ஋૑ग़Λ࣮͠ݱɺશࣾతͳ%9ΛՃ଎͠
͍ͯ·͢ɻࣾ һҰਓͻͱΓ͕มԽΛલ͖޲ʹଊ͑ɺओମత
ʹֶͼɺ௅ઓͰ͖ΔۀاจԽΛৢ੒͢Δͱͱ΋ʹɺ͞Βͳ
Δೝఆऔಘ΍ධՁ্޲Λ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

DX戦略を軸とした持続的成長への挑戦

੒ՌΛग़͍ͯ͘͠༧ఆͰ͢ɻ·ͨɺσδλϧΨόφϯεɾ
ίʔυʹ͓͍ͯॏཁͳαΠόʔηΩϡϦςΟରࡦ΋ฒ͠ߦ
ͯਐΊΔ͜ͱͰɺϏδωεͷ%9ԽʹΑΔηΩϡϦςΟϦε
Ϋͷݮ࡟ʹ΋౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ

ɹ͜͏ͨ͠औΓ૊ΈΛ͑ࢧΔࡦࢪͷҰͭͱͯ͠දজ੍౓Λ
ಋೖ͠ɺۀ຿վળ΍ίϛϡχέʔγϣϯੑ׆Խɺ٬ސՁ஋
༗͍ͯ͠·͢ɻ͞ڞΛධՁɾྫࣄͳ͕Δ࣮ફͭʹ্޲ Βʹɺ
༏ΕͨऔΓ૊ΈΛ૊৫શମ΁ల։͢Δͱͱ΋ʹɺಘΒΕͨ
੒Ռ΍஌ݟΛ%9ϩʔυϚοϓ΁ܧଓతʹ൓ө͢Δ͜ͱͰɺ
૊৫શମͷมֵΛՃ଎͍ͯ͠·͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺ֤෦໳ͷ
Ϟνϕʔγϣϯ্޲ͱΠϊϕʔγϣϯ૑ग़Λଅਐ͠ɺมԽ
΋ੜޙࠓ੒௕͠ଓ͚Δ૊৫ͮ͘ΓΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ͘ڧʹ
੒AIΛ͸͡Ίͱ͢Δσδλϧٕज़ͷ׆༻Λ೔ৗۀ຿΁ఆண
ͤ͞ɺࣾһҰਓͻͱΓͷೳྗͱ૊৫ྗΛ࠷େݶʹҾ͖ग़͢
͜ͱͰɺ࣋ ଓతͳۀاՁ஋ͷ্޲Λ࣮͖͍ͯ͠ݱ·͢ɻ

現段階

土木分野

建築分野

IT知識向上・教育 IT活用力の高度化
AR技術の利活用普及推進

検査ツールの改良・普及推進

AR技術の利活用分野の拡大

現場への適用・活用

現場管理アプリの普及促進・教育

データ連携高度化による付加価値向上
通信基盤拡充・クラウド利用拡大

BIM活用方法の改良・教育・現場適用
現場管理アプリ活用向上・教育

施工自動化の検討・開発 施工自動化の実装に向けた試験施工
データ利活用の検討施工データの収集・検証

基幹・情報

セキュリティ

DSSに合わせた教育多様化 DX人財教育の体系的推進
DX取り組みの拠点展開推進 拠点展開レベルの深化

人財・体制

DX／AI進化に合わせた
基幹・情報システム刷新

被害復旧フェーズ強化
ゼロトラスト対策強化

サプライチェーン対策強化
セキュリティ網羅性向上・セキュアな情報交換基盤拡大

DX推進・技術・利用人財の
スキルアップと連携拡大・強化

現場管理ツールの活用向上と
新規ツールの検証

既存ソフト・アプリの活用向上と
新規ツールの検証

次段階 中期段階

ɹ͜Ε·Ͱਪਐ͖ͯͨ͠ࣄ຿෦໳͓Αͼۀݱ෦໳ͷ%9׆ಈΛج൫
ͱͯ͠ɺͦ ͷ׆༻ྖҬΛ҆શͷ෼໺ʹ΋֦େ͍ͯ͠·͢ɻͦ ͷऔΓ૊
ΈͷҰ͕ͭɺ̓ શ৘ใ׆༻ΞϓϦέʔγϣϯʮϥΠτ҆શφϏʯͰ͢ɻ
ɹຊΞϓϦέʔγϣϯ͸ɺ҆શ෦໳ɺۀݱ෦໳͕࿈͠ܞɺݱ৔͔
ΒͤدΒΕΔ՝୊΍վળཁ๬Λ΋ͱʹɺ։ൃɺߦࢼɺվળΛ܁Γ
ฦ͠ͳ͕Βߏஙͨ͠શࣾڞ௨ͷ৘ใج൫Ͱ͢ɻ
ɹ͜Ε·Ͱݸਓ΍෦ॺ͝ͱʹ؅ཧ͞Ε͍ͯͨ࿑ಇ֐ࡂ΍޻ࢪෆ۩
߹ʹؔ͢Δ৘ใΛҰݩԽ͠ɺݱ৔͔Β༰қʹར༻Ͱ͖Δڥ؀Λ੔
උ͢Δ͜ͱͰɺ҆શʹؔ͢Δ஌ࣝ΍ϊ΢ϋ΢ͷ૊৫࢈ࢿԽΛ࣮ݱ
͠·ͨ͠ɻ·ͨɺ఺݁ݕՌ΍ࢦఠ߲ࣄͷϦΞϧλΠϜڞ༗ʹΑΓɺ
ਝ଎ͳ৘ใ఻ୡͱରԠΛՄೳͱ͠ɺ҆શ؅ཧۀ຿ͷߴ౓Խʹ΋ͭ
ͳ͕͍ͬͯ·͢ɻ
ɹຊऔΓ૊ΈʹΑΓɺ҆શ؅ཧΛݸਓ΍ݱ৔ͷݧܦʹґଘ͢Δӡ
༻͔Βɺ৘ใΛ஝ੵɺڞ༗ɺ׆༻͠ͳ͕Β૊৫શମͰܧଓతʹվળ

「ライト安全ナビ」で実現する確実な安全管理と業務効率化

͢Δӡ༻΁ͱస͠׵·ͨ͠ɻ·ͨɺຊྫࣄ͸ɺࣄ຿෦໳ɺۀݱ෦໳ɺ
҆શ෦໳͕૊৫ԣஅతʹ࿈͠ܞɺ͜Ε·Ͱഓ͖ͬͯͨ%9ͷٕज़ɾ
஌ݟΛ҆શ؅ཧ෼໺΁Ԡ༻͢Δͱͱ΋ʹɺͦͷ੒ՌΛશࣾతʹల
։͢Δ͜ͱͰɺ৽ͨͳՁ஋૑ग़ʹͭͳ͛ͨऔΓ૊ΈͰ΋͋Γ·͢ɻ
ɹޙࠓ͸ɺશݱ৔Ͱͷఆணͱར׆༻ͷ֦େΛਐΊɺ҆શɺ޻ࢪɺ
඼࣭ʹؔ͢Δ৘ใΛ౷߹తʹ׆༻Ͱ͖Δ৘ใج൫΁ൃలͤ͞ɺ͞
ΒͳΔ҆શੑ্޲ͱ޻ࢪ඼࣭ͷ֬อʹͭͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ

一元化

「ライト安全ナビ」の主な機能

現場の安全を、もっと身近に。もっとスマートに。

１．過去の労災事例による注意喚起

ライト安全ナビ

分野・工種別

毎日更新
・
検 索

２．リスク情報の一元管理と可視化 ３．点検業務情報の共有と迅速な対応

スマホ・タブレット・PCで点検

注意喚起

ライト安全ナビ
労災・施工・品質

・労災事例
・施工、品質

今日の
注意点は？ 点検

入力
情報
共有

迅速
対応

点検対応迅速化
品質

労災

施工

ペーパーレス化

TOPIC❷ DXアイデアを具現化する全社横断プロジェクトで推進する現場改革～「ライト安全ナビ」の実装～

工事系システム

各管理システム

財務系システム

施工管理 予実管理

各システム間の
自動データ連携・システム統合

各現場業務のデジタル化・効率化・自動化

デジタイゼーション・デジタライゼーション基盤の構築・高度化

基幹システム概要図

ɹװجγεςϜͷ�ͭͷಛ௃͸ɺݐઃۀքʹ͓͚Δ౰ࣾͷ
ཱͪҐஔΛ൓ө͓ͯ͠Γɺ๏ྩɺӦۀɺ؅޻ࢪཧͳͲͷ৚
݅ͷ͔ࡉͳཁ݅΍ͦͷมߋ΁ͷΩϟονΞοϓʹ༏Εͨޮ
ՌΛൃ͍ͯ͠ش·͢ɻ

基幹システムの特徴

柔軟な機能群 請負のポジショニングに合わせた柔軟な機能
例）売上判定機能等、超短納期工事に合わせた諸機能

常時改善可能 主要機能のスクラッチ開発による随時の機能アップ
例）工事管理、営業工事、財務会計

独自性の確保 ライト工業のアドバンスを実現する各種サポート機能
例）強力な消込機能、実行予算の大幅変更反映

ハイブリッド クラウド＆オンプレによる情報秘匿性に準じた構成
例）クラウド：請求書受領、品質・安全報告

基幹システムの代表的な機能

ਤ؍ఔͱΛϚοϐϯάͨ֓͠޻຿ۀೳͱػΕͨ୅දతͳ·ࠐγεςϜʹ૊Έװج
Ͱ͢ɻ֤ γεςϜͷ֤ػೳʹ͓͚ΔॲཧσʔλΛεϜʔζʹ࿈ಈͤ͞Δ͜ͱͰɺࣄ
໾ཱ͍ͬͯ·͢ɻʹ্޲શମͷύϑΥʔϚϯεۀ

営
業
工
事

工
事
管
理

管
理
会
計

基幹システム

各
シ
ス
テ
ム

見込管理 受注管理

受注管理 完工管理

実績管理

支払管理
営業経費管理・施工経費管理

取引先管理

工事予算管理
実行予算管理

予実管理
進捗管理
原価管理

原価管理・直接工事原価管理
間接費配賦

残高管理

工事経費管理（請求書受領）

予実管理（簡易） 請求管理

出来高管理 立替金管理

損益管理
完工管理

売上管理

工程 受注 施工 完工 請求営業 入金

工事報告

ライト工業の
基幹システム

機材運用

品質管理

与信管理

経費精算

連結会計

工
事
系

財
務
系

WF管理

安全管理

文書管理

業
務
系

人事管理

勤怠管理

原価配賦

人
事
系

営業工事 工事管理 管理会計

サブシステムは高度化する
基幹システムと連携し、業務効率化を実現

ɹ௕೥ʹΘͨΓɺRI/(ϓϩδΣΫτͱ͍͏໊শͰࣾ಺ICT
ԽΛਪਐ͓ͯ͠Γɺଟ͘ͷۀ຿ޮ཰ԽΛ࣮͖ͯ͠ݱ·͠
ͨɻ֤ϓϩδΣΫτ͸ಋೖɾల։ͷϐʔΫΛա͗ͯ΋վ
ળ׆ಈΛܧଓ͓ͯ͠ΓɺͦΕͧΕ͕ࣾ಺ͷ%9Խͷج൫ͱ
ͳ͍ͬͯ·͢ɻRI/(�͔ΒRI/(�·Ͱ͸ICTԽͷݻૅجΊɺ
RI/(�͔ΒRI/(�ʹ͔͚ͯװجγεςϜൃలʹΑΔ%9Խ
͕த৺ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ
ɹࡏݱਐߦதͷRI/(6ʹ͓͍ͯपลγεςϜ΍ݱ৔Ͱ༻͍Δ
%9πʔϧͱͷ࿈ڧܞԽͳͲɺརศੑͷ੄໺Λ͍ͯ͛޿·͢ɻ

RINGプロジェクト

RINGプロジェクト

ICT有効活用による業務改革

継続活動

継続活動

継続活動

継続活動

分野を区切った
長期にわたるプロジェクト活動

2016～
2018年度

2019～
2021年度

2022～
2024年度 2025年度～2013～

2015年度

基幹システムのDX化推進

RING1

セキュリティ・集中管理・DR整備
RING2

基幹システム・ネットワーク強化
RING3

工事書類統一・全面デジタル化
RING4

請求書受領と工事支払い自動化
RING5

工事情報自動連携・DX高度化
RING6

RINGプロジェクト

ICT有効活用による業務改革

継続活動

継続活動

継続活動

継続活動

分野を区切った
長期にわたるプロジェクト活動

2016～
2018年度

2019～
2021年度

2022～
2024年度 2025年度～2013～

2015年度

基幹システムのDX化推進

RING1

セキュリティ・集中管理・DR整備
RING2

基幹システム・ネットワーク強化
RING3

工事書類統一・全面デジタル化
RING4

請求書受領と工事支払い自動化
RING5

工事情報自動連携・DX高度化
RING6

RI/(ϓϩδΣΫτͱ͸ɺRaJto IOGorNatJoO NetXorL 
Gor OeX GeOeratJoOͷུͰ ɺݱ৔ͷICT�%9ԽʹΑΓ౰
ࣾͷಇ͖ํվֵΛਪਐ͢Δ׆ಈͰ͋Γɺͻ͍ͯ͸װجγ
εςϜͷൃలΛݗҾ͢Δ໾໨΋୲͍ͬͯ·͢ɻ

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



1. 「人命尊重・安全第一」を基本理念として災害のない
安全でより信頼される企業を目指す。

2.労働安全衛生に関する法令、通達、指針、社内規定
等を順守する。

3.「労働安全衛生マネジメントシステム」の活発な運用
と継続的改善によりリスクの低減を図り、安全で安
心して働ける快適な職場環境の形成を目指す。

4.働く人全てに対し安全衛生管理方針および安全衛生
管理計画を周知徹底するとともに、安全衛生教育の
充実・強化を図り、協力会社と一体となって安全目
標・衛生目標の達成を目指す。

安全衛生管理方針
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安全マネジメント

ɹ౰ࣾ͸ʮਓ໋ଚॏɾ҆શୈҰʯΛجຊཧ೦ͱͯ͠֐ࡂͷͳ
͍҆શͰΑΓ৴པ͞ΕΔۀاΛ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ·ͨɺ҆
શӴੜ؅ཧͷ্޲ʹऔΓ૊Έɺ҆શͰշదͳ৬৔ڥ؀ͷܗ
੒ʹ౒Ί·͢ɻ

ɹϥΠτۀ޻ͷ࿑ಇ҆શӴੜϚ
ωδϝϯτγεςϜ͸ɺ֨نࡍࠃ
ͷʮI4O��00�ɿ20��ʯͷ֨نཁ
ըʢ1MaOʣɻܭɺ͓Αͼ߲ࣄٻ ࣮
ʢ%oʣɻߦ ఺ ʢCIeDLʣɻݕ վ ળ

ʢADtJoOʣͷαΠΫϧΛճ͢͜ͱ
Ͱɺ৬৔ʹ͓͚Δ࿑ಇ҆શӴੜϨ
ϕϧΛܧଓతʹվળɺ্ͤ͞޲Δ
ಈΛల׆ங͠ɺશࣾͰߏ૊ΈΛ࢓
։͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾͷ҆શ੒੷͸ɺશࠃͷ૯߹ۀࣄ޻ͷ౓਺཰˞�ͱൺ΂
ͯɺຖ೥௿͍ਫ४ͷ౓਺཰Λҡ͓࣋ͯ͠Γɺ202�೥౓ͷ౓
਺཰͸0���˞2ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺʮશ҆ࠃશिؒʯʮશࠃ࿑ಇӴੜिؒʯͳͲͷಛ
ผि͓ؒΑͼ४උؒظΛॏ఺ͱͯ͠ɺ௨೥ʹΘͨΓܦӦ૚
ʹΑΔ҆શɾ࿑ಇӴੜ౳ΛνΣοΫ͢Δ҆શύτϩʔϧΛ
ɻࣾ͢·͍ͯ͠ࢪ࣮ ௕Λ͸͡Ίͱ͢ΔܦӦ૚͕௚઀ɺ౰ࣾ
৬һ͓Αͼྗڠձࣾʹ҆શӴੜ؅ཧ׆ಈ΁ͷੵࢀۃՃΛݺ
ͼֻ͚Δͱͱ΋ʹɺॏ఺߲໨ͷ࣮ࢪঢ়گΛ֬ೝ͠ɺඞཁʹ
Ԡͯ͡վળͷࢦఠɾࣔࢦΛ͍ͯ͠·͢ɻࣾ ௕ࣗΒ͕҆શύ
τϩʔϧΛ͜͏ߦͱͰɺ҆શӴੜ؅ཧͷॏཁੑΛશ໾৬һ
͓Αͼྗڠձࣾʹൃ৴͠ɺ׆ಈͷੑ׆Խʹͭͳ͛ɺΑΓ҆
શͰշదͳ৬৔ڥ؀ͷܗ੒Λ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

ɹ౰ࣾ͸ຊ͓ࣾΑͼࣾࢧɺ౷ׅࢧళʹ͓͍ͯ҆શӴੜҕһ
ձΛຖ݄։͠࠵ɺ҆શӴੜ׆ಈͷใࠂ΍৹ٞΛ࣮͍ͯ͠ࢪ
·͢ɻܾ ఆ߲ࣄ౳͸ࣾ಺ΠϯϑϥΛۀै͠༺׆һʹप஌͠
͍ͯ·͢ɻຊࣾʹ͓͚Δதԝ҆શӴੜҕһձ͸҆શӴੜ؀
ͷ୅දऀ౳͕ҕ࢖ຊ෦௕Λҕһ௕ͱ͠ɺ؅ཧ৬͓Αͼ࿑ڥ
һͱͳΓ։͍ͯ͠࠵·͢ɻ
ɹ·ͨɺ౰ࣾͰ͸ɺ౷ׅ҆શӴੜ؅ཧऀʹऔక໾Λબ೚͠ɺ
औక໾ձʹ͓͍ͯఆظతʹ҆શӴੜ؅ཧʹ͓͚Δํ਑΍ܭ
ը͓Αͼ׆ಈঢ়گͷใࠂΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺ҆શӴੜʹؔ͢Δཧղ౓্޲ͷͨΊɺຊࣾओ
؅ͷ৽ೖࣾһڭҭͰૅجతͳ҆શӴੜڭҭΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·
͢ɻͦ ͷޙ΋e�ϥʔχϯάΛ༻͍ͨܧଓతͳڭҭΛ͏ߦͱ
ͱ΋ʹɺఆظతͳݱ৔ͰͷࢦಋΛ͜͏ߦͱͰैۀһͷ҆શ
ҙࣝͷൃܒʹ౒Ί͓ͯΓ·͢ɻ
ɹ·ͨɺࣾ಺αΠτʹͯྫࣄ֐ࡂ΍࿑ಇ҆શӴੜنଇͷվ
ਖ਼ͷ৘ใͷप஌Λపఈ͠ɺ࠷৽ͷ৘ใΛ͙͢ʹ֬ೝͰ͖Δ
ମ੍Λ੔͓͑ͯΓ·͢ɻ

ొ࿥ূ

ɹࣾ಺αΠτʹ҆શؔ࿈৘ใϖʔδΛ͠ࡌܝɺ৘ใͷڞ༗
ͱൃ࠶๷ࢭʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ֐ࡂ৘ใ΍ނࣄ৘ใΛڞ༗͢
Δ͜ͱͰɺࡧݕྫࣄΛ௨ͯ͡ରࡦͷߟࢀʹ͢ΔͳͲൃ࠶๷
Δ͢ࡌܝʹͷపఈΛਤΓɺʮ҆શ͔ΘΒ൛ʯΛλΠϜϦʔࢭ
͜ͱͰɺ࠷৽ͷ҆શӴੜؔ࿈৘ใͷڞ༗Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ
·ͨɺ೔ৗతʹ͍ͯͬߦΔ҆શӴੜύτϩʔϧͰ͸ɺిࢠ
ாථγεςϜΛࢠిͯ͠༺׆ใࠂॻΛ࡞੒͠ɺݱ৔ͷվળ
ঢ়گΛ೺Ѳ͢Δͱͱ΋ʹɺσʔλΛूͯ͠ܭϦεΫΞηε
ϝϯτΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

認 証 番 号 MSA-SS-123

認 証 日 2010年11月26日

発 効 日 2025年10月29日

有 効 期 限 2027年11月28日

適 用 規 格 ISO 45001：2018

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物および建築物の設計、施工、除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、
中国四国統括支店、九州統括支店

ISO 45001認証登録
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単位 2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

労働災害　度数率 － 0.78 0.14 0.56 0.95

労働災害　休業件数
（死亡災害件数除く） 件 8 2 6 9

正社員の死亡者数 件 0 0 0 0

契約社員の死亡者数 件 0 0 0 0

安全衛生研修を受けた
従業員数 人 972 967 986 1,028

ストレスチェック
実施率 ％ 92.1 89.6 84.6 91.8

0.56

0.951.03

2021 2022 2023 20252024 （年度）

0.78

0.14

˞� ౓਺཰ͱ͸ɺԆ΂࿑ಇ࣌ؒ�00ສ࣌ؒ͋ͨΓͷൃ֐ࡂੜ݅਺
˞2 શࠃͷ૯߹ۀࣄ޻ͷ౓਺཰ɿ����

 ʢްੜ࿑ಇলʮྩ࿨�೥࿑ಇ֐ࡂಈ޲ௐࠪʯΑΓʣ

１. 死亡・重大災害ゼロ
２. 重篤災害（障害等級7級以上）ゼロ
３. 度数率0.20以下

2026年度安全数値目標

度数率の推移

１. 残業時間前年比5％削減および有給休暇10日以上の取得
２. 定期健康診断受診率および要再検査者の受診率100％
３. ハラスメントによる体調不良者ゼロ

＊産業医、衛生管理者の役割及び関与の強化

2026年度衛生目標
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安全衛生管理の取り組み

安全衛生管理方針

安全衛生管理および監督体制

安全衛生教育・啓発

労働安全衛生マネジメントシステム

安全衛生に関する情報の共有と再発防止

安全成績 経営層による安全パトロールの実施

ウェアラブルカメラによる安全衛生パトロールの実施

価値創造の基盤  社会 労働安全衛生管理の徹底

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



●ブランディングによる採用、リテンション強化
●人財育成とエンゲージメントの強化
  継続的な教育とトレーニング
  キャリア開発支援
●インセンティブと報酬制度の見直し
  従業員RSの導入
●健康経営とウェルビーイングの推進
  社員の声を起点とした職場環境の継続的な
  改善活動の推進
  健康経営を支える社内体制の構築と着実な運用
●サプライヤーとのパートナーシップ強化

基本方針 3.評価と異動

1. 採用方針

2. 育成・教育

4. 女性活躍推進

5. 健康経営の推進
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人財の育成と活躍推進

基本的な考え方
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持続的成長のための「有為な人財の確保・育成、環境整備」
・人財戦略策定の軸は、①人財の育成、②労働環境の整備
・施策の実施状況等については適時開示する

　少子高齢化や、建設業への就業を志望する学生の減少により、
人財の確保が大きな課題となっています。これまでの採用活動を
見直し、有為な人財の確保を図っていきます。
以下は具体的な取り組みのポイントです。
●卒業学科に見合った教育を行うことを前提に、学生の卒業学科に
捉われることなく、建設業界において発揮しうる能力を持つ有望
な人財を広く探すことにより、事業環境に左右されない採用を図
ります。

●特に女性の応募者に対しては、様々な機会を捉え、当社事業の社会
的意義や魅力を積極的に伝えます。ダイバーシティを考慮し、女性
が働きやすい環境を整備していることについても伝えます。

●キャリア採用においては、一部ジョブ型の導入も検討するなど、
知識・スキル、経験を有する人財の確保にさらに力を入れていき
ます。

● 奨学金を利用した新卒者の入社後の経済的な負担を軽減するた
め、奨学金の一部を会社が支援する制度を導入しています。
　これらの取り組みを通じて、人財確保に向けた努力を一層強化
し、採用活動を進めていきます。

　当社では、社員教育に力を入れており、特に、資格取得支援には
力を入れています。これに加え、今後は、現場や社員の意見なども
踏まえ、育成・教育の方針を見直し、階層別研修に加え、必要とさ
れるタイミングに合わせた教育についても行っていきます。特に、
経営戦略において力を入れている領域に関する教育を強化し、必要
に応じ、外部との連携にさらに力を入れていきます。
以下は具体的な取り組みの事例です。
●国立研究開発法人土木研究所、公益財団法人鉄道総合技術研究所
などとの人事交流を行っています。また、京都大学や大阪大学など
多くの機関と共同研究を進めています。このように、実績のある高
等教育機関との連携を通じて、社外の学習機会を支援しています。

●海外事業のさらなる成長に向け、海外留学や海外企業への出向な
どを支援しています。

●副業および兼業に関しては、現状も認めていますが、従業員の成長
にどうつなげられるかなどについて積極的に議論していきます。
　これらの取り組みを通じて、従業員の成長をサポートし、組織
としての競争力を向上させます。

　当社は、2022年10月に「健康経営宣言」（P.64参照）を制定し、
すべての社員の健康の維持・増進に取り組んでいます。
　人事部と総務部を中心に、産業医なども含めたプロジェクト
チームを立ち上げ、現行の健康データを分析、課題を特定し、そ
れに対処するための具体的な取り組みの策定を行います。また、
社内外への周知を積極的に進めます。
　さらに、健康経営優良法人やくるみんの認定取得を通じて推進
してきた取り組みを継続するとともに、定期的に従業員エンゲー
ジメント調査などを行い、従業員の健康と幸福感の向上を図り、
組織全体のパフォーマンス向上につなげていきます。

　考課者訓練、各職種に対する標準的な業務プロファイルに基
づき、公平かつ公正な評価を行っています。さらに、評価基準の
共有を徹底するとともに、日常的なコミュニケーションや対話
などをこれまで以上に重視していきます。特に、2024年4月以
降、時間外労働の上限規制の適用猶予期間が終了したことから、
これを機に、時間管理と時間の効率化を評価項目に組み込み、
社員の意識の向上を図っています。
　また、意欲・能力のある社員については、相互合意のもと、経
営戦略において力を入れている領域などへの異動を行うなど、
ジョブローテーションを通じ、キャリア開発支援、成長支援を
行っていきます。

　当社では、多くの女性がエリア職に就いているのに対し、男
性の多くが総合職に配置されている現状にあります。人事制度
上は職群の変更が可能ですが、現実的な効果を得るためには上
位異動のための基準を設け、関係者に周知し、理解を促進する
必要があります。
以下は具体的な取り組みのポイントです。
●女性に対し、重要な仕事や困難な仕事に関わる機会や、リー
ダーシップ研修やマネジメント研修を受ける機会を増やすな
ど、能力・スキルを向上させる機会を提供します。

●職群変更制度について、女性のほか、上司・同僚など関係者へ
の周知をさらに進めるとともに、変更にあたって障害となっ
ているものを把握し、その軽減を図ります。

●意欲・能力の高い女性の管理職昇進を後押しするため、女性の
管理職者数をKPIとして設定します。
　これらの取り組みを通じて、女性のキャリア開発をサポート
し、女性管理職比率の向上、男女の賃金格差の縮小を加速する
など、女性活躍推進をさらに進めていきます。

ɹ͍ͯ͠ࢪ࣮ࡏݱΔ֊૚ผɺςʔϚผɺ৬छผͷݚमΛݟ
௚͠ɺҰ཯ͷڭҭ͔Β୤٫͠ɺϦεΩϦϯά΍ཹֶɺۀا
ҭʹγϑτڭ͢ࢦΛ໨্޲Λ௨ͨ͡ೳྗۀɾ݉ۀɺ෭ݧܦ
͠·͢ɻै Ӧઓུʹ࿈ಈͨ͠੒ܦһͷεΩϧΛ೺Ѳ͠ɺۀ
௕෼໺΁ͷڭҭΛڧԽ͍͖ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺύϧεαʔϕΠΛ௨ͯ͡৬һͱͷର࿩Λॏࢹ
͠ɺࣾһҰਓͻͱΓͷ੒௕ʹదͨ͠഑ஔΛ৺͕͚͍ͯ·
͢ɻ·ͨɺδϣϒϩʔςʔγϣϯͷਪਐʹΑΓɺࣾһͷଟ
༷ͳݧܦΛੵΉػձΛఏ͍ͯ͠ڙ·͢ɻ
ɹධՁ੍౓ʹ͍ͭͯ͸ɺ࿑ಇ্੍࣌ؒنݶͷ९कΛ೦಄ʹ
ஔ͖ɺ࣌ؒޮ཰ԽΛॏݟͯ͠ࢹ௚͠Λ͍ߦ·ͨ͠ɻߟ՝ऀ
ମ੍Λ੔͍͑ͯ͏ߦɺެฏͳධՁΛ͠ࢪ࣮ʹଓతܧ࿅΋܇
·͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺࣾһͷϞνϕʔγϣϯΛߴΊɺ੒௕Λ
ɻ͢·͍ͯ͠ڙΛఏڥԉ͢ΔධՁ؀ࢧ

ɹ௞ۚʹؔͯ͠͸ɺஉঁؒͷ֨ࠩੋਖ਼ʹऔΓ૊Έɺ૯߹৬
ͱҰൠ৬ͷఆ͚ٛͮΛ໌֬ʹ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺΤϦΞ৬
͔ΒΤϦΞ૯߹৬΁ͷ৬܈มߋΛੵۃతʹਪਐ͠ɺ৬छؒ
ͷެฏੑΛ֬อ͢Δ͜ͱͰɺ௞ۚ֨ࠩͷղফΛ໨͍ͯ͠ࢦ
·͢ɻ
ɹ෱རްੜʹ͍ͭͯ͸ɺࣾһͷ΍Γ͕͍ͱಇ͖͕͍ΛߴΊ
ΔͨΊʹɺ֤छ੍౓Λॆ࣮͍ͤͯ͘͞ํ਑Ͱ͢ɻಛʹɺଟ
༷ͳϥΠϑεςʔδʹରԠͨ͠ॊೈͳ੍౓Λಋೖ͠ɺಇ͖
΍͍͢ڥ؀ͷ੔උʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺঁੑ৬һͷ׆༂Λਪਐ͢ΔͨΊͷࡦࢪΛల։
͍ͯ͠·͢ɻ۩ମతʹ͸ɺঁੑͷ؅ཧ৬ൺ཰ͷ্޲΍৬܈
มߋʹΑΔ௞ۚ֨ࠩͷੋਖ਼ʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ
ɹޙࠓ΋ɺঁੑͷ৬ۀੜ׆ʹ͓͚Δ׆༂Λଅਐ͠ɺಛʹਓ
՝ɺҟಈɺ഑సʹ͍ͭͯͷ੍౓੔උΛਐΊ͍ͯ͘༧ఆߟࣄ
Ͱ͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺੑผʹؔ܎ͳ͘ɺ͢΂ͯͷࣾһ͕ฏ౳
ʹ੒௕Ͱ͖Δڥ؀Λఏ͖͍ͯ͠ڙ·͢ɻ

女性管理職比率の推移
（単体）

2023年度 3.3％

2024年度 4.1％

2025年度 4.1％

2023年度 1人

2024年度 2人

2025年度 10 人

女性総合職（技術職）の
採用数の推移（単体）

人財戦略

新たな価値を創造し続けるための「人的資本の強化」

人的資本戦略

重点施策

採用方針

育成・教育

外部機関との人事交流・共同研究

評価と異動

報酬と福利厚生

女性活躍推進

価値創造の基盤  社会 多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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けんせつ小町の取り組みに賛同
ɹʮ͚Μͤͭখொʯͱ͸ɺ೔ຊݐઃۀ࿈߹ձ͕ఏএ͍ͯ͠Δ
༂͢ΔશͯͷঁੑͷѪশͰ͢ɻঁ׆Ͱۀઃݐ ੑͷ׆༂͕͍
·ͩʹෆे෼ͱݴΘ͟ΔΛಘͳ͍ݐઃۀͰ͕͢ɺঁੑ͕׆
༂͢Δࣾձͷ͑ߟͷ΋ͱɺ೔ຊݐઃۀ
࿈߹ձͰ͸ʮ͚Μͤͭখொʯͷ׆༂ਪਐ
ʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ౰ࣾ͸ͦͷऔΓ
૊Έʹࢍಉ͓ͯ͠Γɺঁੑࣾһ͕ಇ͘
৔ݱ ʮʹ͚ΜͤͭখொʯͷϩΰϚʔΫͷ
؃൘Λ͍ͯ͛ܝ·͢ɻ

働きやすい労働環境の整備
価値創造の基盤  社会 多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現

ɹϥΠτۀ޻Ͱ͸ɺࠃ੶ɺਓछɺੑ ผͳͲʹؔΘΒͣɺଟ༷
ͳՁ஋؍ͱࢹ͍޿఺Ͱ෺ࣄΛͱΒ͑ɺάϩʔόϧʹ׆༂Ͱ
͖Δਓࡒͷҭ੒ʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻܦӦཧ೦ͷʮ৽ͨͳՁ஋
ʹ௅ઓ͠ɺ૑଄͠ଓ͚Δʯͷ΋ͱʹɺै һҰਓͻͱΓ͕੒ۀ
௕͠ɺͦͷೳྗΛ࠷େشൃݶͰ͖Δڥ؀Λͭ͘Δ͜ͱ͕ܦ
Ӧͷॏཁ՝୊ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻͦ ͷೝࣝΛ౿·͑ɺैۀһ
ͷೳྗ։ൃࢧԉͷڧԽʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

主な教育・研修プログラム
˔ಋೖ࣌ݚम  ˔ݱ৔࣮शʢO+Tʣ  ˔ٕज़ݚमʢٕ޻ࢪज़ܥʣɹ
˔Ӧۀ୲౰ऀݚमʢӦܥۀʣ  ˔؅ཧऀݚम
˔ٕज़࢜ɺ؅޻ࢪཧٕ࢜ͳͲ֤छ֨ࢿऔಘ༻ݚम
˔e�ϥʔχϯάʹΑΔ֤छݚमɾڭҭ

「えるぼし」認定（2段階目）を取得
ɹ202�೥2݄ʹɺްੜ࿑ಇলΑΓʮঁੑͷ৬ۀੜ׆ʹ͓
͚Δ׆༂ͷਪਐʹؔ͢Δ๏཯ʢঁੑ׆༂ਪਐ๏ʣʯʹ  ͮ͘ج

ʮ͑Δ΅͠ʯೝఆʢ2ஈ֊໨ʣΛऔಘ͠·ͨ͠ɻ
ɹʮ͑Δ΅͠ʯೝఆ͸ɺঁੑ׆༂ਪਐ๏ʹ͖ͮجҰൠۀࣄओ
༂׆ͷ͏ͪɺঁੑͷۀاͨͬߦఆɾಧ͚ग़Λࡦըͷܭಈߦ
ଅਐʹؔ͢Δঢ়͕گҰఆͷཁ݅Λຬͨͨ͠༏ྑͳۀاΛް
ੜ࿑ಇল͕ೝఆ͢Δ੍౓Ͱ͢ɻೝఆΛड͚ΔͨΊʹ͸ɺʮঁ
ੑͷ৬ۀੜ׆ʹ͓͚Δ׆༂ͷঢ়گʹؔ͢Δ࣮੷ʯʹ ؔͯ͠ɺ

ʮ࠾༻ʯʮܧଓबۀʯʮ࿑ಇ࣌ؒ౳ͷಇ͖ํʯʮ؅ཧ৬ൺ཰ʯʮଟ
༷ͳΩϟϦΞίʔεʯͷ̑ͭͷධՁ߲໨ʹͮ͘ج৹͕ࠪߦ
ΘΕ·͢ɻ౰ࣾ͸ɺ͜ͷ͏ͪ�߲໨Ͱج४Λຬͨ͠ɺ�ஈ֊
தʮ2ஈ֊໨ʯͷೝఆΛऔಘ͠·ͨ͠ɻ
ɹਓతࢿຊઓུͷҰͭͱͯ͠ঁੑ׆༂ਪਐΛ͓ͯ͛ܝΓɺ
ٕज़৬Λத৺ͱͨ͠ঁੑ૯߹৬ͷ࠾༻ͷਪਐ΍ɺঁੑࣾһ
ΛؚΉΤϦΞ৬ͱͯ͠࠾༻͞Εͨ৬һ͕૯߹৬ʹస׵Ͱ͖
Δ੍౓Λઃ͚ΔͳͲɺҰਓͻͱΓͷೳྗ͕࠷େشൃݶͰ͖
Δڥ؀ͷ੔උΛੵۃతʹਐΊ͍ͯ·͢ɻ
΋ɺঁੑͷΩϟϦΞ։ൃΛαϙʔτޙࠓ
͠ɺঁੑ؅ཧ৬ൺ཰ͷ্޲ɺஉঁͷ௞ۚ
֨ࠩͷॖখΛՃ଎͢ΔͳͲɺঁੑ׆༂ਪ
ਐΛ͞ΒʹਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

「くるみん」認定を取得
ɹ202�೥�2݄ɺ࣍ੈ୅ҭ੒ࢧԉରࡦਪਐ๏ʹͮج ʮ͘͘
ΔΈΜʯೝఆΛऔಘ͠·ͨ͠ɻʮ͘ΔΈΜʯೝఆ͸ɺ࣍ੈ୅
ҭ੒ࢧԉରࡦਪਐ๏ʹ͖ͮجҰൠۀࣄओߦಈܭըΛࡦఆɾ
ಧ͚ग़ͨۀاͷ͏ͪɺܭըʹఆΊͨ໨ඪΛୡ੒͠ɺࢠҭͯ
ҭͯαϙʔࢠΛʮۀا४Λຬͨͨ͠جԉʹؔ͢ΔҰఆͷࢧ
τۀاʯͱͯ͠ೝఆ͢Δ੍౓Ͱ͢ɻ
ɹೝఆΛड͚ΔͨΊʹ͸ɺҰൠۀࣄओߦಈܭըʹఆΊͨ໨
ඪΛୡ੒͢Δͱͱ΋ʹɺஉੑɾঁੑͷҭۀٳࣇ౳औಘঢ়گɺ
࣌ؒ֎࿑ಇ΍೥࣍༗ٳڅՋͷঢ়گɺଟ༷ͳಇ͖ํͷ࣮ݱʹ
४ΛຬͨجऔΓ૊ΈͳͲɺްੜ࿑ಇল͕ఆΊΔೝఆ͚ͨ޲
͢ඞཁ͕͋Γ·͢ɻ౰ࣾ͸͜ΕΒͷج४Λຬͨ͠ɺࣄ࢓ͱ
ଓతʹऔΓ૊ΜܧʹΓͮ͘ڥҭͯΛཱ྆͠΍͍͢৬৔؀ࢠ
Ͱ͖ͨ͜ͱ͕ධՁ͞Εɺʮࢠҭͯαϙʔ
τۀاʯͱͯ͠ೝఆ͞Ε·ͨ͠ɻ
ɹ౰ࣾͰ͸ɺࢠҭͯΛ͠ͳ͕Βಇ͖ଓ͚
ΒΕΔڥ؀ͷ੔උͷͨΊɺஉঁͱ΋ʹҭ
Λऔಘ͠΍͘͢͢ΔͨΊͷ੍౓पۀٳࣇ
஌΍ҭࣇ໨తٳՋͷऔಘਪਐɺ࣌୹ۈ຿
ͷ੔උɺҭࣇதͷࣾһ͕҆৺ͯ͠ΩϟϦΞΛܧଓͰ͖Δα
ϙʔτମ੍ͷߏஙͳͲΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ
ɹޙࠓ΋ɺࣄ࢓ͱࢠҭͯͷཱ྆ࢧԉΛ͞Βʹॆ࣮ͤ͞ɺಇ
͖΍͍͢৬৔ͮ͘ΓΛਪਐ͍͖ͯ͠·͢ɻ

人財に対する基本的な考え 女性の活躍推進

ɹ౰ࣾ͸ɺதܦظӦܭըʮRaJto 202�ʯʹ ͓͚Δਓࡒઓ
ུͷॏ఺ࡦࢪͱͯ͠ɺʮਓࡒҭ੒ͱΤϯήʔδϝϯτͷڧ
ԽʯΛ͍ͯ͛ܝ·͢ɻͦ ͷ࣮͚ͯ޲ʹݱɺܧଓతͳڭҭɾτ
Ϩʔχϯάͷ࣮ࢪ΍ΩϟϦΞ։ൃࢧԉͷਪਐʹऔΓ૊ΜͰ
͍·͢ɻ
ɹ౰ࣾͰ͸ɺશࣾһʹରͯࣗ͠ݾਃࠂॻͷఏग़ΛٻΊɺ৬
৔ڥ؀΍ΩϟϦΞϏδϣϯʹ্͍ͭͯ࢘ͱର࿩͢ΔػձΛ
ઃ͚͍ͯ·͢ɻ·ͨɺैۀһͷΤϯήʔδϝϯτΛ೺Ѳ͠ɺ
৬৔ڥ؀ͷվળʹͭͳ͛ΔͨΊɺϫʔΫɾΤϯήʔδϝϯ
τʹؔ͢ΔΞϯέʔτΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔ΄͔ɺύϧεαʔϕ
ΠΛ׆༻ͨ͠औΓ૊Έ
ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻओͳ
ઃ໰߲໨͸ɺ৬৔ͷਓ
຿ʹର͢Δۀ΍܎ؔؒ
΍Γ͕͍ͳͲͰߏ੒͞
Ε͓ͯΓɺճ౴݁ՌΛ
਺஋Խɾ෼ੳͨ͠͏͑
Ͱɺ಺༰Λٞ͠ڠɺର࿩
ͱΤϯήʔδϝϯτڧ
Խʹͭͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ

従業員エンゲージメントの強化

意欲・能力・
エンゲージメント向上

キャリア
開発支援

資格取得
支援

OJT

OFF-JT

リスキ
リング

業務効率化による長時間労働の是正
ɹݱ৔Ͱͷۀ຿ͷޮ཰Խ΍ੜੑ࢈ͷ্޲͸ɺಇ͖ํվֵΛ
ਐΊΔ͏͑ͰෆՄܽͳऔΓ૊ΈͷҰͭͰ͢ɻޙࠓ·͢·͢
ਐΉྸߴԽ΍গࢠԽʹΑΔೖ৬ऀͷݮগ΋౿·͑ɺ౰ࣾͰ
͸ICT׆༻ٕज़ͷ։ൃ΍ITπʔϧ౳ͷॆ࣮ɺඪ४Խ౳Λߦ
౰ࣾ͠࢖ۦ຿ͷޮ཰ԽΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻICTٕज़Λۀ͍
શମͷੜޮ࢈཰ΛߴΊͯ༗ޮͳ࣌ؒΛ૑ग़͠ɺैۀһ΍ڠ
Ί͍͖ͯ·͢ɻߴͷ࣭Λ׆ͷಇ͖͕͍ͱੜऀۀྗ

過重労働の防止
ɹ೔ຊࠃ಺ͷ౰ࣾάϧʔϓ͸࿑ಇج४๏ୈ�6৚ʹଇΓɺ࢒
ఆʣΛڠఆʢ�6ڠ࢖೔࿑ಇʹؔ͢Δ࿑ٳʢ࣌ؒ֎࿑ಇʣ΍ۀ
క͍݁ͯ͠·͢ɻ�6ڠఆΛ९क͢ΔͨΊʹɺ֤ ॴ͸ʢ�ʣۀࣄ
࣌ؒ֎࿑ಇͷݮ࡟ɺʢ2ʣ೥࣍༗ٳڅՋͷऔಘ཰্޲ɺʢ�ʣ૯
࿑ಇ࣌ؒͷݮ࡟ʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ؅ཧ෦໳ͷ੹೚ऀ͕
ͷଟ͍෦໳੹೚ऀ΁ۀ࢒Λຖ݄ϞχλϦϯά͠ɺؒ࣌ۀ࢒
ͷࢦಋ͓Αͼ௕࣌ؒ࿑ಇऀͷ݈߁νΣοΫΛଅ͍ͯ͠·͢ɻ

メンタルヘルス
ɹ౰ࣾͰ͸ɺ৺ͷ݈߁૬ஊ૭ޱͱͯ͠ϝϯλϧෆௐʹؔ͢
Δ૬ஊʹର͠ɺۀ࢈ҩ͕͖Ί͍͔ࡉରԠΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ
ͦͷଞʹ΋ɺ݈߁อݥ૊߹͕ఏ͍ͯ͠ڙΔαʔϏεͱ͠
ͯɺ৺ͱମͷ݈߁ʹؔ͢Δ֎෦૬ஊ૭͕͋ޱΓɺւ֎ۈ຿
ऀ΍ࣾһͷՈ଒΋ؚΊɺձࣾ΍݈߁อݥ૊߹΁௨஌͞ΕΔ
͜ͱͳ͘૬ஊ͕ՄೳͰ͢ɻ
ɹۀٳʹೖͬͨࣾһ͕҆৺ͯ͠෮৬Ͱ͖ΔΑ͏ɺۀ࢈ҩ΍
อ݈ࢣɺ৬৔౳ͷؔऀ܎ʹΑΔϑΥϩʔΞοϓ΍ϥΠϯέ
ΞɺඞཁʹԠͨ͡ब্ۀͷાஔΛ͍ͯ͡ߨ·͢ɻ·ͨɺη
ϧϑέΞݚम౳ɺϝϯλϧϔϧε΁ͷཧղଅਐʹ΋औΓ૊
ΜͰ͍·͢ɻ
ɹ20��೥౓ΑΓɺग़ऀ޲ΛؚΊͨશࣾһΛର৅ʹετϨε
νΣοΫΛ࣮ߴ͢·͍ͯ͠ࢪɻ ετϨεऀʹ͸ຊਓͷر๬
ʹΑΓۀ࢈ҩ͕໘ஊΛ͍ߦɺूஂ෼ੳ݁ՌΛ৬৔ʹϑΟʔ
υόοΫ͢Δ͜ͱͰ৬৔ڥ؀ͷվળʹͭͳ͍͛ͯ·͢ɻ

ɹւ֎ݱ஍ελοϑΛର৅ʹɺ౰ࣾͷ࠷৽ٕज़ͷशಘΛ໨
తͱͯ͠ɺ೔ຊࠃ಺Ͱ࣮຿ݚमΛܧଓతʹ࣮͍ͯ͠ࢪ·
͢ɻ·ͨɺ҆શӴੜڭҭʹ͓͍ͯ͸຋༁͞Εͨ҆શڭҭࢿ
ྉΛ഑෍͢ΔͳͲɺ೔ຊࠃ಺͔Βݱ஍ʹग़͍ͯ͠ࢪ࣮͖޲
·͢ɻࠃ಺ͱւ֎Ͱͷਓྲྀަࣄ΍ݱ஍ελοϑͷࠃ಺࠾༻
ͳͲάϩʔόϧਓࡒͷҭ੒ΛੵۃతʹਐΊ͍ͯ·͢ɻ

海外現地スタッフの育成

ɹݸʑ͕৬৔ʹదԠ͠ఆணͰ͖ΔΑ͏ɺো͕͍ͷঢ়ଶʹ഑
ྀͨ͠ಇ͖΍͍͢৬৔ͮ͘ڥ؀ΓΛ৺͕͚ɺݸʑͷೳྗΛ
ଓతʹো͕͍ܧ౒ΊΔͳͲɺʹڙɺ৬৔ͷఏࣄ࢓ྀͨ͠ߟ
ͷଅਐʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ༺ޏऀ

障がい者雇用

ɹ6ࡀ�ఆ೥੍ͱఆ೥ޏ࠶༻੍౓ͷซ༻ʹΑΓɺ60ࡀҎ߱
ͷಇ͖ํΛࣾһͦΕͧΕ͕બ୒Ͱ͖ΔΑ͏ʹ͢Δ͜ͱͰɺ
γχΞ૚͕௕೥ഓٕͬͨೳɺٕज़ɺ஌ࣝΛ͔ͤ׆Δػ༺ޏ
ձΛఏ͍ͯ͠ڙ·͢ɻ

高年齢者の雇用

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺϫʔΫϥΠϑόϥϯεͷ࣮͚޲ʹݱ
ͨऔΓ૊Έͱͯ͠ɺʢ�ʣҭ͓ۀٳࣇΑͼҭ࣌ࣇ୹ۈ຿ɺհ
ͳͲͷ੍౓ͷ੔උͱॆ࣮ɺʢ2ʣ࣌ۀٳޢ ؒ֎࿑ಇ࣌ؒͷ࡟
຿ؒΠϯλʔόϧ੍౓΋ಋೖͯ͠ۈΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻݮ
͓Γɺैۀһ͕े෼ͳੜؒ࣌׆΍ਭ຾࣌ؒΛ֬อͰ͖ΔΑ
͏ਤ͍ͬͯ·͢ɻ·ͨɺ೥຤೥࢝ٳՋ΍ՆٳقՋʹซͤͯ
༗ٳڅՋͷऔಘΛ঑ྭ͠ɺ࿈ଓٳՋͱ͢Δ͜ͱͰ৺਎ͷٳ
ଉɺϦϑϨογϡΛଅ͢ͱͱ΋ʹɺۀ຿ͷޮ཰ԽΛଅਐ͠
͍ͯ·͢ɻ

男性の育児休業取得推進
ɹҭ੍ۀٳࣇ౓Λ੔උ͠ɺஉঁΛ໰Θͣɺैۀһ͕ࣄ࢓ͱ
ҭࣇΛཱ྆Ͱ͖ΔΑ͏ʹҭۀٳࣇͷऔಘΛόοΫΞοϓ͠
͍ͯ·͢ɻ·ͨɺ202�೥౓ΑΓ഑ऀۮͷग़ࢧ࢈ԉ΍ࢠͲ΋
ͷҭࣇͷͨΊʹɺ೥࣍༗ٳڅՋͱ͸ผʹऔಘ͢Δ͜ͱ͕Ͱ
͖Δҭࣇ໨తٳՋ੍౓Λಋೖ͠·ͨ͠ɻޙࠓ΋ΑΓऔಘ͠
΍͍ͮ͘͢ڥ؀ΓΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

ワークライフバランスの取り組み

2023年度 2024年度 2025年度

男性の育児休業等と
育児目的休暇の取得率（％） 80.0 73.9 77.8

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ʮϥΠτۀ޻άϧʔϓߦಈൣنʯʹ ͓͍
ͯɺηΫγϟϧϋϥεϝϯτɺύϫʔϋϥεϝϯτɺϚλ
χςΟϋϥεϝϯτͳͲɺਓݖ৵ߦ֐ҝͷࢭېΛ໌ࣔͯ͠
͍·͢ɻ౰ࣾͰ͸ɺਓࣄ෦ʹ૬ஊ૭ޱΛઃ͚ɺշదͳ৬৔
΍௨ୡɺࣾ಺ࢪҭͷ࣮ڭͷอ࣋ΛਤΔͱಉ࣌ʹɺࣾ಺ڥ؀
ใͳͲʹΑΔൃܒΛ͍ߦɺܦӦװ෦Λ͸͡Ίશͯͷ໾৬һ
ʹϋϥεϝϯτͷ๷ࢭΛप஌ɺ͍ͯ͠ൃܒ·͢ɻ·ͨɺe
ϥʔχϯάΛ༻͍ͨڭҭ΍ࣾձอݥ࿑຿͓࢜Αͼห࢜ޢʹ
ΑΔٛߨΛ࣮͠ࢪɺͲͷΑ͏ͳݴಈ΍ߦҝɺ͕ํ͑ߟϋϥ
εϝϯτʹͳΔͷ͔Λ࣮ࡍͷྫࣄΛަ͑ৄ͘͠ղઆ͠ɺ໾
৬һͷϋϥεϝϯτʹର͢ΔཧղΛਂΊ͍ͯ·͢ɻ

ハラスメント防止教育

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ɹ౰ࣾ͸ɺݸਓ౤ࢿՈͷํʑʹ׆ۀࣄಈ΁ͷཧղΛΑΓਂ
Ί͍ͯͨͩͨ͘Ίɺ֤छIRΠϕϯτ౳΁ͷࢀՃΛ௨ͯ͡ੵ
·తʹ৘ใΛൃ৴͢Δͱͱ΋ʹɺ௚઀ର࿩Λ৺͕͚͍ͯۃ
͢ɻΠϕϯτͰ͸ɺ౰ࣾͷओྗۀࣄͷઆ໌ͷ΄͔ɺࡒ຿ମ
࣭΍ٕ͍ߴज़ྗΛ͸͡Ίͱ͢Δ౰ࣾͷڧΈ΍ɺओྗۀࣄͷ
ͷల๬౳Λઆ໌͍ͯ͠·͢ɻޙࠓͨ͠ʹΛ΋ͱܠͷഎࡏݱ
IR׆ಈΛ௨ͯ͡ಘΒΕ
Ո౳͔Βࢿओɾ౤גͨ
ͷҙݟ΍ର࿩಺༰Λऔ
క໾ձ౳Ͱڞ༗͠ɺܦ
Ӧઓུ΍֤छࡦࢪͷݕ
౼ɺҙܾࢥఆʹ׆༻͠
͍ͯ·͢ɻ

健康経営の推進
価値創造の基盤  社会 多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現

ɹϥΠτۀ޻͸ɺ2022೥ʹ݈ܦ߁ӦએݴΛࡦఆ͠ɺࣾһͷ
৺਎ͷ݈߁ҡ࣋૿ਐΛ໨͠ࢦɺ݈ܦ߁ӦʹऔΓ૊ΜͰ͖·
ͨ͠ɻࣾ һҰਓͻͱΓ͕৺਎ͱ΋ʹ݈߁Ͱ࣋ͯΔྗΛ࠷େ
ʯͷݴӦએܦ߁ӦτοϓʹΑΔʮ݈ܦͰ͖ΔΑ͏ɺشൃʹݶ
΋ͱैۀһͷ݈૿߁ਐʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ౰ࣾ͸ɺۀاʹ͓͚
Δ࠷େͷࢿຊͰ͋Δैۀһͷ݈૿߁ਐΛॏཁͳܦӦ՝୊ͷ
ҰͭͱҐஔ͚ͮͯɺޙࠓ΋ੵۃతʹऔΓ૊ΜͰ͍͖·͢ɻ

健康経営の基本的な考え
ɹϥΠτۀ޻Ͱ͸ɺIRʢ౤ࢿՈ޿͚޲ใ׆ಈʣͷ͞ΒͳΔॆ
࣮Λ໨తʹɺؔػ౤ࢿՈɺΞφϦετͷํʑΛର৅ͱͨ͠
ɻܾ͢·͍ͯ͠࠵આ໌ձΛ೥2ճʢ�݄ɺ��݄ʣ։ࢉܾ આࢉ
໌ձͰ͸ɺ୅දऔక໾Λ͸͡ΊIR୲౰औక໾͕ɺܾ֓ࢉཁ
΍ۀ੷ͷਪҠɺޙࠓͷऔΓ૊Έํ਑ɺ࠷৽ͷٕज़঺հ౳ʹ
͍ͭͯઆ໌͍ͯ͠·͢ɻͳ͓ɺܾࢉઆ໌ձͰࢿͨ͠༺࢖ྉ
͸౰ࣾ8eCαΠτͰҰൠެ։͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺIR୲౰औ
క໾͕ؔػ౤ࢿՈ΍ΞφϦετͷํʑͱ௚઀ର࿩͢Δݸผ
ϛʔςΟϯά΋ੵۃత
ɻ͢·͍ͯͬߦʹ
ɹ͞Βʹɺ౰ࣾͷۀࣄ
ಈ΁ͷཧղΛਂΊͯ׆
͍ͨͩͨ͘Ίʹɺؔػ
౤ࢿՈ΍ΞφϦετɺ֤
ʹͷํʑΛର৅ऀ܎ؔ
R�%ηϯλʔͷֶݟձ
Λ͍ߦ·ͨ͠ɻޙࠓ΋
͞ΒͳΔ৘ใ։ࣔͱί
ϛϡχέʔγϣϯͷॆ
࣮Λਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

決算説明会・施設見学会

ɹ౰ࣾ໾৬һ͕౰ࣾʹ͍ͭͯࣾ಺֎ʹΘ͔Γ΍͘͢આ໌Ͱ
͖Δπʔϧͱ͠ ʮͯ͜Ͳ΋͚޲ձࣾҊ಺ʯΛ࡞੒͠·ͨ͠ɻ
ࣗ෼ͷࢠͲ΋΁೔͝Ζͷࣄ࢓ʹ͍ͭͯ఻͑Δࡍ΍ؔऀ܎ͷ
ํʑʹձࣾΛཧղ͍ͯͨͩ͘͠ίϛϡχέʔγϣϯπʔϧ
ͱͯ͠׆༻͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺΑΓଟ͘ͷํʹ౔໦ٕज़΍
ಛघ౔໦ʹ͍ͭͯཧղΛਂΊ͍ͯͨͩͨ͘ΊʹɺϚϯΨʹ
ΑΔձࣾҊ಺ʮޫΓً͘ະདྷΛͭ͘Δʙ฻Β͠Λ·΋Δ౔
໦ٕज़ʙʯΛ࡞੒͠ɺ౰ࣾ)1ͷ৽ଔ࠾༻ϖʔδ಺ʹެ։͠
·ͨ͠ɻޙࠓ΋༷ʑͳํ๏Ͱ౰ࣾͷۀࣄΛ͓఻͑͢ΔΑ͏
౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ

こども向け会社案内・マンガ版会社案内の作成

ɹ౰͕ࣾ։ൃͨ͠ಠٕࣗज़౳Λ֤छలࣔձΛ௨͓ͯ͡٬༷Λ
͸͡Ίͱ͢ΔεςʔΫϗϧμʔͷօ͞·ʹ͝঺հ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹʮݐઃٕज़ల202�ؔ౦ʯͰ͸ɺख़࿅޻Λ྇կ͢Δ޻ࢪೳ
཰Λ࣮ͨ͠ݱશࣗಈਧ෇γεςϜʮAVtoNatJD�4Iot Rʯ
΍Ϋϥ΢υͰϦΞϧλΠϜ؅ཧΛ࣮ͨ͠ݱༀӷ஫ೖࣄ޻ͷ
τʔλϧ؅ཧγεςϜʮCC4Ϋϥ΢υʯͳͲΛग़ల͠·ͨ͠ɻ
ɹʮઌਐݐઃɾ๷ࡂɾٕࡂݮज़ϑΣΞJO۽ຊ202�ʯͰ͸ɺੜ
γεςϜͰ͋ΔʮϦϞʔτ޸࡟ΛՄೳʹ͢ΔICT্޲ͷੑ࢈
εΧΠυϦϧʯ΍ICTͷ׆༻Ͱ+&Tάϥ΢τͷʮ͑ݟΔԽʯΛ
Մೳʹ͠ ʮͨߴѹ෾ࣹ֧፩޻๏؅ཧγεςϜʢICT�+&Tʣʯͳ
ͲΛग़ల͠·ͨ͠ɻ

各種展示会への出展

施策 対象者 実施者

特定保健指導
（積極的支援・
  動機付け支援）

40歳以上
メタボリックシンドローム該当者・
予備軍

健康保険組合

個別保健指導
全従業員
血圧・BMI・血糖・肝機能について
それぞれ所定の数値を上回った者

産業医・保健師

栄養指導 肥満・生活習慣病・
メタボリックシンドローム該当者 保健師

ライト工業は、大切な社員の健康管理を重要な経営課題として
捉え、心身ともに健康な状態で、それぞれの個性や能力を最大
限に発揮し、生き生きと働き続けられる快適な職場環境の整備
を行い、健康経営に取り組むことを宣言します。

2022年10月1日
代表取締役社長 阿久津 和浩

健康経営宣言

健康経営最高責任者

代表取締役社長

健康経営推進部署

経営企画本部  総務部

人事担当役員経営会議取締役会 中央安全衛生委員会

土木建築健康保険組合

産業医・保健師

支社・支店  管理部

ライト工業社員

連携
協議

取り組み状況の
報告等

支援
指導

情報発信

施策実施
情報発信

施策実施
情報発信

推進支援
および

進捗の確認・
監督

フィード
バック

報告報告

監督 監督

健康指標
2023年度 2024年度 2025年度

有所見者比率 53.0％ 51.0％ 50.0％

肥満率 43.2％ 42.4％ 42.4％

喫煙率 36.1％ 34.7％ 34.7％

アブセンティーズム 2.4日 2.0日 1.9日

プレゼンティーズム 77％ 78％ 77％

ワーク・エンゲージメント 2.7点 2.7点 2.7点

ɹ݈ܦ߁ӦͷࠜװͱͳΔࣾһͷ݈૿߁ਐʹऔΓ૊ΉͨΊɺ
ձࣾΛத৺ʹ֤૊৫͕Ұମͱͳͬͯɺࣾһͷ৺ͱମͷ݈߁
ͮ͘ΓΛਪਐ͠·͢ɻ

健康経営の体制

ɹ౰ࣾͰ͸ɺࣾһ͕݈߁ͰؾݩΑ͘ಇ͖ɺ͋ྗ׆ΔۀاͰ
͋Γଓ͚ΔͨΊʹɺ݈ࢦ߁ඪͱͳΔਪਐϙΠϯτΛఆΊɺ
໨ඪୡ੒ʹࡦࢪ͚ͯ޲ͷاըɾ࣮ߦΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

目指す健康経営

ライト工業の健康経営推進ポイント
1.  ༗ॴऀݟൺ཰͓Αͼංຬ཰ͷվળɹ
2. ٤Ԏͷ௿Լ
3. ϝϯλϧෆௐʹΑΔٳ৬ऀ਺ͷݮ࡟
4. ετϨενΣοΫ૯߹݈߁ϦεΫ�20Ҏ্ͷ෦ॺθϩ

2027年度末目標
༗ॴऀݟൺ཰ɿ�0ˋҎԼ
ංຬ཰ɿ�0ˋҎԼ
٤Ԏ཰ɿ�0ˋҎԼ
ϝϯλϧٳ৬ ʢऀ৽نʣɿ�໊ະຬ
૯߹݈߁ϦεΫ�20Ҏ্ͷ෦ॺɿθϩ

ɹࣾһͷੜ׆श׳ප΍ϝλϘϦοΫγϯυϩʔϜ΁ͷରࡦ
ͱͯ͠ɺҎԼͷ݈૿߁ਐϓϩάϥϜΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ

保健指導

ɹఆ߁݈ظ਍அΛࣾ಺Ͱ࣮͍ͯ͠ࢪΔ΄͔ɺ݈߁อݥ૊߹
ͱ΋ڠಇ͠ͳ͕ΒҎԼͷࡦࢪΛ࣮͍ͯ͠ߦ·͢ɻ·ͨɺݕ
਍ࠪݕ࠶ޙͷड਍ىשΛ͍ߦɺੜ׆श׳පΛؚΉ࣬පͷ༧
๷ɺૣ ಋͷॆ࣮ʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻࢦɺอ݈ݟൃظ

˔ ��ɺ�0ɺ��ɺ�0ɺࡀ��౸ୡ೥ͷࣾһʹର͢Δࣾ֎ҩྍ
ɺඅ༻શֹෛ୲ڙձͷఏػͰͷਓؒυοΫͷड਍ؔػ

˔ Ҏ্ͷࣾһʹର͢Δ೴υοΫͷඅ༻ิॿࡀ�0
˔ঁੑࣾһʹର͢Δೕ͕Μݕ਍ʢϚϯϞάϥϑΟ·ͨ͸௒Ի
೾ʣɺ͕ٶࢠΜݕ਍ͷඅ༻શֹෛ୲

ҎԼͷࣾһʹର͢Δಛఆ݈਍߲໨ʹՃ͑ɺ೘જ݂ɾനࡀ�0˔
਺ɾϔϚτΫϦοτɾ݂খ൘ɾ.C7�.C)�.C)Cɾٿ݂
೘ࢎɾΫϨΞγχϯࠪݕΛඅ༻શֹෛ୲

˔ Ҏ্ͷࣾһʹର͢Δେ௎݈਍ͷඅ༻શֹෛ୲ࡀ�0

健康診断・検査

ステークホルダーとのコミュニケーション

ࢠઆ໌ձͷ༷ࢉܾ

R�%ηϯλʔֶݟձͷ༷ࢠ

͜Ͳ΋͚޲ձࣾҊ಺

ϚϯΨ൛ձࣾҊ಺

IRイベントの様子

లࣔձͷ༷ࢠ

ɹ౰ࣾ͸ɺגओ૯ձΛגओ༷ͱͷॏཁͳର࿩ͷ৔ͱͯ͑ߟ
͓Γɺద੾ͳ৘ใ։ࣔ΍ɺটू௨஌ͷૣൃظૹ౳ɺגओͷ
·ར͕࣮࣭తʹ֬อ͞ΕΔΑ͏ɺద੾ͳରԠʹ౒Ί͍ͯݖ
͢ɻ2026೥6݄2�೔ɺ౦ژ౎ઍ୅ా۠۝ஈ๺ͷΞϧΧσΟ
Ξࢢϲ୩ʢֶࢲձؗʣʹ ʮͯୈ��ճఆ࣌גओ૯ձʯΛ։͠࠵ɺ
໿�0໊ͷגओ༷ʹ͝དྷ৔͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ

株主総会

各種IRイベントへの参加

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

経営陣×社外取締役×社員座談会特集

中山ɹࢲ͸ߴઐͰݐஙΛֶͼɺݐஙͷࣄ࢓ʹਐ΋͏ͱ͑ߟ
͍ͯͨ࣌ʹϥΠτۀ޻Λ஌Γ·ͨ͠ɻ౰࣌ɺݐங෦໳͸·
ͩ࢝·ͬͯ�ɺ6೥΄ͲͰɺͰ͖ͨ͹͔Γͷ෦ॺͰͨ͠ͷͰɺ

ʮҰॹʹ͍͚ͭͬͯͦ͘͏ͩͳʯͱڵຯΛ࣋ͬͨͷ͕ೖࣾͷ
͖͔͚ͬͰ͢ɻࡏݱ͸ɺ2݅໨ͱͳΔݱ৔ͷॴ௕Λ୲౰͠
͍ͯ·͢ɻ 

モーɹࢲ͸ϛϟϯϚʔͷ޻ՊେֶͰ౔໦ֶ޻Λֶͼɺݱ஍
ͷΤϯδχΞϦϯάձࣾͰಇ͍ͨޙɺ2020೥ʹདྷ೔͠·͠

それぞれの仕事と、成長につながった経験
ͨɻ೔ຊͷٕ͍ߴज़Λֶͼͳ͕ΒࣾձʹݙߩͰ͖Δ͕ࣄ࢓
͍ͨ͠ͱ͍ͨͯ͑ߟͱ͜Ζɺ͝ ԑͷ͋ͬͨํ͔ΒϥΠτۀ޻
Λ঺հ͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻڀݚ։ൃͱ޻ࢪͷ྆ํΛͬߦ
͍ͯΔձࣾͩͬͨͷͰɺʮͦΕ͕Ͳ͏ͭͳ͕͍ͬͯΔͷͩΖ
͏ʯͱڵຯΛ࣋ͬͨͷ͕͖͔͚ͬͰ͢ɻࡏݱ͸R�%ηϯλʔ
Ͱɺ'&.ղੳ΍֤छܭଌɺࣨ ಺ݧࢼͳͲʹܞΘ͍ͬͯ·͢ɻ  
    
山本　ࢲ͸2020೥ʹೖࣾ͠ɺࡏݱ͸ؔ౦ࣾࢧͷ؅ཧ෦Ͱ
ಈ׆ϲ୩ʹ͋ͬͨͷͰɺब৬ࢢΛ͍ͯ͠·͢ɻେֶ͕ࣄ࢓
தʹۙ͘ʹͲΜͳձ͕ࣾ͋Δͷ͔Λௐ΂ΔதͰɺϥΠτ޻
քΛܾΊ͍ͯͨΘ͚Ͱ͸ͳۀʹΛ஌Γ·ͨ͠ɻ౰࣌͸ಛۀ
͘ɺಇ͘ਓΛαϙʔτ͢ΔΑ͏ͳ͍͕ͨ͠ࣄ࢓ͱࣄͯͬࢥ

　中期経営計画「Raito2027」では、「技術×信頼×人財で、次世代の成長へ」を掲げ、「人財への積極投資と社員が意欲を
もって働ける職場づくり」を進めています。建築現場、研究開発、管理部門、支店管理で働く4人の女性社員から、経営陣・
社外取締役が、仕事を通じて得た経験や成長、今後それをどう活かしていきたいかを聴きました。4人の経験から、社員
の成長を支える仕事や職場の現在地と、これから何が必要なのかを考えます。

一人ひとりの挑戦と成長をつなぎ、組織の力へ

出席者
（後列左から）■常務取締役 経営企画本部長（人事担当） 山根 智之 ■社外取締役 浅野浩美 ■社外取締役 清水 裕子 ■代表取締役社長 阿久津 和浩
（前列左から）■開発本部 R&Dセンター 技術開発部　ティンザーリモー　■関東支社 管理部 管理グループ　山本あゆみ　

■東北統括支店 管理部長　西館 康子　■建築事業本部 建築事業部 工事部　中山美音

中山ɹ͕ࢲಛʹ๨ΕΒΕͳ͍ͷ͸ɺॳΊͯݱ৔୅ཧਓɺॴ
௕ͱͯ͠୲౰ͨ͠ݱ৔Ͱ͢ɻೖࣾͯ͠�0೥ɺ��೥΄Ͳͬܦ
ࠒͨ ʮʹ΍ͬͯΈͳ͍͔ʯͱ੠Λ͔͚ͯ΋Β͍·ͨ͠ɻ੹೚
΋େ͖͍ͷͰෆ҆͸͋Γ·͕ͨ͠ɺ্͕࢘αϙʔτͯ͘͠
ΕΔͱ͍͏͜ͱͰҾ͖ड͚·ͨ͠ɻ��֊ͯݐͷϚϯγϣϯ
Λޙഐͱ2ਓͰ୲౰͠ɺ׬੒ͨ࣌͠ͷୡ੒ײ͸ࠓͰ΋Α͘
͍֮͑ͯ·͢ɻॳΊͯࣗ෼͕ॴ௕ͱͯ͠୲౰ͨ͠ݐ෺ͩͬ
ͨͷͰɺ฼Λݱ৔ʹݺΜͰͯݟ΋Β͍·ͨ͠ɻͱͯ΋تΜ
ͰࣸਅΛͨ͘͞Μͯͬ͘ࡱΕͯɺࢲʹͱͬͯɺຊ౰ʹ๨Ε
ΒΕͳ͍೔ͩͬͨͳͱ͍ࢥ·͢ɻ
  
清水ɹҎલɺϚϯγϣϯΛѻ͏σϕϩούʔͷਓ͔Βɺϥ
Πτۀ޻͸඼࣭ͷࣄ࢓͍ߴΛ͢Δͱฉ͍ͨ͜ͱ͕͋Γ·
͢ɻ࣮ ৔Ͱ΋ɺͦݱͷࡍ ͏͍ͬͨ͜ͱΛ͡ײ·͔͢ɻ

中山ɹݐங෦໳ʹ͸ɺ͍Ζ͍ΖͳձࣾͰݧܦΛੵΜͰ͖ͨ
ਓ͕͍ͯɺҰͭͷ͜ͱͰ΋͍Ζ͍Ζͳࢹ఺͔Βͯݟ΋Β͑
·͢ɻଞͷݱ৔ͷॴ௕΍෦௕͕ࠪݕʹདྷͯɺʮ͜͜͸͜͏͠
ͨํ͕͍͍ʯʮ͜͏͍͏ऩ·Γʹͨ͠ํ͕͖Ε͍ͩʯͱɺ඼࣭
͚ͩͰͳ্͕͘࢓Γʹ͍ͭͯ΋ͯ͑͘ڭ͔͘ࡉΕ·͢ɻֆ
Λඳ͍ͯઆ໌ͯ͘͠ΕΔ͜ͱ΋͋ͬͯɺͦ ఠΛड͚ࢦͨ͠͏
ͳ͕Βݱ৔͕ϒϥογϡΞοϓ͞Ε͍ͯ͘ɻ͜ Ε͸ɺ͏ͪͷ
ձ͔ࣾͩΒͦ͜Ͱ͖Δ͜ͱͷҰͭͳͷ͔ͳͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ 

モーɹҎલ͸ɺࢲʹͱͬͯ͸ɺใࠂॻΛͨͬ࡞Γൃදͨ͠
Γ͢Δ͜ͱ͕ͱͯ΋೉͔ͬͨ͠ΜͰ͢ɻ͋ Δ࣌ɺ࡞͕ࢲ੒

ͨ͠ใࠂॻΛಡΜͩํ͔Βɺʮ͜
ͷ··Ͱ͸͍͍ٕज़ऀʹͳΕͳ
͍ʯͱ͍͏ϝʔϧΛ͍͖ͨͩ·
ͨ͠ɻ্ ࢘ʹ΋ͦͷϝʔϧͷDD
͕ಧ͍͍ͯͯɺͦΕ͔Βɺղੳ
ͷใࠂॻ΍ࣾ಺ใࠂॻɺֶձ࿦

จͳͲɺ͍Ζ͍Ζͳ΋ͷΛͯͤݟ΋ΒͬͯɺͦΕΛֶͿΑ
͏ʹͳΓ·ͨ͠ɻࣾ ಺Ͱൃදͨ͠Γɺ։ൃ಺༰Λൃදͨ͠
Γ͢Δػձ΋ͭͬͯ͘͘Εͯɺগͣͭ͠จॻͷ࡞Γํ΍ൃ
දʹ΋׳Ε͖ͯ·ͨ͠ɻ 

山根 ͦͷ౒ྗ͕ɺ౔໦ֶձશࠃେձͷൃදͰ৆Λ΋Βͬ
ͨ͜ͱʹͭͳ͕ͬͨͷͰ͢ΑͶɻ 

山本　�೥໨͔ΒݪՁΛ୲౰͢ΔΑ͏ʹͳͬͯɺݱ৔ͱͷ
৔ʹ͍ͭͯΑ͘ݱ཭͕ۙ͘ͳΓ·͕ͨ͠ɺͦͷҰํͰɺڑ
஌Βͳ͍͜ͱ͕ࣗ෼ͷதͰେ͖ͳนʹͳΓ·ͨ͠ɻݱ৔ͷ
୲౰ऀ͔Βฉ͔Εͯ΋͙͢ʹ౴͑ΒΕͳ͍͜ͱ΋ଟ͔ͬͨ
ͷͰ͢ɻͦ ΕͰɺ্࢘΍޻ࢪͷ෦௕ʹฉ͍ͨΓɺࣗ෼Ͱ΋
ௐ΂ͨΓ͠ͳ͕Βɺ෼͔Βͳ͍͜ͱΛͦͷ··ʹ͠ͳ͍Α
͏ʹ͖ͯ͠·ͨ͠ɻͦ ͏͍ͯ͠Δ͏ͪʹɺͩΜͩΜݱ৔ͷ
େม͞΋෼͔ΔΑ͏ʹͳΓɺࣗ෼Ͱ΋ɺࣄ࢓ͷ໘ന͞Λײ
͡ΔΑ͏ʹͳ͖ͬͯ·ͨ͠ɻؔ ΘΓͷ͋Δݱ৔΍୲౰ऀ͕
૿͑ͨΓɺཔΒΕΔػձ͕૿͑ͨΓ͖ͯͯ͠ɺಇ͘ਓͷα
ϙʔτ͕Ͱ͖ΔΑ͏ʹͳ͖ͬͯ
ͨ͜ͱ΋ɺࣗ෼ʹͱͬͯͷ੒௕
ͩͳͱ͍ࢥ·͢ɻ 

山根 Β࿩Λ͔ࠒ৔ͷਓͱ೔ݱ
͍ͯ͠ΔͱɺॻྨΛ࣌ͨݟʹ΋ɺ
ೖͨ͠΋ͷ͕Ͳ͏͍͏΋ͷ͔ɺߪ
ͦΕ͕ԿΛҙຯ͍ͯ͠Δͷ͔ɺ
ཧղ͕ਂ·ΔͷͰ͠ΐ͏Ͷɻ؅
ཧ෦໳Ͱ΋ݱ৔ͱͷڑ཭͕͍ۙ
ͱ͍͏ͷ͸ɺϥΠτۀ޻Β͍͠ͱ͜Ζͩͱ͍ࢥ·͢ɻ 

西館　ࢲ͸૯຿ܥͷࣄ࢓Λͣͬͱ͖ͯ͠·͕ͨ͠ɺͦͷத
Ͱ͍Ζ͍Ζͳۀ຿Λͯ͠ݧܦɺࣗ෼ͷ൑அʹ೚ͤͯ΋Β͑
Δػձ͕૿͑ΔதͰɺ੒௕͍ͯ͠Δͷ͔ͳͱ͡ײΔΑ͏ʹ
ͳͬͨͱ͍ࢥ·͢ɻࢁຊ͞Μ͕ݴΘΕͨΑ͏ʹɺ೔ʑͷੵ
ΈॏͶͬͯɺ஍ຯ͚ͩͲେͩࣄͳ͍ͬͯࢥ·͢ɻࠓ͸ࣗ෼
ͷ͜ͱΑΓɺए͍ਓ͕ͨͪۤ࿑͠ͳ͕Βઌഐ΍্࢘ʹฉ͍
Δͷ͕ݟมΘ͍ͬͯ͘ͷΛ͕͖ͭإΛ΍Γ਱͛ͯɺࣄ࢓ͯ
ָ͠ΈͰ͢Ͷɻ

中山ɹࣦഊͨ࣌͠΍ɺޙչͨ࣌͠ͷ͜ͱΛௌ͍ͯ΋Α͍Ͱ
͔͢ɻ

阿久津ɹࢲ͸ࠓ΋ຖ೔ɺԿΛ͔ͨ͠ɺԿΛฉ͍͔ͨɺ෼͔
Βͳ͔ͬͨ͜ͱΛॻ͖͍ͯ͠࢒·͢ɻॻ͍͓ͯ͘ͱ๨Εͳ
͍͠ɺ͔ޙΒಡΈฦͯ͠ৼΓฦΔ͜ͱ΋Ͱ͖Δɻࣗ ෼ͷຖ
೔Λॻ͖͓ͯ͘͜͠هͱ͸େͩࣄͱ͍ࢥ·͢ɻ

຿৬Λબͼ·ͨ͠ɻϥΠτۀ޻Λ஌͔ͬͯΒݐઃڵʹۀຯ
Λ࣋ͪɺௐ΂͍͖ͯ·ͨ͠ɻ 

西館　ࢲ͸200�೥ʹɺٳ࢈ͷํͷ୅ସͷ೿ࣾݣһͱͯ͠
੝ԬࢧళͰಇ͖࢝Ί·ͨ͠ɻ΋ͱ΋ͱ͸2ɺ�͔݄΄Ͳͷ༧
ఆͰ͕ͨ͠ɺ͝ԑ͕͋Γ·ͯ͠ɺͦͷޙɺܖ໿ࣾһͳͲΛ
ࢧ͸౦๺౷ׅࡏݱɺ20��೥ʹਖ਼ࣾһͱͳΓ·ͨ͠ɻͯܦ
ళͷ؅ཧ෦௕Λ຿Ί͍ͯ·͢ɻ࠷ॳ͔Β௕͘ಇͭ͘΋ΓͰ
ೖͬͨΘ͚Ͱ͸ͳ͘ɺ͝ԑ͕ͭͳ͕ͬͯͨͬࢸʹࠓɺͱ͍
Ͱ͢ɻ͡ײ͏

特に印象に残っている経験はありますか。Q

現在のお仕事や、ライト工業に入社したきっかけを
聞かせてください。Q

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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清水ɹࢲ͸ɺ͓٬༷ͷγεςϜΛαϙʔτ͢Δ4&෦໳͔
Βɺਓࣄ૯຿෦໳ʹҠͬͨ͜ͱͰɺਓࣄ૯຿γεςϜͷ
Φʔφʔͱͯ͠γεςϜͷӡӦ
ʹ͋ͨΔɺͳͲɺͦ Ε·Ͱͱ͸ҧ
ΛݧܦΔͨ͋ʹࣄ࢓఺͔Βࢹ͏
͠·ͨ͠ɻࣗࢲ਎ʹͱͬͯ΋Α
ʹͳΓ·ͨ͠͠ɺձࣾʹݧܦ͍
ͱͬͯ΋ϓϥεʹͳͬͨͱ͍ࢥ
·͢ɻϥΠτۀ޻Ͱ΋ɺ͍Ζ͍Ζ
ͳ͕ݧܦͰ͖Δ৔Λ͍ͭͬͯ͘
͚Δͱ͍͍ͱ͍ࢥ·͢ɻ

浅野ɹࣾһͷօ͞Μͷ͓࿩Λฉ͍ͯɺվΊͯɺ͍͍ͱ͜Ζ
ͷͨ͘͞Μ͋Δձࣾͩͱ͍ࢥ·ͨ͠ɻͨ ͩɺͦͷྑ͞ʹ҆
ॅ͠ͳ͍Ͱ΄͍͠ɻձࣾͱͯ͠΋ɺҰਓͻͱΓͷࣄ࢓Ͱ΋ɺ
ͦͯࣗ͠෼ࣗ਎ʹ͍ͭͯ΋ɺʮ΋͏গ͠Ͱ͖ΔΜ͡Όͳ͍
͔ʯͱͯ͑ߟΈΔɻ͍ ͍࿩Λฉ͍͚ͨͩʹɺ΋͏Ұาઌɺ͞
ΒʹઌΛ๬Έͨ͘ͳΓ·ͨ͠ɻ

山根 Γɺօ͞Μ͸νϟϯεΛಘͯɺ্ݶ೔ͷ࿩Λฉ͘ࠓ
࢘΍ઌഐʹܙ·Εͳ͕ΒɺͦΕΛࣗ෼ͷ੒௕΍ࣗ৴ʹͭͳ
͖͛ͯͨͷͩͱ͍ࢥ·͢ɻͨ ͩɺͦΕ͕ϥΠτۀ޻ͷ͢΂
ͯͷࣾһʹಉ͡Α͏ʹ͍͖ͯىΔΘ͚Ͱ͸͋Γ·ͤΜɻձ
͕ࣾ͜Ε͔Β੒௕͍ͯͨ͘͠Ίʹ͸ɺਓΛେࣄʹͯ͠ɺҭ
͍͔ͯͯͳ͚Ε͹ͳΒͳ͍ɻΑ্͍࢘΍ઌഐʹग़ձ͍ɺ࢓
ձΛಘͯɺ੒௕Ͱ͖Δɻͦػͷࣄ ͷ֬཰Λ΋ͬͱߴΊ͍ͯ
͘ඞཁ͕͋Γ·͢ɻೳྗͷ͋Δਓʹ͸͖ͪΜͱνϟϯεΛ
༩͑ɺͦͷ੒ՌΛ͖ͪΜͱධՁ͢Δɻͦ ͏ͨ͠॥؀Λձࣾ
ͷதʹ͍͖͍ͭͬͯͨ͘ͱ͍ࢥ·͢ɻ

阿久津 ࣾձ΍ٕज़͕มΘ͍ͬͯ͘தͰɺҰਓͻͱΓ͕
ʮࠓͷ··Ͱ͍͍ͷ͔ʯͱ͑ߟɺࣗΒఏҊ͠ɺ௅ઓ͍ͯ͘͠
͜ͱ͕େ੾Ͱ͢ɻͦ ͷͨΊʹɺձࣾͱͯ͠΋ɺࣾһ͕༷ʑ
ͳݧܦΛੵΈɺઐ໳ੑΛߴΊɺྗΛൃشͰ͖ΔػձΛͭ
͍͔ͬͯ͘ͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ
௅ઓ͢ΔػձΛͭ͘Γɺ೚ͤɺඞ
ཁͳͱ͖ʹ͸͑ࢧΔɻͦ͏ͨ͠
Λ੔͑ɺҰਓͻͱΓͷ੒௕ڥ؀
ΛϥΠτۀ޻ͷٕज़ྗɺݱ৔ྗɺ
ͦͯ࣍͠ͷ੒௕ʹͭͳ͍͖͛ͯ
͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

経営陣×社外取締役×社員座談会特集

モーɹࢲ͸ɺࠓऔΓ૊ΜͰ͍Δ'&.ղੳπʔϧͷํ͍࢖
Λɺ͜Ε͔Β೔ຊͷए͍ਓͨͪʹ఻͍͖͍͑ͯͨͱͯͬࢥ
͍·͢ɻਓʹ఻͑Δ͜ͱͰࣗ෼ࣗ਎ͷษڧʹ΋ͳΓ·͢
͠ɺগ͠Ͱ΋ձࣾͷྗʹͳΕΔ͔ͳͱ͍ࢥ·͢ɻ 

中山ɹ͍Ζ͍Ζͳݱ৔ΛݟΔதͰɺ্͕࢓Γ͕͖Ε͍ͩͬ
ͨΓɺ͔ࡉͳ෦෼ͷऩ·Γʹ޻෉͕͋ͬͨΓͱɺֶͿ͜ͱ
͕ͨ͘͞Μ͋Γ·͢ɻࢲ΋ɺͦ͏ͨ͠ͱ͜Ζ·Ͱࣗ෼Ͱؾ
ͮ͘͜ͱ͕Ͱ͖ͯɺݟຊͱͳΔΑ͏ͳݱ৔Λͭ͘ΕΔਓʹ
ͳΓ͍ͨͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻࠓ͸ɺͦ͜·Ͱ͔ࡉͳͱ͜Ζ·

Ͱ͸ݟΒΕ͍ͯͳͯ͘ɺॡ͔ͯ͠޻Βʮ͜͜͸͜͏ͨ͠ํ
͕΋ͬͱΑ͔ͬͨʯͱ͍ͨͮؾΓ͢Δ͜ͱ΋͋Γ·͕͢ɺ
ͦ͏͍ͬͨ͜ͱΛ޻ࢪதʹ͚ͮؾΔΑ͏ʹͳΓ͍ͨͰ͢ɻ
ͦͯ͠ɺ͓٬༷ʹ΋ʮ·ͨҰॹʹ΍Γ͍ͨʯʮ೚͍ͤͨʯͱ
͖͍ͯ͠ʹΛଓ͚͍͚ͯΔΑ͏ͳ෦ॺࣄ࢓΋Β͑Δͯͬࢥ
͍ͨͰ͢Ͷɻ 

西館　࣮͸ɺ؅ཧ৬Λଧ਍͞Εͨ࣌ʹҰ౓͸͓அΓ͠·͠
ͨɻͦ Ε·Ͱɺࣗ෼͕؅ཧ৬ʹͳΔ͜ͱΛ͋·Γ͍ͯ͑ߟ
ͳ͔ͬͨΜͰ͢ɻࠓ͸؅ཧ෦௕ͱ͍͏ཱ৔ʹͳͬͯɺए͍
ਓͨͪʹ͸ɺࣄ࢓ͷ΍Γ͕͍΍ތΓΛ͡ײͳ͕Βɺָ͘͠
΋ɺ๷ࣄ࢓ɻձࣾͷ͢·͍ͯͬࢥΛͯ͠΋Β͍͍ͨͱࣄ࢓
Ͱɺ՚΍͔ࣄ࢓ͱ͔ɺԑͷԼͷྗ࣋ͪΈ͍ͨͳࡂݮͱ͔ࡂ
Ͱ͸ͳ͍͠ɺେมͳΜͰ͚͢Ͳɺͦ͜ʹ΍Γ͕͍Λݟग़͠
ָͯ͘͠΍ͬͯ΋Β͍͍ͨͳɺͱ͍͏ͷ͕ເͰ͠ΐ͏͔ɻ
एख͕େ͖͘Ӌ͹͍͍͚ͨͯΔΑ͏ʹɺ࣍ͷҰาΛޙԡ͠
Ͱ͖ΔଘࡏͰ͍͍ͨͰ͢Ͷɻʮ΍ͬͯΈ͍ͨʯʮͯ͠ࢼΈͨ
͍ʯͱ͍͏͜ͱ͕͋Ε͹ɺʮ͍͍Μ͡Όͳ͍ʯͱߠఆతʹ௅
ઓͰ͖Δڥ؀Λ͍͖͍ͭͬͯͨ͘Ͱ͢ɻ

山本　͜Ε·Ͱࣄ࢓Λ͢ΔதͰɺ࣍ୈʹཔͬͯ΋Β͑Δ͜
ͱ͕૿͖͑ͯͯɺͦΕ͕ͱͯ΋͍͠خͰ͢ɻࣗ ෼͕୲౰͠
͍ͯΔࣄ࢓ʹ͍ͭͯ͸ɺʮ೚͓͚ͤͯ͹େৎ෉ʯͱͯͬݴ΋
Β͑ΔΑ͏ͳଘࡏʹͳΓ͍ͨͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻͦ ͷͨΊʹ
΋ɺظ೔ΛकΔ͜ͱ΍ਖ਼֬ʹࣄ࢓Λ͢Δ͜ͱͳͲɺجຊత
ͳ͜ͱΛҰͭͻͱͭੵΈॏͶ͍͖͍ͯͨͰ͢ɻ

ɹ·ͨɺ؅ཧͷࣄ࢓͸ࣾࢧ΍
ళʹΑͬͯ΍Γํ͕গͣ͠ࢧ
ͭҧ͏ͱ͏ࢥͷͰɺશࠃͷڌ
఺ͱͷͭͳ͕ΓΛͯ͛޿ɺΑ
͍΍ΓํΛڞ༗͍͚ͯͨ͠Β
ͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻͦ ͏΍ͬͯɺ
৔ͷݱ৔ͷਓ͕ͨͪɺΑΓݱ
͠ʹΔΑ͏͑࢖Λؒ࣌ʹࣄ࢓
͍͖͍ͯͨͰ͢ɻ 

山根 தͰ͖ΔΑ͏ूʹࣄ࢓ͷࣄ޻৔ͷਓ͕ͨͪɺΑΓݱ
ʹɺόοΫϠʔυͰ͑ࢧΔ࢓૊Έ͸ɺ·ͩ੔͍͑ͯ͘༨஍
͕͋Γ·͢Ͷɻ 

阿久津 ༿ͷํ͕ݴԉʯͱ͍͏ΑΓɺʮਪਐʯͱ͍͏ࢧ͸ʮࢲ
Ͱ͢ɻཔ·Εͨ͜ͱΛ΍Δ͚ͩͰ͸ͳ͘ɺͪ͜Β͔Β͖޷

ʮ͜͏͍ͯ͜͠͏ʯͱਐΊ͍ͯ͘ɻͦ ͷ࢟੎͕େͩࣄͱ͍ࢥ
·͢ɻ

山本　ಉظ΍্࢘ɺଞ෦ॺͷํɺݱ৔ͷ୲౰ऀͳͲɺຊ౰
ʹ͍Ζ͍Ζͳਓ͔ΒܹࢗΛड͚͍ͯ·͢ɻಛʹಉظͱ͸஥
͕Α͘ɺࣄ޻௕ʹͳͬͨਓ΍ݩ੥͚ͷݱ৔Λ୲౰͍ͯ͠Δ
ਓɺ৽͍͠෦ॺͰ޻ࢪΛ͑ࢧΔࣄ࢓Λ͍ͯ͠ΔਓͳͲɺͦ
ΕͧΕ͕ؤு͍ͬͯΔ࢟ΛݟΔͱɺࢲ΋ؤுΖ͏ͱ͍ࢥ·
͢ɻۈ͕ࢲ຿͢Δؔ౦ࣾࢧ͸ݱ৔ͷਓͱͷڑ཭΋ۙ͘ɺ࣮
ΒΕΔ͜ͱ͡ײʹΛ͍ͯ͠ΔਓͨͪΛ਎ۙࣄ࢓৔Ͱݱʹࡍ
΋ɺࣗ ෼ͷϞνϕʔγϣϯʹͳ͍ͬͯ·͢ɻ 

中山ɹࢲ͸ೖࣾ�೥໨ʹɺ͜ͷ··ͰΑ͍ͷ͔ɺͱ໎ͬͨ
Γ·ͨ͠ɻ࣮͕͋ظ࣌ Ոʹ྆ͯͬؼ਌ʹ࿩ͨ࣌͠ɺ΍ΕΔ
ͱ͜Ζ·Ͱ΍ͬͯΈͯɺͦΕͰ΋೉͚͠Ε͹ؼΔ৔ॴ͸͋
Δ͔Βͱͯ͑ࢧͯͬݴ΋Β͍ɺͦΕͰ΋͏Ұ౓ؤுͬͯΈ
Α͏ͱͨͬ͜ࢥͱ͕͋Γ·ͨ͠ɻ
ɹͦͷࠒɺݱ৔ΛҰॹʹ୲౰্͕ͨ࢘͠ɺࣄ࢓Λຊ౰ʹࡉ
Ε·ͨ͠ɻීͯ͑͘ڭ͔͘ ௨͸ಉ͡૊Έ߹ΘͤͰ࣍ͷݱ৔
Λ୲౰͢Δ͜ͱ͸͋·Γͳ͍ͷͰ͕͢ɺͦͷ্͕࢘෦௕ʹ

ʮ΋͏Ұݱ৔ɺҰॹʹ΍Βͤͯ΄͍͠ʯͱ࿩ͯ͘͠Εͯɺ΋
͏Ұ౩ɺͱ΋ʹ୲౰͢Δ͜ͱʹͳΓ·ͨ͠ɻલͷݱ৔Ͱ͸

Ͱ͖ͳ͔ͬͨ͜ͱ͕Ͱ͖ΔΑ͏
ʹͳΓɺ೚ͤͯ΋Β͑Δࣄ࢓΋
૿͍͖͑ͯ·ͨ͠ɻࠓͰ΋ɺͱͯ
΋͍ͯ͠ँײ·͢ɻษͯͤ͞ڧ
͘Εͨͦͷ࣌ͷ্࢘ʹ΋ɺ഑ଐ
ʹ഑ྀͯ͘͠Εͨձࣾʹ΋ɻ

清水ɹҰॹʹࣄ࢓Λ্ͨ࢘͠ͱɺ
ͦͷޙ΋ͭͳ͕͍ͬͯΔͷ͸͢

͍͍͘͝Ͱ͢Ͷɻࢲʹ΋ɺ஌Γ͍ͨ͜ͱ͕͋Δͱ͍ͭ΋૬
ஊ͍ͯͨ͠ਓ͕͍·ͨ͠ɻͦ Μͳ੍౓͸·ͩ͋Γ·ͤΜͰ
͕ͨ͠ɺউखʹࣗ෼ͷϝϯλʔʹͳͬͯ΋ΒͬͨΑ͏ͳ΋
ͷͰ͢ɻͦ ͷਓ͕ਓΛҭͯΔҙࣝͷ͍ڧਓͰ͋ͬͨͱ͍͏
͜ͱ΋͋Δͱ͍ࢥ·͕͢ɺͦΕʹ؁͑ΒΕΔਤʑ͠͞΋େ
 ΋͠Ε·ͤΜɻ͔ࣄ

モーɹࢲ͸͜Ε·Ͱɺຊࣾ΍ݱ৔ͷ͍Ζ͍Ζͳํʹͯ͑ࢧ
͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ೔ຊޠͰࣄ࢓Λ͍ͯ͠Δͱɺ΍͸Γɺࣗ
෼͕఻͔͑ͨͬͨ͜ͱͱҧ͏ҙຯʹड͚औΒΕͦ͏ʹͳͬ
ͨΓɺ͍ͯ͑ߟΔ͜ͱΛे෼ʹ఻͖͑Εͳ͔ͬͨΓ͢Δ೉
͕͋͠͞Γ·͢ɻ·ͨɺݴ༿ͷؔ܎Ͱɺཧղ͢Δͷʹগ͠
͕͔͔࣌ؒΔ͜ͱ΋͋Γ·͢ɻͦ Μͳ࣌΋ɺ௕͘Ұॹʹ࢓
෼͔Δ·Ͱஸೡʹઆ໌ͯ͘͠Ε͕ࢲΛ͍ͯ͠Δ্࢘͸ɺࣄ
·͢ɻͦ ͷํ͸ɺࢲʹର͚ͯͩ͠Ͱ͸ͳ͘ɺ෦ॺͷΈΜͳ
ʹରͯ͠΋ಉ͡Α͏ʹઆ໌ͯ͘͠ΕΔͷͰ͢ɻࢲ΋ɺ͍ͭ
͔ͦ͏͍͏্࢘ʹͳΕͨΒ͍͍ͳͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ 

西館　ࢲ͸Ҏલɺʮ؅ཧ෦͸޻ࢪͱӦۀΛͭͳ͙෦ॺͩʯͱ
ɻ͢·͍ͯͬ࢒ʹ༿͕ҹ৅ݴΘΕͨ͜ͱ͕͋ͬͯɺͦͷݴ
΍޻ࢪ͸ɺࣄ࢓ɺ؅ཧ෦ͷࡍ࣮
Ӧ͚ͩۀͰͳ͘ɺࢧళશମͷਓ
ͱਓΛͭͳ͙໾ׂ΋͋Δͱͬࢥ
͍ͯ·͢ɻࣗ෼ͷ෦ॺ͕Ͳ͜ͱ
Ͳ͜Λͭͳ͍Ͱ͍Δͷ͔Λҙࣝ
͍ͯ͠Δਓ͕͍Δ͔Βͦ͜ɺਓ
΍෦ॺΛӽ͑ͯ੠Λֻ͚߹͑Δ
งғ͕ؾͰ͖͍ͯΔͷ͔ͳͱࢥ
͍·͢ɻ

これから仕事の中でやってみたいことや、もっと
よくしていきたいことはありますか。Q

浅野ɹৼΓฦΒͳ͍ͱɺͯ͠ݧܦ΋ֶͼʹͳΒͳ͍Ͱ͔͢
ΒͶɻօ͞Μͷ͓࿩Λฉ͍͍ͯΔͱɺϑΟʔυόοΫΛड
͚Δػձ͕͋Γɺಉ࣌ʹɺগ͠νϟϨϯδϯάͳࣄ࢓Λ೚

͞Ε͍ͯΔ༷ࢠΛ͡ײ·͢ɻ
੹೚͋Δࣄ࢓Λ೚͞ΕΔ͜ͱ
΋͋Δ͚ΕͲɺࢦ͘͠ݫఠ͞
ΕΔ͜ͱ΋͋ΔɻͰ΋ɺͦΕ͸

ʮ΋ͬͱͰ͖Δʯͱظ଴͞Εͯ
͍Δͱ͍͏͜ͱͰ΋͋Γ·͢
ΑͶɻͦ ޙɺͦͷ͕ݧܦͨ͠͏
ͷ੒௕ʹͭͳ͕͍ͬͯΔͷͩ
ͱ͍ࢥ·͢ɻ

一人ひとりの社員がさらに成長し、その力を会社の
力につなげていくためには、何が必要でしょうか。Q

周囲の人との関わりで印象に残っていることはあ
りますか。Q

成長を支えた人、職場、周囲の関わり

これから、さらに力を発揮するために

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス



��RAITO Corporate Report 2026�0

ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

コーポレート・ガバナンス

ɹ؂ࠪ໾ձ͸ৗ؂ࠪۈ໾�໊ͱࣾ֎؂ࠪ໾�໊Ͱߏ੒͞Εɺ
؂ࠪ໾͸औక໾ձΛ͸͡Ίͱ͢Δࣾ಺ͷॏཁͳձٞʹग़੮
͠ɺऔక໾ͷ৬຿ࣥߦঢ়گΛܦ؂ࠪ͠Ӧͷ݈શੑɺಁ໌ੑ
ͷ֬อʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ·ͨɺ୅දऔక໾ͱ؂ࠪ໾͸ɺ૬
ڞӦ৘ใͳͲΛܦ௨ΛਤΔͨΊɺॏཁͳ՝୊΍ૄࢥͷҙޓ
༗͢ΔػձΛ࣋ͪҙ׵ަݟΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ
具体的な検討内容
˔ ؂ࠪใࠂͷ࡞੒ɹ˔ ৗ؂ࠪۈ໾ͷબఆ͓Αͼղ৬
˔ ؂ࠪͷํ਑ɾۀ຿͓Αͼ࢈ࡒͷঢ়گͷௐࠪͷํ๏
˔ ͦͷଞ؂ࠪ໾ͷ৬຿ͷࣥߦʹؔ͢Δ߲ࣄͷܾఆ౳

監査役会

ɹϥΠτۀ޻άϧʔϓ͸ɺʮ٬ސɺגओɺࣾһΛ͸͡Ίؔ܎
͢Δ͢΂ͯͷਓʑͱͷൟӫΛਤΔʯͱ͍͏ܦӦͷجຊํ਑
Λ࣮͢ݱΔͨΊʹɺձࣾͷܦӦߏػ΍γεςϜΛৗʹ݈શ
ʹอͭ͜ͱΛίʔϙϨʔτɾΨόφϯεͷجຊతͳํ਑ͱ
͍ͯ͠·͢ɻ

コーポレート・ガバナンス基本方針
ɹ౰ࣾ͸ɺ౰ࣾऔక໾ձͷ࣮ޮੑʹؔͯ͠ɺۀ຿ࣥߦͷܾ
ఆ͓Αͼ؂ಜؔػͱͯ͠ͷػೳΛ࣮ޮతʹՌͨ͢͜ͱ͕Ͱ
͖͍ͯΔ͔ʹ͍ͭͯͷ෼ੳɾධՁΛͨ͏ߦΊɺ͢΂ͯͷऔ
క໾͓Αͼ؂ࠪ໾ʹରͯ͠ɺ�ஈ֊ධՁʹΑΔධՁํࣜʹ
վળʹ͚ͯ޲ͷҙݟ౳ʹ܎Δࣗ༝ҙݟཝΛ૊Έ߹ΘͤͨΞ

取締役会の実効性評価

コーポレート・ガバナンス体制

株主総会

会計監査人

監査役会

選任／解任

選任／解任

監査

内部監査

監査

選任／解任 選任／解任

選任／解任

取締役会

指名委員会
報酬委員会

本部長会議

危機管理委員会
コンプライアンス
推進委員会

監査室
監査役会事務局

代表取締役

執行役員

各事業部門・グループ会社

選定・解職・監督

内部統制監査
会計監査

報告
報告

報告

答申

報告
指示

指示・監督

監督

助言

顧問弁護士

ɹϥΠτۀ޻ͷऔక໾ձ͸��໊ͷऔక໾ʢ͏ͪࣾ֎औక໾
�໊ʣͱ�໊ͷ؂ࠪ໾ʢ͏ͪࣾ֎؂ࠪ໾�໊ʣͰߏ੒͞Εɺݪ
ଇͱͯ͠ຖ݄�ճͷऔక໾ձͱඞཁʹԠͯ͡ྟ࣌औక໾ձ
Λ։͠࠵ɺܦӦͷॏཁ߲ࣄʹ͍ͭͯͷҙܾࢥఆΛ͏ߦͱͱ
΋ʹɺܦӦͷࢹ؂ɾ؂ಜؔػͱͯ͠ɺ֤ औక໾ͷ৬຿ࣥߦͷ
ঢ়گΛ؂ಜ͍ͯ͠·͢ɻऔక໾ձͷ։࣌࠵ʹซͤͯɺࣾ௕ɾ
Ӧܦɺ͍ߦʣΛ׵ަݟ෦౳ͱࣾ֎໾һͱͷ࠙ஊձʢҙװӦܦ
൑அͷੑ؍٬ͷ্޲ɺػࢹ؂ೳͷڧԽΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺ౰ࣾͷࣾ֎औక໾͸ɺࣝݟ͍ߴͱ๛෋ͳ࣮຿ݧܦ
Λ༗͓ͯ͠Γɺ໾һͷ஌͖ͮجʹݟɺࣾ֎औక໾ͱͯ͠ެ
ਖ਼ͳཱ৔ͰͷҙܾࢥఆͷࢀՃͱ؂ಜػೳͷڧԽʹͯ͠ݙߩ
͍·͢ɻͳ͓ɺҰൠגओͱརӹ૬൓ͷੜ͡ΔڪΕͷͳ͍ಠ
ཱੑΛ༗͠ɺࣾ ֎औక໾ͱͯ͠ద೚Ͱ͢ɻ
具体的な検討内容
˔ தܦظӦܭը
ରԠ͚ͨ޲ʹݱӦͷ࣮ܦՁΛҙࣝͨ͠גຊίετ΍ࢿ ˔

取締役会

ɺࣗࡦʢ഑౰੓ݩओؐג ˔ ͷऔಘ͓Αͼফ٫౳ʣࣜגݾ
˔ औక໾ձͷ࣮ޮੑධՁɺ಺෦౷੍ؔ࿈߲ࣄɺΨόφϯεڧ
Խʹ͚ͨ޲औΓ૊Έ౳

ɹ౰ࣾͰ͸ɺܦӦਞװ෦ͷબ೚͓Αͼղ೚ʹ͍ͭͯɺච಄
ಠཱࣾ֎औక໾Λҕһ௕ͱ͠ɺҕһͷա൒਺Λಠཱࣾ֎औ
క໾Ͱߏ੒͢Δ໊ࢦҕһձͰ৹ٞͨ͠͏͑Ͱɺऔక໾ձʹ
෇ٞ͠ɺܾ ఆ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ໊ࢦҕһձ͸ɺऔక໾ʹ͍ͭͯ͸ɺ౰ࣾͷܦӦͷ೚Λ୲
͏ʹ૬Ԡ͍͠ਓ֨ɾࣝݟɾೳྗΛ༗͍ͯ͠Δ͔Ͳ͏͔ɺ؂
ࠪ໾ʹ͍ͭͯ͸ɺ౰ࣾͷܦӦશൠʹ͍ͭͯద੾ͳࢦಋ͓Α
ͼظ؂͕ࠪ଴Ͱ͖Δ͔Ͳ͏͔ɺʹ͖ͭ૯߹తʹ৹ٞ͠ɺऔ
క໾ձʹ౴ਃ͍ͯ͠·͢ɻ
具体的な検討内容
˔ ໾һީิऀͷ৹ٞ౳

指名委員会

ɹ౰ࣾ͸ɺऔక໾ͷใुʹ͍ͭͯ͸ɺච಄ಠཱࣾ֎औక໾
Λҕһ௕ͱͨ͠ใुҕһձΛ։͠࠵ɺձࣾͷۀ੷ɺ୲౰৬
຿ͷॏཁੑͳͲΛ૯߹తʹ൑அ͠ɺऔక໾ձʹ͓͍ܾͯఆ
͍ͯ͠·͢ɻ
ɹใुҕһձ͸ɺʮۀ੷ͷ্޲ɺத௕ظతͳۀاՁ஋ͷ૿Ճ
ΛਤΔͨΊʹ࠷దͳใु੍౓Λߏங͢Δ͜ͱɺ͓Αͼใु
ܾఆͷϓϩηεʹެฏੑͱಁ໌ੑΛ֬อ͢Δ͜ͱʯΛใु
ܾఆʹ͋ͨͬͯͷجຊతͳํ਑ͱ͠ɺݻఆใु͓Αͼۀ੷
࿈ಈใुʹ͍ͭͯ৹ٞͨ݁͠ՌΛऔక໾ձʹ౴ਃ͢Δ͜ͱ
ͱ͍ͯ͠·͢ɻ
具体的な検討内容
˔ ໾һใुͷࢉఆํ๏ܾఆʹؔ͢Δํ਑ͷվఆʹ͍ͭͯͷ

৹ٞɾ౴ਃ
˔ ౰ۀࣄ೥౓ͷݻఆใुֹ͓Αͼ୹ۀظ੷࿈ಈใुֹ౳ͷ

ܾٞ౳

報酬委員会

ϯέʔτௐࠪΛ࣮͓ͯ͠ࢪΓɺ202�೥౓͸શһ͔Βճ౴
Λಘ·ͨ͠ɻ
ɹճ౴ɾͨ͠ࡌهҙݟͷ಺༰͸ɺ͢΂ͯͷऔక໾͓Αͼ؂
ࠪ໾ʹใ͠ࠂɺ͜ΕΛ౿·͑ɺऔక໾ձʹ͓͚Δٞ࿦͓Α
ͼҙ׵ަݟ౳Λ൐͏࣮ޮੑͷ෼ੳɾධՁΛ͍ߦ·ͨ͠ɻ

2025年度の評価方法の概要
（アンケートの主な項目）

˔ औక໾ձͷߏ੒ɹ˔ औక໾ձͷӡӦɹ˔ औక໾ձͷٞ୊
˔ औక໾ձΛ͑ࢧΔମ੍ɹ˔ औక໾ձͷ͋Γํ
˔ ౤ࢿՈɾגओͱͷؔੑ܎
（評価プロセス）
1.�ஈ֊ධՁʹΑΔධՁํࣜͱࣗ༝ҙݟཝΛ૊Έ߹Θͤͨ

Ξϯέʔτௐࠪ
2.औక໾ձͰͷٞ࿦ɾҙ3  ׵ަݟ.औక໾ձͰͷ෼ੳɾධՁ
4.औక໾ձʹ͓͚Δ࣮ޮੑධՁͷܾٞ
評価結果概要
ɹ౰ࣾऔక໾ձ͸ɺݸʑͷ՝୊ʹ͍ͭͯվળͷ༨஍͸͋Δ
΋ͷͷɺશମͱͯ͠஌ࣝɺݧܦɺೳྗΛόϥϯεྑ͘උ͑
ΘΕ͍ͯΔ͜ͱΛ֬ೝ͠ߦ੒ͷ΋ͱɺ࣮ޮతͳٞ࿦͕ߏͨ
͓ͯΓɺऔక໾ձશମͷ࣮ޮੑ͸ద੾ʹ֬อ͞Ε͍ͯΔͱ
൑அ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹͳ͓ɺલճͷ࣮ޮੑධՁͱಉ༷ɺۀ຿ࣥߦऔక໾ͱࣾ֎
औక໾ͷ৘ใ֨ࠩͷղফ΍ɺࣾ֎औక໾ͷؔ༩ͷڧԽͷͨ

ΊͷػձͷఏڙΛҾ͖ଓ͖ܧଓతʹ࣮͢ࢪΔ͜ͱɺ͓Αͼ
ࣾ֎औక໾ͷػೳΛΑΓൃͤ͞شΔͨΊͷଶ੎ͷݕ౼͕Ҿ
͖ଓ͖ඞཁͰ͋Δͱ͍͏ҙ͕ݟଟ͘ݟΒΕͨ͜ͱɺ·ͨɺ
౤ࢿՈɾגओͱͷؔੑ܎ʹ͍ͭͯ͸ɺऔΓ૊ΈΛධՁͭ͠
ͭɺ͞Βʹॆ࣮ͤ͞Δ͜ͱͷඞཁੑΛࣔ͢झࢫͷҙ͕ݟෳ
਺ݟΒΕͨͳͲ͕ࠓճͷऔక໾ձ࣮ޮੑධՁʹ͓͚Δಛ৭
Ͱ͋ͬͨͱධՁ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺ্هͷͱ͓Γɺݱঢ়ͷ
औక໾ձશମͷ࣮ޮੑ͸ద੾ʹ֬อ͞Ε͍ͯΔࢫͷධՁΛ
લఏͱͭͭ͠΋ɺকདྷతʹ͸ɺऔక໾ձͷߏ੒ͷݟ௚ ʢ͠ܦ
Ӧͱࣥߦͷ෼཭ͷ؍఺Ͱۀ຿ࣥߦऔక໾ΛݮΒ͢ɺւ֎ࣄ
໺ʹೖΕΔ͜ͱ΋ࢹԽ͢Δ͜ͱ౳ʣΛڧΛݟΔ஌ؔ͢ʹۀ
ඞཁͱ͍͏ҙݟ΋Ҿ͖ଓ͖ΈΒΕ·ͨ͠ɻ
ɹ͜ͷΑ͏ʹɺऔక໾ձͷ࣮ޮੑͷ͞ΒͳΔ্޲ʹؔ͢Δ
ҙݟ΋ෳ਺ఏࣔ͞Εɺ͜ΕΒͷҙݟ΋কདྷʹ͚ͨ޲վળΛ
ਤΔ΂͖՝୊ͱͯ͠ೝࣝΛڞ༗͠·ͨ͠ɻ
ɹ౰ࣾ͸ɺޙࠓ΋ɺఆظతʹऔక໾ձͷ࣮ޮੑͷ෼ੳɾධ
ՁΛؚΊɺ༷ʑͳ؍఺͔Βٞ࿦Λଓ͚ɺऔక໾ձͷ࣮ޮੑ
ͷ͞ΒͳΔ্޲ͱܧଓతͳվળʹऔΓ૊ΜͰ͍͖·͢ɻ 

ɹ౰ࣾ͸໾һใुͷܾఆʹ͠ࡍɺ౰ࣾͷܦӦཧ೦ͷ࣮ࢿʹݱ
͢Δਓࡐͷ֬อɾҡ࣋ΛਤΓɺۀ੷͓Αͼத௕ظతͳۀاՁ஋
ͷ্޲Λୡ੒͢ΔͨΊɺ֤औక໾ͷҙཉΛҾ͖ग़͢ʹ૬Ԡ͠
͍ɺۀ੷࿈ಈΛॏ࠷ͨ͠ࢹదͳใु੍౓Λߏங͢Δͱͱ΋ʹɺ
ใु੍౓ͷମ͓ܥΑͼͦͷܾఆͷϓϩηεʹ߹ཧੑɺެ ਖ਼ੑ
͓Αͼಁ໌ੑΛ֬อ͢Δ͜ͱΛجຊํ਑ͱ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹऔక໾ͷใु͸ɺגओ૯ձͰঝೝ͞Εͨใुֹͷൣғ಺
ͱ͠ɺච಄ಠཱࣾ֎औక໾Λҕһ௕ͱ͢Δใुҕһձʹ
Αͬͯ৹ٞ͞Εɺͦͷ౴ਃʹΑͬͯऔక໾ձͰܾఆ͍ͯ͠
·͢ɻ·ͨɺ؂ࠪ໾ͷใु͸ɺגओ૯ձʹ͓͍ͯঝೝ͞Ε
ͨใुֹͷൣғ಺Ͱɺ؂ࠪ໾ձͰܾٞ͠ڠఆ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹऔక໾ͷใ ʢुࣾ֎औక໾Λআ͘ʣ͸ɺ໾Ґ͝ͱʹͦͷ৬
੹ʹԠ͡ ʮͨݻఆใुʯͱɺ֤ظͷձࣾۀ੷ͱ੒ՌΛ൓ө͢
Δʮۀ੷࿈ಈใुʯɺ͓ΑͼגՁͷมಈʹΑΔརӹɾϦεΫ
Λגओͱڞ༗͢Δ͜ͱͰɺத௕ظతͳۀ੷ͱۀاՁ஋ͷ޲
ΊΔ͜ͱΛ໨తͱ͠ߴΔҙࣝΛ͢ݙߩʹ্ ʮͨۀ੷࿈ಈܕ
ఆใुʯͷΈݻ੒͓ͯ͠Γɺࣾ֎औక໾͸ʮߏใुʯͰࣜג
ͱ͍ͯ͠·͢ɻ؂ࠪ໾͸ʮݻఆใुʯͷΈͱ͍ͯ͠·͢ɻ

役員報酬
各指標を達成した場合における社外取締役を除く
取締役の報酬構成の比率の目安

固定報酬 業績連動型
金銭報酬

業績連動型
株式報酬

概ね50％程度～70％程度 概ね40％程度～20％程度 概ね10％程度

役員区分ごとの報酬の総額、報酬等の種類別の総額および
対象となる役員の員数

役員区分
報酬の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
（名）固定

報酬
業績連動型

金銭報酬 株式報酬
取締役
（社外取締役を除く） 319 200 90 28 11

監査役
（社外監査役を除く） 23 23 ̶ ̶ 1

社外役員 59 59 ̶ ̶ 9

˞औక໾ͷֹڅࢧʹ͸ɺ࢖༻ਓ݉຿औక໾ͷ࢖༻ਓ෼څ༩͸ؚ·Ε͍ͯ·ͤΜɻ
ओ૯ձͷגͷୈ�0ճఆ࣌࠵ใुʹ͍ͭͯ͸ɺ20��೥6݄2�೔։ࣜגܕ੷࿈ಈۀ˞

ܾٞʹ͓͍ͯಋೖͨ͠ۀ੷࿈ಈࣜגܕใु੍౓ʹ͖ͮجɺ202�೥౓ʹඅ༻্͠ܭ
ֹͨΛ͍ͯ͠ࡌه·͢ɻ

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

取締役・監査役

取締役 社外取締役 監査役

2003年10月 弁護士登録
2008年 4月 財務省関東財務局

証券取引等監視官部門証券検査官
2010年 4月 金融庁証券取引等監視委員会

事務局証券検査課専門検査官
2012年 7月 弁護士再登録

光和総合法律事務所パートナー（現）
2016年 6月 当社取締役（現）
2018年 7月 株式会社ビットポイントジャパン　

社外監査役
2024年 6月 株式会社コンヴァノ 社外取締役（現）
2025年 6月 株式会社堂島取引所 社外監査役（現）

東洋証券株式会社 社外取締役（現）

1983年 4月 当社入社
2010年 4月 東日本支社長

7月 執行役員 東日本支社長
2013年 4月 常務執行役員 関東支社長
2015年 6月 取締役 関東支社長
2016年 6月 常務取締役 関東支社長
2018年 4月 常務取締役 技術営業本部長
2019年 4月 常務取締役 施工技術本部長

6月 専務取締役 施工技術本部長
2020年 6月 代表取締役社長（現）

1983年 4月 当社入社
2008年 4月 東北支店管理部長
2009年 4月 東日本支社副支社長（管理統制担当）
2011年 4月 経営企画本部人事総務部長
2012年 7月 執行役員 経営企画本部副本部長兼

人事総務部長
2013年 6月 執行役員 経営企画本部副本部長兼

人事総務部長兼経営企画部長
2017年 4月 常務執行役員 経営企画本部副本部長

兼人事総務部長兼経営企画部長
2019年 4月 常務執行役員 経営企画本部副本部

長兼人事部長
2023年 6月 常勤監査役（現）

阿久津 和浩  代表取締役社長

1989年 4月 株式会社太陽神戸銀行入行
2013年 4月 株式会社三井住友銀行人事部研修所長
2016年 4月 同行東北法人営業部長
2018年 4月 同行東京中央法人営業第一部長
2021年 4月 同行理事エリア企業本部長
2024年 5月 当社常務執行役員

経営管理本部副本部長
2025年 6月 取締役 経営管理本部長
2026年 6月 常務取締役 経営管理本部長（現）

高橋 恒歩  常務取締役 経営管理本部長

2006年 5月 日宝工業株式会社
建設本部副本部長

2009年10月 当社入社
2010年 4月 建設事業本部建築事業部建築営業部長
2013年 6月 建築事業本部副本部長
2015年 4月 執行役員 建築事業本部長
2016年 4月 常務執行役員 建築事業本部長
2018年 6月 取締役 建築事業本部長
2020年 6月 常務取締役 建築事業本部長
2023年 6月 専務取締役 建築事業本部長（現）

山本 明伸  専務取締役  建築事業本部長

1997年 7月 当社入社
2007年 4月 大阪支店神戸営業所長
2011年 4月 中部統括支店施工技術部長
2012年 4月 中部統括支店副支店長
2013年 4月 執行役員 中部統括支店長
2016年 4月 常務執行役員 中部統括支店長
2021年 6月 取締役 中部統括支店長
2023年 4月 取締役施工技術本部長

6月 常務取締役施工技術本部長（現）

金藤 達也  常務取締役  施工技術本部長

1983年 4月 当社入社
2009年 4月 東日本支社副支社長
2010年 4月 海外事業本部副本部長
2011年 4月 東北統括支店副支店長
2013年 4月 執行役員 東北統括支店長
2016年 4月 常務執行役員 東北統括支店長
2017年 6月 取締役 東北統括支店長
2019年 6月 常務取締役 技術営業本部長
2020年 6月 専務取締役 技術営業本部長
2023年 4月 専務取締役 安全衛生環境本部長（現）

川村 公平  専務取締役  安全衛生環境本部長

1986年 4月 当社入社
2005年 4月 大阪支店都市土木部長
2009年 4月 西日本支社施工技術部長
2010年 4月 関東支社施工技術部長
2011年 4月 執行役員 中部統括支店長
2013年 4月 執行役員 西日本支社長
2014年 4月 常務執行役員 西日本支社長
2016年 6月 取締役 西日本支社長
2018年 4月 取締役 関東支社長
2019年 6月 常務取締役 関東支社長（現）

村井 祐介  常務取締役  関東支社長

1986年 4月 当社入社
2004年 4月 中国支店山口営業所長
2011年 4月 西日本支社技術営業部中国支店長
2014年 4月 西日本支社副支社長 兼 中国支店長
2015年 4月 技術営業本部副本部長
2016年 4月 執行役員 九州統括支店長
2018年 4月 常務執行役員 九州統括支店長
2020年 4月 常務執行役員 施工技術本部副本部長

6月 取締役施工技術本部長
2023年 4月 取締役技術営業本部長

6月 常務取締役 技術営業本部長（現）

川本 治  常務取締役  技術営業本部長

1991年 4月 当社入社
2009年 4月 事業管理部長
2011年 4月 経営企画本部経営企画部長
2013年 4月 技術営業本部営業企画部長
2016年 4月 執行役員 海外事業本部長
2020年 4月 常務執行役員 海外事業本部長
2022年 6月 取締役 海外事業本部長
2026年 6月 常務取締役 経営企画本部長（現）

山根 智之  常務取締役 経営企画本部長

白井 真  筆頭社外取締役 佐藤 力  監査役（常勤）

1979年 4月 富士通株式会社入社
2002年 4月 株式会社富士通エイチアールプロ

フェッショナルズ 代表取締役社長
2007年 4月 富士通株式会社 

サービスビジネス本部主席部長
2011年 8月 ISO/IEC JTC1 SC40/WG3 

国内委員会主査
2015年11月 株式会社東京システムリサーチ 執行役員
2019年 6月 ITES-BPO JIS 原案作成委員会 委員長
2021年 6月 当社取締役（現）
2022年 6月 株式会社フコク 社外取締役（現）
2023年 9月 株式会社ニイタカ 

社外取締役（監査等委員）（現）

清水 裕子  社外取締役

1977年 4月 仙台国税局採用
2009年 7月 本郷税務署長
2015年 7月 金沢国税局総務部長
2017年 7月 高松国税局長
2019年11月 永田武税理士事務所

税理士登録
2021年 6月 当社取締役（現）
2024年 3月 日本酒造組合中央会理事（現）

永田 武  社外取締役

1983年 4月 労働省入省
2000年 4月 厚生労働省群馬労働局総務部長・

職業安定部長
2007年 4月 厚生労働省東京労働局需給調整事業部長
2015年 4月 厚生労働省職業安定局首席職業指導官
2019年 3月 厚生労働省栃木労働局長
2021年 3月 厚生労働省退官

4月 事業創造大学院大学
事業創造研究科教授（現）

6月 当社取締役（現）

浅野 浩美  社外取締役

2002年10月 弁護士登録 
出澤総合法律事務所（現）

2016年11月 株式会社地域新聞社 社外監査役（現）
2017年 6月 株式会社ニチリョク監査役
2019年 6月 当社監査役（現）
2022年 3月 株式会社ファンコミュニケーションズ

社外監査役
4月 医療法人社団幸生会 監事（現）

2023年 3月 株式会社ファンコミュニケーションズ
社外取締役（監査等委員）（現）

丸野 登紀子  社外監査役

1979年 4月 株式会社太陽神戸銀行入行
2008年 4月 株式会社三井住友銀行 執行役員
2010年 6月 陽光ビルME株式会社

代表取締役社長
2017年 6月 株式会社陽栄ホールディング 

代表取締役社長
株式会社陽栄 代表取締役社長

2019年 6月 株式会社コガネイ 社外監査役（現）
2020年 6月 株式会社陽栄 代表取締役会長
2021年 6月 東陽興産株式会社 社外取締役（現）

当社監査役（現）

飯田 信夫  社外監査役

髙岡 万由美  社外監査役

1989年 4月 当社入社
2011年 4月 西日本支社技術営業統括部長
2012年 4月 西日本支社副支社長
2016年 4月 執行役員西日本支社副支社長
2018年 4月 執行役員 西日本支社長
2021年 4月 常務執行役員西日本支社長
2023年 6月 取締役 西日本支社長（現）

和平 好伸  取締役  西日本支社長
1979年 4月 建設省入省
2011年 9月 国土交通省大臣官房建設流通政策審議官
2012年 7月 同省土地・建設産業局長
2014年 1月 同省国土交通審議官
2015年 7月 内閣府地方創生推進事務局長
2017年 7月 内閣府退職
2018年 6月 一般財団法人建設業振興基金理事長
2022年 7月 一般財団法人建設経済研究所理事長
2023年 6月 一般社団法人全国住宅供給公社等

連合会会長（現）
2025年 6月 当社取締役（現）

10月 一般財団法人建設経済研究所会長（現）

佐々木 基  社外取締役

2001年10月 監査法人トーマツ入所
（現有限責任監査法人トーマツ）

2005年  5月 公認会計士登録
2018年 1月 髙岡万由美公認会計士事務所代表（現）
2021年11月 株式会社MyRefer 常勤監査役

（現株式会社TalentX）
2022年12月 株式会社OKAN常勤監査役
2024年 4月 株式会社elestyle 社外監査役（現）
2024年 6月 将来宇宙輸送システム株式会社

社外監査役（現）
2024年12月 ツナググループ・ホールディングス

株式会社 社外監査役（現）
2026年 6月 当社監査役（現）

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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社外取締役および社外監査役

取締役・監査役

ɹ౰ࣾͷࣾ֎औక໾͸�໊ɺࣾ֎؂ࠪ໾͸�໊Ͱ͢ɻࣾ֎
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取締役・監査役の活動状況

˞஍Ґ͸ɺ2026೥�݄��೔ࡏݱͷ΋ͷͰ͢ɻɹ˞্هग़੮཰͸ब೚ؒظதʹ։͞࠵Εͨճ਺Λ෼฼ͱ͍ͯ͠·͢ɻ

取締役会等への出席状況（2025年4月1日～2026年3月31日） 

社外取締役・社外監査役の選任理由
氏名 選任の理由

白井 真
財務省および金融庁の在籍経験による会社法や金融商品取引法等に関する法知識に加え、弁護士として高い見識と客観的な視点を備え、経
営の重要事項の決定および業務執行の監督に十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはな
いため、当社の独立性を有する社外取締役として適任であると考えています。

清水 裕子
情報技術分野についての豊富な知見と人事部門での多くの経験を積んでいることから、経営の重要事項の決定および経営陣による業務執行
に対する監督に十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当社の独立性を有す
る社外取締役として適任であると考えています。

永田 武
税務行政を通じ広く産業界全般と接してきた豊富な経験と深い知見を有していることから、経営の重要事項の決定および経営陣による業務
執行に対する監督に十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当社の独立性を
有する社外取締役として適任であると考えています。

浅野 浩美
人材育成、雇用管理等の面から幅広いマネジメント経験を有していることから、経営の重要事項の決定および経営陣による業務執行に対す
る監督に十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当社の独立性を有する社外
取締役として適任であると考えています。

佐々木 基
国土交通省等で培われた豊富な行政経験と建設産業に対する深い知見を有しており、独立した客観的な立場から当社の経営に対する実効性
の高い監督を行うとともに、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の一層の向上に資すると判断しており、同氏に一般株主と利益相反の
生じる恐れはないため、当社の独立性を有する社外取締役として適任であると考えています。

丸野 登紀子
弁護士として企業法務を中心に活動し、会社法、金融商品取引法、労働法、特定商取引法などに幅広い実績があり、経営全般において高い専
門的見地から、業務執行の監督に十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当
社の独立性を有する社外監査役として適任であると考えています。

飯田 信夫
代表取締役を歴任するなど経営者としての豊富な経歴を有し、経営全般において高い専門的見地から、取締役の職務の監査をするにあたっ
て十分な役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当社の独立性を有する社外監査役
として適任であると考えています。

髙岡 万由美
公認会計士として培われた税務、財務および会計に関する豊富な経験と高い専門的見地から、取締役の職務の監査をするにあたって十分な
役割を果たしていくものと判断しており、同氏に一般株主と利益相反の生じる恐れはないため、当社の独立性を有する社外監査役として適
任であると考えています。

（2026年6月25日現在）

氏名 当社における地位および担当 取締役会出席率
（開催回数：13回）

監査役会出席率
（開催回数：16回）

指名委員会出席率
（開催回数：1回）

報酬委員会出席率
（開催回数：1回）

阿久津 和浩 代表取締役社長 100％（13/13） 100％（1/1）
川村 公平 専務取締役　安全衛生環境本部長 100％（13/13） 100％（1/1）
西 誠 専務取締役　経営企画本部長 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（1/1）
山本 明伸 専務取締役　建築事業本部長 100％（13/13）
村井 祐介 常務取締役　関東支社長 100％（13/13）
川本 治 常務取締役　技術営業本部長 100％（13/13）
金藤 達也 常務取締役　施工技術本部長 100％（13/13）
山根 智之 取締役　海外事業本部長 100％（13/13）
和平 好伸 取締役　西日本支社長 100％（13/13）
高橋 恒歩 取締役　経営管理本部長 100％（10/10） 100％（1/1）
白井 真 筆頭社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（1/1）
清水 裕子 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（1/1）
永田 武 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（1/1）
浅野 浩美 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（1/1）
佐々木 基 社外取締役 100％（10/10） 100％（1/1）
佐藤 力 常勤監査役 92.3％（12/13） 93.8％（15/16）
丸野 登紀子 社外監査役 100％（13/13） 100％（16/16）
飯田 信夫 社外監査役 100％（13/13） 100％（16/16）
佐々木 泰 社外監査役 100％（13/13） 100％（16/16）

取締役・監査役が有する知識・経験・能力
ɹ౰ࣾ͸ɺऔక໾ձ͕ੑޮ࣮͍ߴΛൃ͢شΔόϥϯεͷऔ
Εͨߏ੒Λ֬อ͢ΔͨΊɺ౰ࣾΛऔΓܦ͘רӦڥ؀ʹؑΈɺ
औక໾ʹٻΊΒΕΔ஌ࣝ΍ݧܦ౳ʹԊͬͨଟ༷ͳྺܦΛ࣋
ͭਓ෺Ͱߏ੒͍ͯ͠·͢ɻ֤ ਓʹ͓͍ͯಛʹઐ໳ੑΛ༗͢

Δ෼໺ʹʓҹΛ͚͍ͭͯ·͢ɻͦ ͷ͏ͪɺಛʹٻΊΒΕΔ஌
ࣝ΍ݧܦ౳ʹ͍ߴೳྗΛ༗͢ΔͱධՁͰ͖Δ߲ʹ˕Λ͚ͭ
͍ͯ·͢ɻ

スキルマトリックス（2026年6月25日現在）

˞֤ਓʹ͓͍ͯઐ໳ੑΛ༗͢Δ෼໺ʹʓΛ͚͍ͭͯ·͢ɻͦ ͷ͏ͪɺಛʹٻΊΒΕΔ஌ࣝ΍ݧܦ౳ʹ͍ߴೳྗΛ༗͢ΔͱධՁͰ͖Δ߲ʹ˕Λ͚͍ͭͯ·͢ɻ

知識・経験・能力等についての考え方

企業経営・経営戦略 企業経営、企業の重要な意思決定に携わった知識・経験を有する者

財務会計 経営意思決定に必要な財務会計知識を有し、財務戦略等の高い専門性を有する者

営業マーケティング 営業・マーケティングについての知識・経験を有する者

技術・研究開発 研究開発に関する経験と見識をもって、当社事業の研究開発を推進しうる者

IT・DX ITの利活用、DXを通じ業務プロセスの改善を推進するスキルを有する者

法務・コンプライアンス・リスク管理 業務運営上必要な法務・コンプライアンス・リスク管理に関する知識や経験を有する者

人事労務・人材開発 組織開発や人材教育・人材育成に関する経験を有し、人的資本経営の推進に必要なスキルを備える者

ESG・サステナビリティ ESGに関する幅広い知識を有し、サステナビリティ経営の視点を備えている者

グローバル グローバルビジネスに関する知識や経験を有する者

氏名 企業経営
経営戦略 財務会計 営業

マーケティング
技術・
研究開発 IT・DX

法務・
コンプライアンス・
リスク管理

人事労務
人材開発

ESG
サステナビリティ グローバル

阿久津 和浩 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

川村 公平 ◎ ◎ ○ ○ ◎

山本 明伸 ○ ◎ ◎ ○

村井 祐介 ◎ ◎ ○ ○

川本 治 ◎ ◎ ○ ○ ○

金藤 達也 ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

山根 智之 ○ ◎ ○ ○ ○ ◎

高橋 恒歩 ○ ◎ ○ ◎ ◎

和平 好伸 ○ ◎ ○ ○

白井 真 ○ ◎ ◎ ○ ◎

清水 裕子 ◎ ○ ◎ ○ ◎

永田 武 ◎ ○ ○

浅野 浩美 ○ ◎ ○

佐々木 基 ○ ◎ ○ ○

佐藤 力 ◎ ◎ ○ ◎

丸野 登紀子 ○ ◎ ◎ ○

飯田 信夫 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

髙岡 万由美 ○ ◎ ○ ◎ ○

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

人権
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①安全衛生パトロール
೥ؒܭըʹ͖ͮجɺఆظతʹ߹ಉύτϩʔϧΛ࣮͍ͯ͠ࢪ
·͢ɻ
②全国安全衛生推進大会
ຖ೥ͷશ҆ࠃશिؒʹ߹Θͤͯɺຊࣾɾ֤ڌ఺Ͱશ҆ࠃશ
ӴੜਪਐେձΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ
③各種教育・研修の実施
ຖ೥ɺ֤ ஍ʹ͓͍ͯڭҭ΍ݚमΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ

サプライチェーンマネジメント

人権に対する基本的な考え 人権デュー・ディリジェンス パートナーシップ構築宣言

安全衛生連合会

人権デュー・ディリジェンス
❶人権リスク評価❹情報開示

❷予防・改善措置❸モニタリング

人
権
方
針
の
策
定

救
済
措
置（
相
談
窓
口
）

責任ある
企業行動を
企業方針および
経営システムに
組み込む

負の影響を特定し、
評価する

負の影響を停止、防止
および軽減する

実施状況および
結果を追跡調査する

影響にどのように
対処したかを伝える

是正措置、または是正のための協力

　ライト工業グループ（以下、当社グループ）は、「ライト工業グループ
行動規範」において人権に対する基本的な考え方を示し、基本的人権を
尊重するための行動規範を定めています。
　本方針は、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいて策
定しており、当社グループにおける人権の尊重に関する考え方を明確
にしたものです。
1. 適用範囲
　本方針は当社グループの全役職員（役員、従業員、出向・派遣社員を
含むすべての社員）に適用される。また、サプライヤー、ビジネスパー
トナーに対しても本方針の支持、遵守を働きかける。
2. 規範や法令の尊重・順守
　当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ
き、国連の「国際人権章典」やILOの「労働における基本的原則及び権利
に関するILO宣言」などの国際人権基準を支持、尊重する。また、国連グ
ローバル・コンパクト署名企業として10原則を順守する。
　事業活動を行う国・地域で適用される法令等を遵守し、国際的に認め
られた人権基準と各国・地域の法令等の矛盾に直面した際には、国際的
な人権を最大限尊重するための方法を追求する。
3. 人権の尊重
　個人の基本的人権および多様性を尊重し、人種、民族、国籍、宗教、
性別、性的指向・性自認、年齢、障がいや傷病の有無、社会的身分、身
体的特徴等を理由とした差別、ハラスメントなど人権を侵害するあら
ゆる行為を禁止する。また、あらゆる形態の児童労働、強制労働、人身
取引への加担、外国人労働者などへの人権侵害を禁止し、加担しない。
　サプライヤー、ビジネスパートナーにおいて人権への負の影響が引
き起こされている場合には、当該関係者に対し、人権侵害しないように
働きかけ、改善に努める。
4. 人権デュー・ディリジェンスの実施
　人権尊重の責任を果たすため、人権デュー・ディリジェンスの仕組み
を構築し、これを継続的に実施する。また、運用にあたり、適宜見直し、
改善を図る。
　人権デュー・ディリジェンスには、事業活動やサプライチェーン上に
おける人権への顕在的または潜在的な負の影響を特定して防止と軽減
の取り組みを継続的に遂行していくことが含まれる。
5. 是正・救済
　当社グループが人権への負の影響の原因となった、あるいは助長し
たことが判明した場合には、適切な手段により、速やかにその是正、救
済に取り組む。
　また、人権への負の影響を自ら助長していない場合でも、その事業を
通して直接的に人権への負の影響とつながっている場合には、その防
止または軽減に努める。
6. 教育・研修
　本方針が事業活動全体に定着するように、必要な手続きの中にこの
考えを反映するとともに、全役職員が本方針について十分な理解が得
られるよう、適切な教育・研修を行う。
7. ステークホルダーとの対話・協議
　人権への顕在的または潜在的な負の影響に関する対応について、関
連するステークホルダーとの対話・協議を行う。
8. 情報の開示
　本方針に基づく人権尊重の取り組みについて、定期的に情報を開示する。

代表取締役社長 阿久津 和浩
2023年11月1日制定

ライト工業グループ人権方針
人権尊重に対する基本姿勢

人権デュー・ディリジェンスのプロセス

ライト工業グループが優先的に取り組む人権課題
˔ ಐ࿑ಇࣇ
˔ ࿑ಇɺਓ਎औҾ੍ڧ
˔ ਓछɺफڭɺࠃ੶ɺ೥ྸɺੑ ผɺੑ ࣗೝɺੑ త޲ࢦɺো͕͍ͷ

༗ແͦͷଞʹΑΔࠩผɺෆ౰ͳѻ͍ɺϋϥεϝϯτ
˔ దਖ਼ͳ࿑ಇ৚݅ͷ੔උ

　ライト工業グループは、協力業者や取引先の皆様と協力し、サプライ
チェーン全体で事業活動を通じた社会の課題解決と持続的発展に貢献
していきます。
1. 法令・社会規範の遵守
　事業活動を行う国・地域で適用される関連法令、社会規範を遵守し、
健全な調達を行います。
2. 公平・公正な取引
　取引先は対等なパートナーとして、公正・公平な取引を推進します。
　取引先選定にあたっては品質、安全、コスト、納期に加え、環境対応、
労務政策、技術力、資金力、経営状況等を総合的に勘案して行います。
3. 人権尊重
　「ライト工業グループ人権方針」に基づきサプライチェーン全体での
人権の尊重に努め、良好な労働環境に配慮した調達活動を行います。
4. 安全・衛生の推進
　安全で衛生的な職場環境を維持し、労働災害の防止に努めます。
5. 品質の確保
　品質管理体制を充実させ、当社が提供する建設物やサービス、その他
における品質の維持・向上の確保を前提とした調達活動を行います。
6. 環境保全への取り組み
　「環境方針」に基づいた環境に配慮した調達活動を行い、サプライ
チェーン全体での環境負荷の軽減に取り組みます。
7. 情報セキュリティの徹底
　業務に関連して取り扱う、機密情報、個人情報、顧客情報のセキュリ
ティの確保を徹底します。
8. 災害時における事業活動の継続
　平時より大規模災害に備え、事業継続計画（BCP）を策定し、原則と
して毎年点検、見直しを行い、事業継続力の維持・向上に努めます。
9.社会貢献の推進
　企業活動が地域社会と密接な関わり合いを持っていることを認識し、
地域社会や地域経済の発展に貢献します。
10.サステナブル調達の推進
この調達方針について取引先の理解と協力を求め、相互理解を深めて良

好なパートナーシップを構築し、共にサステナブル調達活動を推進します。

ライト工業グループ調達方針

ɹ౰ࣾ͸ʢྗڠձࣾͱͷʣ͞ ΒͳΔύʔτφʔγοϓߏஙͷ
ͨΊɺ֎஫ܖ໿ʹ͔͔Δࢧ෷͍Λ2022೥�݄͔Βશֹۚݱ
෷͍ͱ͠ɺྗڠձࣾͷܦӦج൫ڧԽͱਓ֬ࡒอɺҭ੒ʹ޲
͚ͨऔΓ૊ΈΛࢧԉ͍ͯ͠·͢ɻ

協力会社への支払いの現金化

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ׆ۀࣄಈΛ௨ͯࣾ͡ձ՝୊ͷղܾͱ࣋
ଓతͳൃలʹ͢ݙߩΔͨΊɺྗڠձࣾΛ͸͡Ίͱ͢Δαϓ
ϥΠϠʔͱͱ΋ʹऔΓ૊ΜͰ͍͖·͢ɻͦ ͷҰ؀ͱͯ͠ɺ
࣋ଓՄೳͳαϓϥΠνΣʔϯΛߏங͢ΔͨΊʮϥΠτۀ޻
άϧʔϓௐୡํ਑ʯ͓ ΑͼʮϥΠτۀ޻άϧʔϓ αεςφ
ϏϦςΟௐୡΨΠυϥΠϯʯΛࡦఆ͠·ͨ͠ɻௐୡํ਑͓
ΑͼΨΠυϥΠϯ͸ɺ౰ࣾͱαϓϥΠϠʔ͕࣋ଓՄೳͳࣾ
ձͷ࣮͠ݙߩʹݱɺ૬ൃޓలʹͭͳ͛ΔͨΊʹͯ͠ྗڠऔ
Γ૊Ή΂͖جຊతͳ߲ࣄΛ໌͓ࣔͯ͠Γɺࣾձతཁ੥ͷม
Խʹ߹Θͤͯਵ࣌վఆ͍͖ͯ͠·͢ɻ
ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺαϓϥΠνΣʔϯશମͰ࣋ଓՄೳͳࣾ
ձͷ࣮ݱΛਪਐ͢ΔͨΊɺαϓϥΠϠʔͱͷύʔτφʔ
γοϓΛॏ͍ͯ͠ࢹ·͢ɻαϓϥΠϠʔʹ͸ɺௐୡํ਑͓
ΑͼΨΠυϥΠϯͷझࢫΛ͝ཧղɺ͝ࢍಉ͍͖ͨͩɺੵۃ
తʹऔΓ૊ΜͰ͍ͨͩ͘Α͏͓͖͍͍ͯ͠ئ·͢ɻ·ͨɺ
αϓϥΠϠʔͷαϓϥΠνΣʔϯʹ͓͍ͯ΋ɺʮϥΠτ޻
άϧʔϓ αεςφϏϦςΟௐୡΨΠυϥΠϯʯͷप஌ɺۀ
९कΛಇ͖͔͚͍͚ͯͨͩΔΑ͏͓͖͍͍ͯ͠ئ·͢ɻ
ɹ·ͨɺΞϯέʔτͳͲΛ׆༻ͨ͠औΓ૊Έঢ়گͷ֬ೝ
΍ɺඞཁʹԠͨٞ͡ڠɺॿݴΛ௨ͯ͡ɺͱ΋ʹ࣋ଓՄೳͳ
ࣾձͷ࣮͚ͨ޲ʹݱऔΓ૊ΈΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

調達方針および
サステナビリティ調達ガイドラインの策定

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

コンプライアンス

ɹϥΠτۀ޻άϧʔϓ͸ɺ݈શͳ׆ۀاಈͷਪਐΛ໨తͱ
͠ ʮͯίϯϓϥΠΞϯεجຊํ਑ʯ͓ ΑͼʮϥΠτۀ޻ά
ϧʔϓߦಈൣنʯΛఆΊɺ͜ ΕΒͷํ਑ɺൣنʹଇͬͨۀا
ͱͯ͠ɺίϯϓϥؔػΘΕ͍ͯΔ͔νΣοΫ͢Δߦಈ͕׆
ΠΞϯεਪਐҕһձΛઃஔ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹಉҕһձ͸ίϯϓϥΠΞϯε९कঢ়گͷࢹ؂Λ͏ߦͱ
ͱ΋ʹɺͦͷ׆ಈঢ়گΛఆظతʹऔక໾ձ΁ใ͠ࠂɺؔ࿈
Δ͜ͱʹΑΓɺ͢ࢪमͳͲΛ࣮ݚతͳظ௚͠΍ఆݟఔͷن
άϧʔϓશମͰͷίϯϓϥΠΞϯεΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ·
ͨɺऔక໾ձ͸ఆظత͓ΑͼඞཁʹԠͯ͡౎౓ใࠂΛड
͚ɺάϧʔϓશମͷίϯϓϥΠΞϯεͷӡ༻ঢ়گΛ؂ಜ
͠ɺඞཁʹԠͯ͡ద੾ͳରԠΛ͍ͯͬߦ·͢ɻͳ͓ɺ202�
೥౓ͷίϯϓϥΠΞϯεҧ൓͸0݅Ͱɺ๏ྩҧ൓΍േۚͷ
෷͍౳΋ൃੜ͍ͯ͠·ͤΜɻࢧ

ɹϥΠτۀ޻͸౰ࣾάϧʔϓͷ໾৬һશһʹɺʮίϯϓϥ
ΠΞϯεجຊํ਑ʯ͓ ΑͼʮϥΠτۀ޻άϧʔϓߦಈൣنʯ
Λͨ͠ࡌهখࢠ࡭Λ഑෇͠ɺ೔ʑͷۀ຿ʹ͓͚Δίϯϓϥ
ΠΞϯεͷపఈΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ·ͨɺ๏ྩ९क΍ྙۀا
ཧΛ͸͡Ίɺݐઃۀ๏ɺݐஙج४๏ɺ࿑ಇ҆શӴੜ๏ɺ৘ใ
࿙Ӯ๷ࢭɺΠϯαΠμʔऔҾ๷ࢭ౳ͷڭҭΛ৬छผɺ෦໳
ผʹϓϩάϥϜΛઃ͚͍ͯͯͬߦ·͢ɻ
ɹ͞Βʹɺ౰ࣾάϧʔϓ໾৬һʹର͠ɺe�ϥʔχϯάʹΑΔ
ίϯϓϥΠΞϯεڭҭΛܧଓతʹ͍ߦɺप஌పఈΛਤͬͯ
͍·͢ɻͳ͓ɺίϯϓϥΠΞϯεʹؔ͢Δݒ೦ࣄҊ͕ൃੜ
ɺίϯϓϥΠΞϯε͍ߦҭΛڭ࠶͸ɺ໾৬һʹରͯ͠ࡍͨ͠
ʹؔ͢Δҙࣝͷ্޲ʹ౒Ίɺൃ࠶๷ࢭΛਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ༷ʑͳϦεΫΛ৹ٞ͢ΔͨΊɺ؂ࠪ
໾ձ͔Β͸ಠཱͨ͠؅ػةཧҕһձΛઃஔ͠ɺओཁͳϦε
Ϋͷঢ়گʹ͍ͭͯఆظతʹϞχλϦϯάɺධՁɺ෼ੳ͠ɺ
֤෦໳͓Αͼ֤άϧʔϓձࣾʹඞཁͳࢦಋɺॿݴΛ͏ߦͱ
ͱ΋ʹɺͦͷ಺༰Λఆظతʹऔక໾ձʹใ͢ࠂΔମ੍Λ੔
͍͑ͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺऔక໾ձ͸؅ػةཧҕһձ͔Β௚઀ใࠂΛड͚Δ
ͱͱ΋ʹɺάϧʔϓߦಈ͓ൣنΑͼϦεΫ؅ཧنఔɺ؅ཧ
ମ੍ͷӡ༻ঢ়گͱɺͦͷ࣮ޮੑΛධՁɺ؂ಜ͍ͯ͠·͢ɻ
औక໾ձ΍؅ػةཧҕһձ͕ධՁɺ؂ಜ͍ͯ͠ΔϦεΫʹ
͸ɺ๏ྩҧ൓΍ڥ؀౳ͷ&4(ϦεΫ΋ؚ·Ε͍ͯ·͢ɻ

ɹ஌త࢈ࡒ͸౰ࣾάϧʔϓͷ੒௕ɺऩӹΛ͑ࢧΔॏཁͳܦ
ӦݯࢿͷҰͭͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ஌త࢈ࡒΛ୲౰͢Δ෦໳ͱ
ͯ͠ɺ౰ࣾͷӬଓతͳൃలͷͨΊʹɺ࣍ੈ୅Ͱ֩ͱͳΔٕ
ज़΍ۀࣄ෼໺ͷ໛ࡧͱޮ཰తͳڀݚ։ൃΛਪਐ͢Δ͜ͱΛ
໨తͱͯ͠ɺ20��೥�݄ʹ։ઃͨ͠R�%ηϯλʔ಺ʹɺ૯
຿ɾ஌త࢈ࡒ෦ͱͯ͠վশɺҠస͠·ͨ͠ɻ202�೥݄͔̐
Β͸஌త࢈ࡒ෦ͱͯ͠ಛڐɺ࣮༻৽Ҋɺҙঊ͓Αͼ঎ඪ౳
ͷ஌తݖ࢈ࡒʹؔ͢Δग़ئɺݖརԽɺҡ࣋؅ཧΛ͍ߦɺݚ
ۃ։ൃͷ੒ՌʹΑΓ৽ͨʹੜ·ΕΔٕज़ʹ͍ͭͯ͸ɺੵڀ
తʹݖརΛऔಘ͢Δ͜ͱͰ౰ٕࣾज़ͷอޢΛਤ͍ͬͯ·
͢ɻ·ͨɺ౰ࣾͷ஌త࢈ࡒΛద੾ʹ׆༻͢Δͱͱ΋ʹɺଞ
ऀͷ஌త࢈ࡒΛଚॏ͠ɺ৵֐ͷͳ͍Α͏ʹࣄલʹଞऀઌߦ
ٕज़ͷௐࠪΛ͍ߦɺద੾ʹରԠ͍ͯ͠·͢ɻ

指標 単位 2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

独占禁止 /反競争的な
慣行により受けた法的措置 件 0 0 0 0 0

独占禁止 /反競争的な
慣行に関する罰金・示談金 百万円 0 0 0 0 0

確定した腐敗事例 件 0 0 0 0 0

腐敗に関する、罰金・示談金 百万円 0 0 0 0 0

1.

2.
3.

法令その他の社会的規範を遵守し、公正で健全な企業
活動を行う。
地域社会に貢献する「良き企業市民」たることを目指す。
地球環境の保全と豊かで住みやすい社会づくりに貢献
する。

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ൓ࣾձత੎ྗ͔Βͷಇ͖͔͚ʹର͠
ԽΛڧԠ͡ͳ͍औΓ૊ΈͷʹٻવͱରԠ͠ɺෆ౰ཁؽͯ
ਤ͍ͬͯ·͢ɻʮϥΠτۀ޻άϧʔϓߦಈൣنʯ͓ Αͼʮة
Լ੥ࣄ޻؅ཧϚχϡΞϧʯΛಠࣗʹ੍ఆ͢Δͱͱ΋ʹɺػ
܎ઈɺؔڋ౳ͷٻ౳Ͱ൓ࣾձత੎ྗ͔Βͷෆ౰ཁ׺໿໿ܖ
ःஅʹ͍ͭͯ໌จԽ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺෆ౰ཁٻ๷ࢭରԠ
෦ॺΛઃஔͯ͠ɺਝ଎ʹରԠͰ͖Δڥ؀Λ੔͍͑ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸಺෦௨ใ੍౓Λಋೖ͓ͯ͠Γɺ಺෦૭ޱ
Λ؂ࠪ໾͓Αͼ๏຿෦໳ʹͦΕͧΕઃ͚ɺܦӦਞ͔Βͷಠ
ཱੑΛ୲อ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺܦӦਞ͔Β͍ߴಠཱੑΛ࣋
ͭห2໊࢜ޢʹΑΔ֎෦૭ޱΛઃஔ͠ɺ௨ใ૭ޱͷ࣮ޮੑ
ͷڧԽΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ͞ Βʹɺ಺෦௨ใ؅ཧنఔΛࡦఆ
͠ɺ৘ใఏऀڙͷൿಗɺෆརӹऔΓѻ͍ͷࢭېΛఆΊɺ௨
ใऀ͕อ͞ޢΕΔମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺίϯϓϥΠΞϯε΍ϥΠτۀ޻ά
ϧʔϓߦಈൣنΛҳ୤ͨ͠ෆਖ਼ߦҝͷݒ೦Λ๊͍ͨ৔߹ʹ
͸ɺ౰ࣾάϧʔϓͷ໾৬һͷΈͳΒͣɺऔҾઌͷैۀһͳ
ͲશͯͷεςʔΫϗϧμʔ͔Βͷ௨ใ΋ड͚෇͚͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ͍͔ͳΔ΋ͷͱͷؒͰ΋ɺ௚઀త·ͨ
͸ؒ઀తʹߦΘΕΔ͔Λ໰Θͣɺଃऩ࿫ɺϑΝγϦςʔγϣ
ϯϖΠϝϯτɺΩοΫόοΫɺա౓ͷଃ౴઀଴ɺҧ๏ͳ੓࣏
ͷపఈࢭҝ๷ߦΒͣ෗ഊݶʹͳͲ͸΋ͱΑΓɺͦΕΒۚݙ
ʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ಺෦౷੍γεςϜߏஙͷجຊํ਑ʹج
͖ͮίϯϓϥΠΞϯεମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ୅දऔక໾
ࣾ௕Λҕһ௕ͱ͢ΔίϯϓϥΠΞϯεਪਐҕһձΛઃஔ͠ɺ
ͦͷ׆ಈঢ়گΛదٓɺऔక໾ձ΁ใ͍ͯ͠ࠂ·͢ɻ·ͨɺಉ
ҕһձ͸ίϯϓϥΠΞϯε९कঢ়گͷࢹ؂Λ͏ߦͱͱ΋ʹɺ
ؔ࿈نఔͷݟ௚͠΍ݚम౳Λ࣮͠ࢪίϯϓϥΠΞϯεҙࣝ
ͷਁಁʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺۀࣄӡӦʹॏେͳӨڹΛ༩͑Δɺ·
ͨ͸༩͑ΔՄೳੑͷ͋ΔϦεΫͷࡏݦԽʹਝ଎͔ͭత֬ʹ
ରॲ͢ΔͨΊ ʮʹ؅ػةཧنఔʯͰ؅ཧ͢΂͖ϦεΫ߲໨Λ
ಛఆ͠ɺ༧๷ાஔΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ·ͨɺʮ؅ػةཧҕһձʯ
ʹ͓͍ ʮͯ؅ػةཧϚχϡΞϧʯʹ ఆΊΔϦεΫͷ෼ྨɾ೺
ѲΛ͏ߦͱͱ΋ʹఆظతʹنఔͷվగɺݚमɾ܇࿅౳Λߦ
͍ɺ౰ࣾάϧʔϓ໾৬һʹର͠प஌పఈΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͷܧۀࣄଓܭըʢ#C1ɿ#VTJOeTT CoOtJ 
OVJtZ 1MaOʣ͸ɺେൃ͕֐ࡂੜͨ͠৔߹Ͱ΋ࠞཚͳ͘ɺͦͷ
ӨڹΛ࠷খݶʹͱͲΊɺۀ຿͕ܧଓ·ͨ͸଎΍͔ʹ࠶։Ͱ
͖Δ͜ͱɺ͞Βʹେൃ֐ࡂੜޙͷ෮چɺ෮࣌ڵʹ͸౰ࣾͷ
ٕज़ྗ౳ͷ׆༻Λ௨ͯࣾ͡ձʹେ͖͘ݙߩͰ͖Δ͜ͱΛ໨
తͱͯ͠ɺ౰ࣾͷମ੍΍໾৬һͷ͏ߦ΂͖߲ࣄ౳ΛఆΊͯ
͍·͢ɻͳ͓ɺ͜ͷܭը͸ݪଇͱͯ͠ຖ೥఺ݕɺݟ௚͠Λ
౒Ί͍ͯ·͢ɻʹ্޲ଓྗͷҡ࣋ɾܧۀࣄɺ͍ߦ
ɹ·ͨɺ౰ࣾ͸ɺʮݐઃձࣾʹ͓͚Δ࣌֐ࡂͷૅجతܧۀࣄ
ଓྗʯʢ#C1ʣΛ༗͢Δۀاͱͯ͠ɺࠃ౔ަ௨লؔ౦஍ํ੔
උہɾۙـ஍ํ੔උہΑΓೝఆΛड͚͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺۀ຿্औΓѻ͏͓٬༷ɺऔҾؔऀ܎ɺैۀһ
ͳͲͷݸਓ৘ใʹ͍ͭͯɺݸਓ৘ใอޢʹؔ͢Δ๏ྩ͓Α
ͼͦͷଞͷൣنΛ९क͠ɺ͔ͭऔΓѻ͍ʹؔ͢Δϧʔϧ΍
ମ੍Λཱ֬͠ɺݸਓ৘ใΛద੾ʹ؅ཧ͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ৘ใ؅ཧنఔʹ͖ͮجશࣾΛ͋͛ͯ
৘ใηΩϡϦςΟʹ͓͚ΔϦεΫ؅ཧʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻࣾ
಺৘ใ΍ີػ৘ใͷ࿙Ӯ๷ࢭʹؔ͢Δ۩ମతͳରࡦʹ͍ͭ
ͯ͸ɺʮ৘ใ࿙Ӯ๷ࢭϚχϡΞϧʯΛ࡞੒͠ɺ౰ࣾάϧʔϓ
໾৬һʹप஌పఈ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺඪతܸ߈ܕ΍ϥϯα
Ϝ΢ΣΞ౳ͷαΠόʔܸ߈ʹඋ͑ͯɺߴ౓ͳιϦϡʔγϣ
ϯΛಋೖ͠ɺηΩϡϦςΟϨϕϧͷ্޲Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ

サイバー攻撃への対策
ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ֎෦͔Βͷ΢Πϧε৵ೖ΍αΠόʔ
ͷܕΔͨΊɺ࣍ੈ୅͢ޚΒࣾ಺ωοτϫʔΫΛ๷͔ܸ߈
ϑΝΠΞɾ΢ΥʔϧΛઃஔ͠ɺΞϓϦέʔγϣϯ͝ͱͷෆਖ਼
௨৴ɺۀ຿໨త֎ΞΫηεΛ͍ͯ͠ࢹ؂·͢ɻΤϯυϙΠϯ
τͷηΩϡϦςΟରࡦʹ͍ͭͯ΋ೋॏʹରࡦιϑτΛಋೖ
͢ΔͳͲɺৗʹ࠷৽ͷηΩϡϦςΟରࡦΛ͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ

情報セキュリティ基本方針の策定
ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ৘ใ࿙Ӯ΍αΠόʔܸ߈ϦεΫ΁ͷ
ରԠΛॏཁͳܦӦ՝୊ͷҰͭͱҐஔ͚ͮɺʮ৘ใηΩϡϦ
ςΟجຊํ਑ʯΛࡦఆ͠ɺํ਑ʹ͍ͨͮجऔΓ૊ΈΛ࣮ࢪ
͍ͯ͠·͢ɻ
ɹʮମ੍ʯʮਓతରࡦʯʮ৘ใ؅ཧʯʮ৘ใγεςϜʯʮ๏ྩ९कʯ
ͷ؍఺͔Βରࡦͷ࿮૊ΈΛఆΊɺ৘ใηΩϡϦςΟମ੍ͷ
੔උɺશ໾৬һͷ৘ใϦςϥγʔ্޲ɺ৘ใ࿙Ӯରࡦͷ࣮
උ͑ͨ୺຤ɾωοτʹܸ߈છ΍αΠόʔײɺϚϧ΢ΣΞࢪ
ϫʔΫɾγεςϜͰͷଟ૚๷ޚ౳ͷରࡦΛ͍ͯ͡ߨ·͢ɻ
͞Βʹɺ৘ใηΩϡϦςΟʹؔ͢Δ๏ྩɾ੍نɾܖ໿্ͷ
ٛ຿Λ࣮֬ʹ९क͢Δͱͱ΋ʹɺҧ൓͕ൃੜͨ͠৔߹ʹ͸
ద੾ʹରॲ͠ɺൃ࠶๷ࢭʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

リスクマネジメント

コンプライアンス基本方針

コンプライアンス推進委員会

反社会的勢力排除の取り組み

コンプライアンス教育

内部通報制度

腐敗防止に関する取り組み方針

腐敗防止方針の監督

リスク管理体制

危機管理規程の策定と徹底

BCP（事業継続計画）

個人情報の管理

知的財産の保護

情報セキュリティの強化

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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ガバナンス　人権尊重と公正な事業活動の推進

ɹ౤ऀࢿͷ౤ࢿ൑அʹॏཁͳӨڹΛٴ΅͢Մೳੑͷ͋Δࣄ
߲͓Αͼ౰ࣾάϧʔϓͷܦӦઓུʹؔ࿈͢Δॏཁͳજࡏత
ϦεΫΛ͍ͯ͠ࡌه·͢ɻͨ ͩ͠ɺ͜ΕΒ͸౰ࣾάϧʔϓ
ʹؔ͢ΔશͯͷϦεΫΛ໢ཏͨ͠΋ͷͰ͸ͳ͘ɺ͞ࡌهΕ

ɻ·ͨɺক͢·͠ࡏϦεΫ΋ଘ͍͕ͨ͠ݟҎ֎ͷ༧߲ࣄͨ
དྷʹؔ͢Δؚ͕߲ࣄ·Ε͍ͯ·͕͢ɺ౰߲֘ࣄ͸2026೥
݄̒2�೔࣌఺ʹ͓͍ͯ൑அͨ͠΋ͷͰ͢ɻ

リスクマネジメント

事業等のリスク

リスクファクター リスクの内容と対応

外部環境に関するリスク

①国内公共事業の削減による官公庁発注工事の減少
当社グループの事業量は、全体の約7割程度を国内公共事業に依存しているため、国および地方
自治体の公共事業予算の動向に影響を受けます。
当社グループは、民間発注工事への営業活動の強化や海外事業を伸長することで、国および地
方自治体等による公共投資予算削減によるリスクの軽減を図っていきますが、一般に想定され
る規模を超えて削減された場合には、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性が
あります。

②競争環境の激化
当社グループを取り巻く受注環境は、大都市部での再開発事業や政府による防災・減災対策な
どを中心に良好な状況が続いています。その一方で、中長期的には財政的な制約や人口の減少
を背景として、主たるターゲット市場である国内建設市場は縮小傾向で推移し、今後競争環境
が激化する可能性があります。
このような状況に備え、今後も引き続き顧客ニーズ等への対応に注力し、付加価値の創造と
シェアの拡大を図っていきますが、これらの取り組みが想定通りの成果をあげられない場合や、
革新的・画期的な技術・工法を展開する競合他社や新規参入者の出現、過度の価格競争が起きた
場合には、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③建設技能労働者の慢性的不足
建設業全体に関わるリスクとして、少子高齢化に伴う建設技能労働者の不足があげられます。
このような状況のもと当社グループは、将来を見据え、建設技能労働者の慢性的な不足に対応
するために、生産性向上を可能とするための省人化技術の開発や新規入職者の増加に向けた取
り組みに注力しています。
しかしながら、現時点では将来的な建設技能労働者の不足を完全に克服できる保証はありませ
ん。建設技能労働者の不足と、それに起因する生産能力の減退や労務単価の急激な上昇が生じ
た場合には、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

事業拡大に伴うリスク

①M&A（買収）を含む直接的事業投資
当社グループは、2025年度を初年度とする中期経営計画「Raito2027」において、「技術×信頼×
人財で、次世代の成長へ」を基本方針として掲げており、その一環としてM&A（買収）を含む国
内外への直接的事業投資等の成長投資を積極的に行っていきます。
これらの投資は当社グループの持続的成長に資するとともに、将来においても安定的かつ更な
る利益貢献をするものと考えていますが、かかる投資が期待されるリターンをもたらすという
保証はありません。特にM&A（買収）を行う際には、対象企業の財務や税務、法務などについて
詳細なデューデリジェンスを行い、可能な限りM&A（買収）によるリスクを回避するように努
めますが、M&A（買収）後に偶発債務の発生や未認識債務が判明する可能性もあり、リスクを完
全に取り除くことは困難です。
その他にも、M&A（買収）に伴いのれんを計上した場合、対象会社の業績の悪化等により減損の
兆候が生じ、その将来的な効果である回収可能価額がのれんの帳簿価額を下回る場合には、の
れんの減損処理を行う必要があるなど、M&A（買収）後に起こり得るリスクは複数存在します。
それらのリスクが顕在化した場合には、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。
また、合弁事業や業務提携の展開においても、パートナーとなる対象企業について、業績や財
政状態等についての詳細な調査に加えて、将来の事業契約やシナジー効果について事前に議論
することによって可能な限りリスクを回避するように努めていきますが、合弁事業開始後また
は業務提携後に双方の経営方針に相違が生じ、意図していたシナジー効果が得られないといっ
た可能性も否定できません。この場合においても、投資金の回収が困難となる可能性や当社グ
ループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

②海外事業の伸長
当社グループは、海外市場において内部成長とM&A戦略の両面を通じて、中長期的に海外事業
の拡大を図っています。米国や東南アジアを主として複数の国で事業を展開していることから、
各国の政治・経済・社会情勢などの変化に起因する予期しないカントリーリスクが発生した場
合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

リスクファクター リスクの内容と対応

人財に関するリスク

当社グループの事業運営上、施工管理に関連して法律上要求される国家資格などの各種資格を
有していることに加え、土木工事・建築工事分野において高い専門性を有する人財が欠かせま
せん。引き続き、優秀な人財の確保・育成に努めていきますが、人財獲得の競争環境は今後ます
ます激化していくものと予想されます。
また、業務に必要な資格を取得するまでに、ある程度の期間を要することから、想定する施工
管理人員の確保ができない場合や高い専門性を有する優秀な人財が社外に流出した場合には、
当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

施工品質に関するリスク
当社グループは、品質マネジメントシステムの運用や各現場での施工段階における自主的な確
認検査の実施など施工品質には万全を期していますが、重大な瑕疵による損害賠償請求等を受
けた場合には、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

労働災害および
事故の発生に関するリスク

当社グループは、安全衛生管理計画を策定し、安全教育や現場パトロールなど災害防止活動に
注力していますが、万一、労働災害や公衆災害など重大な事故が発生した場合、当社グループ
の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

法的規制・訴訟に関するリスク

①法的規制の新設・変更
当社グループは、建設業法および建築基準法をはじめとする様々な法的規制の中で事業を行っ
ています。これらの規制の新設または変更があった場合、その内容によっては、当社グループ
の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

②訴訟リスク
当社グループは、事業活動に関して各種の訴訟に巻き込まれる恐れがあり、これらが当社グ
ループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。訴訟の結果が、当社グループに
とって望ましくない結果になった場合には、引当金の計上や損害賠償請求を受けるなど、当社
グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

自然災害等に関するリスク

大規模な自然災害や紛争、テロ攻撃、感染症の拡大（パンデミック）等が発生した場合、当社グ
ループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。これらのリスクに備え、事業継続
計画（BCP）等の有事の際の対応策を策定していますが、想定を超える規模の災害等が発生した
場合には、事業の運営に著しく支障をきたす可能性があります。

情報セキュリティに関するリスク

当社グループは、事業活動を通じて個人情報、技術情報などの機密情報を取り扱っており、役
職員の情報機器や可搬媒体等の紛失・盗難、情報機器のマルウェア感染、または外部からのサイ
バー攻撃によって、情報漏洩や業務停滞などを引き起こす可能性があり、結果的に社会的な信
用低下、損害賠償の発生、当社グループの業績低下等のリスクがあります。
これらのリスクに対応するために、情報セキュリティポリシー・セキュリティ諸規程の整備や、
高度なセキュリティソリューション導入、情報機器の暗号化などの技術的対策、役職員向けの
情報セキュリティ教育などの啓蒙活動を実施しています。さらにサイバーセキュリティ経営ガ
イドライン（経済産業省・IPA発行）に基づいた監査および対策を推進しており、万が一被害が
発生した場合は、予め定めている危機管理体制、手順に沿って迅速な対応を図ります。

価値創造の源泉 中長期戦略 事業戦略 価値創造の基盤 ガバナンス
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財務・非財務ハイライト
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131,910
143,760

117,324
126,568

114,974
117,975

109,504
109,956

12.4%
売上高営業利益率

自己資本比率

2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度） 2021 2022 2023 2024 2025（年度）

営業利益

143,760百万円 17,201百万円

50.3%
配当性向一株当たり配当金

145円

288.5円 2,141.1円

受注高

12,487百万円

911百万円

139,216百万円
売上高

125,930百万円
総資産

90,005百万円
自己資本

71.5% 14.0%

受注高／売上高 営業利益／売上高営業利益率 親会社株主に帰属する当期純利益

総資産／自己資本／自己資本比率 ROE 一株当たり配当金／配当性向

一株当たり当期純利益 研究開発費一株当たり純資産
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10カ年ハイライト
DATA SECTION

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025単位

業績

受注高
百万円

97,598 97,636 104,886 101,842 111,547 109,956 117,975 126,568 131,910 143,760

売上高 102,317 100,125 102,825 106,210 108,209 109,504 114,974 117,324 121,457 139,216

　売上総利益率 % 18.6 18.6 18.9 19.0 20.5 21.9 20.8 19.8 20.7 21.8

販売費および一般管理費
百万円

9,244 9,647 9,725 10,266 10,440 10,713 11,131 11,974 12,285 13,124

営業利益 9,799 8,950 9,702 9,874 11,727 13,236 12,785 11,245 12,811 17,201

　営業利益率 % 9.6 8.9 9.4 9.3 10.8 12.1 11.1 9.6 10.5 12.4

経常利益

百万円

9,922 9,209 10,124 9,582 12,136 13,976 13,310 11,609 13,169 17,712

親会社株主に帰属する当期純利益 6,801 6,546 6,512 7,066 8,640 8,930 9,489 8,181 9,919 12,487

研究開発費 473 559 604 639 622 565 617 710 872 911

設備投資額 3,144 4,928 1,485 3,730 3,197 2,970 2,951 3,994 4,719 3,214

財政状態

総資産

百万円

89,090 93,765 96,745 101,101 112,610 115,885 122,925 124,447 122,209 125,930

自己資本 53,194 58,785 62,747 68,105 75,820 80,739 84,503 90,189 87,833 90,005

純資産 53,194 58,785 62,747 68,215 75,917 80,817 85,437 91,094 88,674 90,886

キャッシュフロー

営業活動によるキャッシュフロー

百万円

4,461 7,565 5,560 5,478 15,206 8,597 4,761 14,586 10,354 13,662

投資活動によるキャッシュフロー △2,342 △5,903 △2,127 △2,511 △7,228 △2,350 487 △4,252 △1,896 △1,885

財務活動によるキャッシュフロー △978 △1,632 △2,969 △2,178 △2,499 △4,687 △5,765 △5,329 △12,399 △12,950

現金および現金同等物期末残高 20,739 20,677 21,992 22,758 28,259 30,022 29,605 34,933 30,947 29,975

１株当たり情報

1株当たり当期純利益

円

129.16 124.43 124.35 136.21 166.58 174.12 190.59 168.16 214.30 288.50

1株当たり純資産 1,010.18 1,118.11 1,209.47 1,312.74 1,463.01 1,591.20 1,721.36 1,877.46 1,972.7 2,141.1

1株当たり配当金 25 35 38 41 50 54 61 70 100 145

経営指標

自己資本当期純利益率（ROE)

%

13.7 11.7 10.7 10.8 12.0 11.4 11.5 9.4 11.1 14.0

自己資本比率 59.7 62.7 64.9 67.4 67.3 69.7 68.7 72.5 71.9 71.5

配当性向 19.4 28.1 30.6 30.1 30.0 31.0 32.0 41.6 46.7 50.3

非財務情報

従業員数
人

1,063 1,067 1,122 1,192 1,244 1,290 1,364 1,374 1,385 1,392

　うち単体 870 879 880 914 940 943 972 967 986 1,028

単体　平均年齢 歳 43.9 43.8 43.5 43.9 43.9 44.1 44.3 44.0 44.7 44.3

単体　平均勤続年数 年 16.7 16.5 16.6 16.9 16.7 17.1 17.3 17.8 17.8 17.5

単体　度数率 0.24 0.63 0.50 0.74 1.04 1.03 0.78 0.14 0.56 0.95
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連結財務諸表
DATA SECTION

前連結会計年度
（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）

当連結会計年度
（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）

売上高
完成工事高 121,170 139,027
兼業事業売上高 286 189
売上高合計 121,457 139,216

売上原価
完成工事原価 96,149 108,791
兼業事業売上原価 210 99
売上原価合計 96,360 108,890

売上総利益
完成工事総利益 25,021 30,235
兼業事業総利益 76 90
売上総利益合計 25,097 30,326

販売費および一般管理費 12,285 13,124
営業利益 12,811 17,201
営業外収益
　受取利息 121 161
　受取配当金 299 203
　受取ロイヤリティー 14 19
　受取保険金 36 94
　固定資産賃貸料 416 409
　為替差益 ― 128
　持分法による投資利益 21 33
　その他 175 194
営業外収益合計 1,085 1,246

営業外費用
　支払利息 103 116
　手形売却損 18 36
　支払手数料 62 79
　支払保証料 55 70
　賃貸収入原価 324 322
　為替差損 27 ―
　その他 136 109
営業外費用合計 727 735

経常利益 13,169 17,712
特別利益
　固定資産売却益 375 74
　投資有価証券売却益 789 176
特別利益合計 1,165 251

特別損失
　固定資産除売却損 335 33
　減損損失 ― 541
　投資有価証券売却損 29 30
　関係会社株式評価損 ― 63
　関係会社清算損 ― 1
特別損失合計 364 670

税金等調整前当期純利益 13,969 17,293
法人税、住民税および事業税 3,635 5,603
法人税等調整額 445 △805
法人税等合計 4,081 4,797
当期純利益 9,888 12,495
非支配株主に帰属する当期純利益
又は非支配株主に帰属する当期純損失（△） △30 7
親会社株主に帰属する当期純利益 9,919 12,487

（単位：百万円）連結損益計算書

（単位：百万円）連結包括利益計算書

前連結会計年度
（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）

当連結会計年度
（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）

当期純利益 9,888 12,495
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △125 1,231
土地再評価差額金 △21 ―
為替換算調整勘定 △156 423
退職給付に係る調整額 717 878
持分法適用会社に対する持分相当額 △197 194
その他の包括利益合計 215 2,728

包括利益 10,104 15,223
（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 10,167 15,184
　非支配株主に係る包括利益 △63 39

（単位：百万円）連結貸借対照表

前連結会計年度
（2025年3月31日）

当連結会計年度
（2026年3月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 30,947 29,975

受取手形・完成工事未収入金等 40,484 40,737

電子記録債権 2,089 4,767

未成工事支出金 1,492 1,500

商品および製品 24 28

材料貯蔵品 798 750

未収入金 763 185

その他 1,846 2,126

貸倒引当金 △33 △33

流動資産合計 78,411 80,037

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 15,261 15,137

減価償却累計額 △6,639 △6,888

建物・構築物（純額） 8,622 8,248

機械、運搬具および工具器具備品 33,946 36,353

減価償却累計額 △27,251 △29,231

機械、運搬具および工具器具備品（純額） 6,695 7,121

土地 11,058 11,104

リース資産 200 180

減価償却累計額 △67 △92

リース資産（純額） 132 88

建設仮勘定 213 97

有形固定資産合計 26,722 26,661

無形固定資産

　　 のれん 360 331

　　 その他 284 293

　　 無形固定資産合計 644 625

投資その他の資産

　　 投資有価証券 8,313 10,026

　　 長期前払費用 35 42

　　 破産更生債権等 6 6

　　 繰延税金資産 563 ―

　　 退職給付に係る資産 4,088 5,578

　　 その他 3,788 3,311

　　 貸倒引当金 △365 △359

　　 投資その他の資産合計 16,431 18,607

固定資産合計 43,798 45,893

資産合計 122,209 125,930

前連結会計年度
（2025年3月31日）

当連結会計年度
（2026年3月31日）

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 10,536 9,220

　　電子記録債務 7,626 7,600

　　短期借入金 1,447 1,737

　　未払法人税等 1,985 3,954

　　未成工事受入金 1,134 1,813

　　完成工事補償引当金 79 110

　　工事損失引当金 32 203

　　未払費用 2,986 4,282

　　その他 5,892 4,736

　　流動負債合計 31,721 33,660

　固定負債

　　長期借入金 ― 7

　　長期未払金 30 12

　　リース債務 114 83

　　繰延税金負債 708 325

　　再評価に係る繰延税金負債 769 758

　　役員株式給付引当金 129 136

　　その他 61 60

　　固定負債合計 1,813 1,384

　負債合計 33,534 35,044

純資産の部

　株主資本

資本金 6,119 6,119

資本剰余金 6,447 6,447

利益剰余金 73,300 74,270

自己株式 △2,071 △3,567

株主資本合計 83,795 83,270

　その他の包括利益累計額　

その他有価証券評価差額金 1,678 2,909

土地再評価差額金 △1,059 △1,058

為替換算調整勘定 1,895 2,482

退職給付に係る調整累計額 1,523 2,401

その他の包括利益累計額合計 4,037 6,735

非支配株主持分 841 880

純資産合計 88,674 90,886

負債純資産合計 122,209 125,930
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連結財務諸表
DATA SECTION

（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）

当連結会計年度
（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 13,969 17,293

　減価償却費 3,050 3,062
　のれん償却額 45 47
　減損損失 ― 541
　貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △5
　完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △30 31
　工事損失引当金の増減額（△は減少） △172 170
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 129 △203
　役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 18 6
　受取利息および受取配当金 △421 △365
　支払利息 103 116
　手形売却損 18 36
　持分法による投資損益（△は益） △21 △33
　固定資産除売却損益（△は益） △40 △40
　投資有価証券売却損益（△は益） △760 △146
　関係会社株式評価損 ― 63
　関係会社清算損益（△は益） ― 1
　売上債権の増減額（△は増加） △1,309 △2,704
　未成工事支出金の増減額（△は増加） 8 △4
　棚卸資産の増減額（△は増加） 20 53
　仕入債務の増減額（△は減少） △330 △1,381
　未成工事受入金の増減額（△は減少） △664 678
　その他 △8 △80
　小計 13,596 17,137
　利息および配当金の受取額 424 369
　利息の支払額 △103 △116
　手形売却に伴う支払額 △18 △36
　法人税等の支払額 △3,545 △3,691
　営業活動によるキャッシュ・フロー 10,354 13,662
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 △4,719 △3,214
　有形固定資産の売却による収入 1,283 351
　無形固定資産の取得による支出 △51 △108
　投資有価証券の取得による支出 △85 △131
　投資有価証券の売却による収入 1,098 437
　関係会社株式の取得による支出 ― △7
　関係会社貸付金の回収による収入 4 4
　投資不動産の売却による収入 280 ―
　保険積立金の積立による支出 △604 △461
　保険積立金の払戻による収入 822 1,005
　その他 75 237
　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,896 △1,885
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） 192 227
　長期借入れによる収入 ― 7
　長期借入金の返済による支出 △59 △62
　自己株式の取得による支出 △7,760 △8,192
　ファイナンス・リース債務の返済による支出 △19 △70
　配当金の支払額 △4,752 △4,860
　財務活動によるキャッシュ・フロー △12,399 △12,950
現金および現金同等物に係る換算差額 △45 202
現金および現金同等物の増減額（△は減少） △3,986 △971
現金および現金同等物の期首残高 34,933 30,947
現金および現金同等物の期末残高 30,947 29,975

株式情報（2026年3月31日現在）

株式の状況

発行可能株式総数 198,000,000株

発行済株式の総数   42,165,840株
（自己株式 804,610株を除く）

株主数 16,231名

株主構成比（株式所有割合）

合計
42,970,450株

個人・その他  16.94%

金融機関  41.34%

自己名義株式  1.87%

外国人  31.00%

その他国内法人  5.64%
証券会社  3.18%

株主メモ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日

定時株主総会権利行使確定日　
毎年3月31日
期末配当金受領株主確定日　　
毎年3月31日
中間配当金受領株主確定日　　
毎年9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電話照会先 0120-782-031（フリーダイヤル）

公告方法
電子公告
※電子公告による公告ができない場合には日本経済新聞
に掲載

株価の推移
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3月

2018年
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大株主の状況

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 5,260 12.47

太陽生命保険株式会社 2,734 6.48

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,517 5.97

日本生命保険相互会社 2,039 4.83

株式会社三井住友銀行 1,950 4.62

株式会社北陸銀行 1,269 3.01

AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC 877 2.08

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505001 854 2.02

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 612 1.45

JP MORGAN CHASE BANK 385781 603 1.43
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発行可能株式総数 198,000,000株

発行済株式の総数   42,165,840株
（自己株式 804,610株を除く）

株主数 16,231名
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ライト工業グループの概要
DATA SECTION

社外からの評価／認定会社概要
株主総会

取締役会

監査役

監査役会

社長

安全衛生
環境本部

経営管理
本部

海外事業
本部

建築事業
本部

関連事業
統括本部

施工技術
本部

技術営業
本部

開発本部

経営企画
本部

R&Dセンター

機械統括部

建築事業部

事業管理部

安全衛生環境部

品質管理部

DX推進室

営業部

工事部

積算・調達部

米国事業統括部

営業統括部

シンガポール事業所

ベトナム事業統括部

統括管理部

技術営業部

都市設計部

企画管理部

営業企画部

斜面防災技術部

工務部

防災技術部

都市技術部

施工支援推進部

リニューアル技術部

関東支社

西日本支社

北海道統括支店

東北統括支店

関越統括支店

中部統括支店

中国四国統括支店

九州統括支店

関東防災統括支店

機材センター統括部

開発企画部

調査・情報技術部

技術開発部

試験・材料開発部

管理部

DX推進室

事業推進部

事業管理部

知的財産部

資産管理部

機械開発部

ICT推進企画部

安全部

財務経理部

業務推進部

情報システム部

内部統制室

経営企画部

人事部

サステナビリティ戦略部

監査室

衛生環境部

総務部

社名 ライト工業株式会社

本社 東京都千代田区
九段北四丁目2番35号

創業 1943年（昭和18年）7月1日

代表者 代表取締役社長　
阿久津 和浩

資本金 61億1,947万5,000円

従業員数 1,028名
（2026年3月31日現在）

事業内容 建設事業

支社 関東、西日本

統括支店 北海道、東北、関東防災、
関越、中部、中国四国、九州

グループ
連結子会社12社、
関連会社1社、
非連結子会社4社

連結グループ会社

建設
（国内）

株式会社みちのくリアライズ
株式会社東北リアライズ
株式会社小野良組
株式会社福島リアライズ
株式会社新潟リアライズ
株式会社アウラ・シーイー
株式会社東海リアライズ
サンヨー緑化産業株式会社
株式会社山口リアライズ
株式会社九州リアライズ

建設
（海外）

RAITO, INC. （米国）
Fecon-Raito Underground 
Construction JSC（ベトナム）

組織図

FTSE Blossom Japan 
Sector Relative Index

S&P/JPX カーボン・
エフィシェント指数

CDPによる調査への回答
ɹ౰ࣾͰ͸ɺީؾมಈ΁ͷऔΓ૊Έͷਪਐͱ৘ใ։ࣔͷಁ໌ੑΛߴ
ΊΔͨΊɺ2022೥౓ΑΓɺީؾมಈͳͲͷڥ؀෼໺ʹऔΓ૊Ήࡍࠃ
తͳ/(OͰ͋ΔC%1͕࣮͢ࢪΔʮC%1ީؾมಈʯͷௐࠪʹճ౴ͯ͠
͍·͢ɻ

パートナーシップ構築宣言の公表
ɹ౰ࣾ͸ɺ಺ֳ෎΍தখۀاிͳͲ͕ؔஂࡁܦ܎ମͱڞʹਪਐ͢Δ

ʮະདྷΛ୓͘ύʔτφʔγοϓߏஙਪਐձٞʯʹ ͓͍ͯఏএ͞Ε ʮͨେ
ங͢Δʯͱ͍͏ߏΛ܎੒௕Ͱ͖Δ࣋ଓՄೳͳؔʹڞ͕ۀاͱதখۀا
ཧ೦ʹࢍಉ͠ɺʮύʔτφʔγοϓߏஙએݴʯΛެද͍ͯ͠·͢ɻ

国連グローバル・コンパクトへの参加
ɹ౰ࣾ͸ɺʮࠃ࿈άϩʔόϧɾίϯύΫτʯʢҎԼʮ6/(Cʯʣʹ ॺ໊͠ɺ
202�೥�݄�6೔෇ͰࢀՃۀاͱͯ͠ొ࿥͞Ε·ͨ͠ɻ6/(Cʹॺ໊
͢Δۀاɾஂମ͸ɺਓݖͷอޢɺෆ౰ͳ࿑ಇͷഉআɺڥ؀΁ͷରԠɺ
ͦͯ͠෗ഊͷ๷ࢭʹؔΘΔ�0ͷݪଇʹࢍಉ͢ΔۀاτοϓࣗΒͷί
ϛοτϝϯτͷ΋ͱʹɺͦ ͷ࣮͚ͯ޲ʹݱ౒ྗΛܧଓ͍ͯ͠·͢ɻ

気候関連財務情報開示タスクフォースの提言への賛同
ɹ౰ࣾ͸ɺ202�೥��݄ʹؔީؾ࿈ࡒ຿৘ใ։ࣔλεΫϑΥʔε

ʢTC'%ʣͷఏݴ΁ͷࢍಉΛද໌͠·ͨ͠ɻ·ͨɺTC'%ίϯιʔγΞϜ
ʹ΋ࢀը͠ɺީؾϦεΫ͓Αͼػձʹؔ͢Δ৘ใ։ࣔͷڧԽʹ౒Ίͯ
͍·͢ɻ

社外からの評価／認定・イニシアチブへの参画
各種イニシアチブへの参画

GPIF採用指数で構成銘柄に選定
ɹ೔ຊͷްੜ೥ۚͱࠃຽ೥ۚͷੵཱۚͷ؅ཧɾӡ༻Λ͏ߦɺੈք࠷େ
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ࢦ਺ͷ͏ͪ2ͭͷࢦɺࣾձɺΨόφϯεʣڥΔɺ&4(ʢ؀͍ͯ͠༺࠾
਺ͷߏ੒໏ฑʹબఆ͞Ε·ͨ͠ɻ

MSCI ESGレーティングで「A」評価を獲得（2026年6月時点）
ɹ.4CI &4(ϨʔςΟϯά͸ɺ&4(౤ࢿͷੈքతͳධՁࢦඪͱ͞Ε
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経済産業省「DX認定事業者」に認定
ɹ%9ೝఆऀۀࣄͱ͸ɺʮ৘ใॲཧͷଅਐʹؔ͢Δ๏཯ͷҰ෦Λվ
ਖ਼͢Δ๏཯ʯʹ ল͕ఆΊΔʮσδλϧΨόφϯεɾۀ࢈ࡁܦɺ͖ͮج
ίʔυʯͷجຊత߲ࣄʹରԠ͠ɺ%9ਪਐͷ४උ͕੔͍ͬͯΔͱೝΊ
ΒΕΔۀاΛ%9ೝఆऀۀࣄͱ͕ͯ͠ࠃೝఆ͢Δ੍౓Ͱ͢ɻ

女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定（2段階目）を取得

次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定を取得
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